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第１章 序 論 
 
1． 研究の目的と背景 
 
 推進工法は，工場で製作された推進管の先端に掘進機を取り付け，発進立坑に設置されるジャッ
キの推進力により管を地中に押し込んで，管渠を築造する工法である.推進工法には，切羽の安定
方法，掘削方法，推進力の伝達方法，土砂の搬出方法により多くの種類があるが，使用する推進管
の内径により一般に分類されている.内径 800～3000mm までを「中大口径管推進工法」，内径150～
700mmまでを「小口径管推進工法」と呼んでいる.また，掘進機の掘削方式，使用する推進管の管種
等によりさらに細分類されている. 
国内における最初の推進工法は，昭和 23 年旧日本国有鉄道尼ケ崎線の軌道下横断工事で採用さ
れた1)．この工事は，内径600mmの鉄筋コンクリート管を約6m推進したものである．当時は，手動
式ジャッキを用いたが，営業線の運行を停止せずに行われた画期的な技術として注目を集めた．昭
和 28 年になって，中押しジャッキの開発による推進工法も実用化され，推進延長が 30m 程度とな
った．昭和32年には，推進ジャッキの動力化に成功し，内径3000mmまでの大口径管推進工法が可
能となった．また，昭和 37 年，掘削方式は，切羽が完全に開放された刃口式から，掘進機が密閉
された泥水式，土圧式，泥濃式等が開発され，安全性や施工性が一段と向上した．近年では，多折
型掘進機，推進力を低減する特殊滑材，可塑性樹脂を用いた推進力伝達材，自動測量システム等の
開発により，曲線半径が15m以下となるような急曲線施工が実現した．さらに，推進管の周面摩擦
力を低減するために周辺地山の性状を改良する方法，あるいは滑材を二層に注入する方法，許容圧
縮応力度が 90N/mm2に達する高強度推進管等の開発により，発進立坑に設置したジャッキのみによ
る推進延長が1000mを超える長距離施工が実績を重ねてきている． 
このように，推進工法においても，都市トンネル工法の代表格であるシールド工法と同様，高度
な開発技術が進展している．しかしながら，推進工法は，工場で製作した推進管を工事現場まで運
搬する都合上，その大きさに制限がある．道路交通法施工令第 22 条（自動車の乗車又は積載の制
限）によれば，積載物の高さは，3.8mから自動車の積載をする場所の高さを減じたものとすること
が定められている．これにより，現在，規格化されている推進工法用鉄筋コンクリート管は，内径
800mm から 3000mm までとされている 2)．つまり，内径 3000mm を超える管渠を非開削で築造する場
合は，無条件に，シールド工法で計画，施工されることが常識となっている． 
 一方，昨今，異常気象による集中豪雨や季節外れの台風が頻発し，日本列島各地で土砂災害や浸 
水被害が多く見受けられるようになった．とくに，都市地域で発生する洪水は，都市機能を麻痺さ 
せる甚大な被害をもたらし，深刻な問題となっている．このような中で，平成15年6月には，「特 
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定都市河川浸水被害対策法」が制定され，雨水貯留浸透施設が整備されることになった．さらに，
平成16年4月には，合流式下水道の改善をめざして，「下水道法施行令」が改正され，雨水滞水管
の設置が具体的な施策として示された．今後は，これらの用途で計画される管渠が急増することが
予想される． 
雨水を貯留，または流下させる管渠は，過去の実績から，内径 3000mm を超える仕様のものが多
く，シールド工法によって構築される場合がほとんどである．図-1.1に示す「シールド工法技術協
会」の統計によれば，過去10年間のシールド工事実績のうち，仕上がり内径が3000mmを超える雨
水下水道および雨水貯留管の施工件数は，全体の53%程度となっている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-1.1 雨水下水道および雨水貯留管のシールド工事件数の割合（平成6年～平成15年） 
 
 
しかし，施設の規模や用地の制約等により，その施工延長が短い場合も多く，シールド工法を用
いると，かなり不経済になることが指摘されている．そこで，表-1.1 に示すとおり，「日本下水道
協会」制定の下水道用設計積算要領にもとづき，仕上がり内径 3000mm の標準的な泥土圧式シール
ド工法と泥水式推進工法の直接工事費を比較した．その結果，シールド工法と推進工法との比は
1.0:0.6 程度となり，推進工法が，経済的にかなり優位となることが示された．これは，推進工法
では，現行の積算上，掘進機や推進設備などの主要機器が転用によって損料扱いとなることや，推
進管が規格化されており，製作費等を平準化しやすいことなどに起因すると考えられている． 
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表-1.1 直接工事費の比較例（仕上がり内径3000mm・延長500m・土かぶり10m・硬質砂質土） 
工種 シールド工法 工種 推進工法 
一次覆工 472,110,000 鉄筋コンクリート推進管 121,404,000 
二次覆工 054,672,000 中押し管（5段） 012,500,000 
坑内整備工 006,946,000 管推進工 172,679,000 
仮設備工 015,168,000 仮設備工 018,540,000 
坑内設備工 007,789,000 送排泥設備工 004,298,000 
坑外設備工 － 泥水処理設備工 025,861,000 
水替工 001,800,000 推進水替工 000,051,000 
－ － 管清掃工 002,048,000 
計 558,485,000 計 357,381,000 
1mあたり 001,116,970 1mあたり 000,714,762 
（単位;円） 
 
さらに，図-1.2に示す「シールド工法技術協会」の統計によれば，過去10年間のシールド工事
実績のうち，仕上がり内径が3000mmより大きく，5000mm以下，施工延長が500m以下の条件による
施工件数は，全体の 20%程度となっている．よって，同等規模の工事を，今後もシールド工法で実
施するとすれば，経済性に大きな課題があると考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-1.2 施工延長500m以下のシールド工事件数の割合（平成6年～平成15年） 
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以上に述べた背景を踏まえて，内径 3000mm を超える管渠の需要増加に対応し，経済性に優れる
管渠築造工法を早期に実現することが喫緊の問題と考えられた．本研究は，この問題を解決するた
めに，内径 3000mm を超える管渠築造工法として，プレストレストコンクリート構造を応用した分
割型推進管を用いる推進工法を提案した．本工法の適用により，推進管を路上運搬する際の制約に
とらわれることなく，推進管径の適用を拡大することが可能になる．また，管渠延長が短い場合な
どは，シールド工法と比較して，建設コストを大幅に縮減できるため，用途に応じた都市トンネル
の合理的で経済的な工法選定が可能になる．一方，近年における推進工法の既往研究は，表-1.2，
表-1.3に示すとおり，大口径管，急曲線，および長距離の施工技術に集約される．既往研究の調査
時点にあっては，内径 3000mm を超える推進工法の研究は，本研究が提案する工法の実現性や妥当
性を確認する目的で実施した研究以外には，報告がされていない．また，実施工を対象とした具体
的な細部構造，施工方法などについても，一切発表されていない． 
本研究の目的は，内径 3000mm を超える推進工法に適用するプレストレストコンクリート構造の
推進管（以下，分割型 PC 推進管と呼ぶ）について，基本構造と仕様を提案し，小口径推進管を試
作して基本性能の評価を行い，提案する工法の実現性を確認する．また，従来の推進管の設計手法
に準じて，曲線推進に対する適合性を評価し，模型推進管による曲線推進実験を行い，施工の可能
性を検証する．さらに，実施設計の条件をもとに，推進管の細部構造と性能評価方法を整理し，平
板モデル，および実物大モデルによる性能確認を行い，本提案の妥当性および実用性を立証すると
同時に，具体的な設計および施工技術に対する基本的な考え方を確立する． 
なお，推進管径を表すための呼称について，内径の基本寸法を mm 単位で【呼び径】とするのが
一般的となっている．また，工法の種類に関しては，呼び径3000を超える推進工法について，【超
大口径管推進工法】とする表記が定着しつつあるため，本研究でもこの名称を使用する． 
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表-1.2 大口径管推進工法および曲線施工に関する近年の既往研究 
項目 題名，発行掲載誌名，発行年月，著者名 要旨 
辻堂南部貯留管（合流式改善）築造工事における大口径推進を終えて，
土木技術社，土木技術vol.60.No.4，2005年4月，pp.30-34， 
小林芳美． 
 内径3000mm，推進延長783m，推進
工事による雨水貯留管の整備を実施
した施工報告． 
大口径推進工法における周辺地盤への影響について， 
土木学会，トンネル工学報告集第14巻，2004年11月，pp.443-450， 
四本純一，川合孝，島田英樹，松井紀久男． 
最適余掘りを評価するため，内径
3000mm の実施工で，地盤変状の影響
評価を検討した研究報告．  
大
口
径
管
推
進
工
法
に
関
す
る
技
術
 
大口径管の長距離・急曲線施工報告， 
日本非開削技術協会，第13回非開削技術研究発表論文集， 
2002年11月，pp.203-215，山本浩二． 
 大口径管（内径3000mm）の長距離，
急曲線推進を可能としたアルティミ
ット工法による施工報告． 
大津市里川雨水幹線管渠築造工事における超長距離推進工事と多曲線
施工，土木技術社，土木技術vol.60.No.4，2005年4月，pp.43-49， 
奥村雅俊． 
推進延長700mの超長距離推進と，
到達部近で複合した多曲線施工とい
う難工事を克服した報告． 
小口径長距離曲線推進工法（スーパーミクロ工法）の実施例について，
土木学会，第58回年次学術講演会，2003年9月，pp.173-174， 
佐田庸夫，大岩忠男，山崎貴弘，森岡錦也，渡部義明． 
最大300mの長距離施工，最小半径
60m の急曲線施工が可能なスーパー
ミクロ工法の施工報告． 
急曲線推進工法の計画設計， 
土木学会，第58回年次学術講演会，2003年9月，pp.181-182， 
櫻井芳和，八木伸明，関根富明，後藤隆二． 
地中障害物を回避するため，急曲
線推進工法のルート選定と地盤改良
の要否を検討した報告． 
スーパーミニ・カーブ工法（小口径曲線推進工法）の施工， 
土木学会，第56回年次学術講演会，2001年9月，pp.114-115， 
庄司和矢，三澤孝史，森田芳樹． 
最小曲線半径100mに対応できるス
ーパーミニ・カーブ工法の施工報告．
推進管継ぎ手部止水性評価における計測結果に関する一考察， 
土木学会，第56回年次学術講演会，2001年9月，pp.118-119， 
江村和明，浅野真． 
 止水ゴム輪の定量的な止水性能評
価方法に関して，実施工にて推定精
度を検証した研究報告． 
曲
 
線
 
施
 
工
 
に
 
関
 
す
 
る
 
技
 
術
 
 
SSモール工法における超急曲線（12.5R）&急勾配施工， 
日本プロジェクトリサーチ，第23回「最近の推進工法の施工技術」， 
2000年7月，pp.26-41，六鹿敏也． 
内径 1200mm，曲線半径12.5m の超
急曲線施工を達成した高濃度泥水推
進工法による施工報告． 
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表-1.3 長距離施工に関する既往研究 
項目 題名，発行掲載誌名，発行年月，著者名 要旨 
推進工法1kmの時代に向けて-φ1350，L=1，010m国内最長距離の施工-，
土木技術社，土木技術vol.60.No.4，2005年4月，pp.35-42， 
岩永信． 
 内径１350mm，推進延長1010.0mの
超長距離施工を泥水式推進工法で達
成した施工報告． 
掘削方式を選ばずに長距離推進を可能にした推進工法， 
日本非開削技術協会，第13回非開削技術研究発表論文集， 
2002年11月，pp.193-201，石塚千司，ｼﾞｭｳﾙﾌｨｶﾙ・ｱﾘ・ﾁｮｳﾄﾞｳﾘ． 
 地山と滑材を撹拌混合した改良土
層で，低推進力による長距離施工を
可能にした工法の報告． 
推進工法におけるスラリー系滑材の地山への浸透， 
土木学会，第56回年次学術講演会，2001年9月，pp.188-189， 
山崎淳，金成英夫，岡崎智昭． 
 地山との摩擦力を低減するために
用いられる滑材について，地山への
浸透性に関する研究報告． 
長距離曲線推進における推力管理システムの開発， 
土木学会，第55回年次学術講演会，2000年9月，Ⅵ-11， 
倉知洋行，畑一民． 
 長距離施工に対し，管に作用する
推進力や断面内応力を常時自動監視
するシステムの開発報告． 
複合地盤での長距離推進工事，  
土木学会，第55回年次学術講演会，2000年9月，Ⅵ-13， 
井原邦明，末吉正志，井上幸治，内野征孝，斉藤優． 
 内径1500mmの合成鋼管を用いて，
推進延長594mを管被膜推進工法で実
施した施工報告． 
CMT工法（複合推進工法）による超長距離推進（1，009.6m）， 
日本プロジェクトリサーチ，第23回「最近の推進工法の施工技術」， 
2000年7月，pp.42-50，田中基紀． 
 内径 1100mm，推進延長1009.6m の
超長距離施工を CMT 工法により達成
した施工報告． 
長距離・急曲線推進工事における推進管の挙動計測， 
土木学会，トンネル工学研究論文・報告集第 9 巻，1999 年 11 月，
pp.361-366，藤森高輝，矢島英邦，門弘行，高見沢滋，中野正明． 
 内径 1800mm，最小曲線半径50m の
実施工で，推進管の挙動を計測し，
作用荷重を検討した研究報告． 
長
 
距
 
離
 
施
 
工
 
に
 
関
 
す
 
る
 
技
 
術
 
滑材補助注入工法を用いた小口径長距離推進事例， 
土木学会，第54回年次学術講演会，1999年9月，pp.176-177， 
廣瀬孝司，木村和彦，桜木武雄，田中義貞，門田敦，斎賀章． 
 内径 450mm の鋼管を用いた長距離
289m の推進工事で，エースモール工
法を適用した施工報告． 
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2． 論文の構成 
 
本論文は５章から構成されており，その概要は以下のとおりである． 
 第１章では，研究の背景と目的，論文の構成，および用語の定義を述べた． 
 第２章では，分割型 PC 推進管の開発の経緯や背景を述べ，その具備すべき基本性能について検
討を加えた．分割型PC推進管は，2等分割した半円形の推進管を工場で製作し，これを運搬して現
地でプレストレスを導入して組み立てることを特徴とする．その基本構造は，従来用いられている
推進工法用鉄筋コンクリート管を参照して，同等以上の性能を有することを目標として開発を進め
た．まず，管厚は，鉄筋コンクリート構造から求まる厚さに対して，所要プレストレスの導入によ
って，経済性が発揮できる最適な厚さを選定した．また，要求性能を満足する止水性を確保するた
めに，円周方向の継手には水膨張性シール材を貼付し，これを管軸方向の継手用止水ゴムと接着す
る方法を採用した．管軸方向の継手には，埋め込み鋼製カラーを設け，鋼製カラーの継手部分を溶
接接合した．推進管の土水圧に対する強度の目標値は，プレストレスを考慮した曲げ耐力から破壊
荷重を求めて，その破壊荷重の50%をひび割れ発生荷重とすることで評価した．つぎに，内径2000mm
の分割型 PC 推進管を試作して，その組立試験を行い，組立方法や有効プレストレスの導入方法を
検討した．また，水密試験，外圧試験および管軸方向の強度試験を実施し，管の断面方向の強度，
円周方向および管軸方向の継手の水密性，および管軸方向の強度を確認した．これらの結果，実用
的な推進管の組立方法，プレストレスの導入方法，継手の止水方法などを提示した．円周方向の継
手の位置は，土水圧などの外圧に対して有利となるように，管の頂点から 45 度振った位置とし，
これを千鳥組みとした．推進力伝達材は，管軸方向の強度を確保する観点から，その形状および配
置を定めた．以上の検討から，推進管をプレストレストコンクリート構造にすることにより，工法
全体としての経済性が向上し，推進管の規格化が容易となることを確認し，分割型 PC 推進管の基
本構造ならびに実用化に向けた施工方法を具体的に提案した． 
第３章では，曲線推進時の分割型 PC 推進管の挙動を設計上の観点から検討した．まず，従来の
曲線推進に対する設計手法を，内径 3000mm を超える推進管へ適用し，許容曲線半径を決定した．
この許容曲線半径は，管軸方向の許容目開き量から決まるが，運搬可能な重量から定まる推進管の
長さを考慮することも必要とした．また，曲線部の許容推進力は，ひび割れ荷重（規格値）から求
まる鉄筋の応力度に着目し，ひび割れ抵抗モーメントから推定して定めた．円周方向の継手に発生
する断面力は，曲線推進時に継手に作用する荷重を推定して算出できる．つぎに，内径422mmの塩
化ビニル製の模型推進管を製作し，半径10mのS字曲線を推進させる実験を行った．円周方向の継 
手の有無やその位置を変えて，それぞれに必要な推進力，曲線推進中の円周方向の継手に生じる目
開きや管軸方向のずれ，管本体および継手に生じる断面力などを計測した．この実験から，提示し 
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た継手構造であれば，円周方向に継手があっても曲線推進時に問題とはならず，継手の目開きや管
軸方向のずれも生じないことを確認した．また，推進力や地盤反力の分布などから，円周方向の継
手に発生する断面力を解析的に求める方法を提示した．以上の検討の結果，適切な曲線半径を定め，
管の長さと推進力の大きさとに十分な配慮を行えば，分割型 PC 推進管を用いた場合でも，円滑な
曲線推進が可能となることを確認した．また，作用させる推進力や地盤反力の分布などから，円周
方向の継手に発生する断面力が評価でき，アンボンド方式を主体とした本継手構造の妥当性を確認
できた． 
 第４章では，実際の施工条件にもとづき，分割型 PC 推進管の構造，仕様，性能を定めて実物大
モデルを作製し，その性能確認試験を行って実用性を検証した．まず，実施設計の条件により，分
割型 PC 推進管の細部構造や円周方向の継手構造を定めて，その性能を机上で評価した．管厚は実
際の荷重条件から決定し，ひび割れ発生荷重は，鉄筋コンクリート管の場合の算定方法に軸力とし
てプレストレスを加味して求めた．また，破壊荷重は，等価応力ブロックにプレストレスを考慮し
て曲げ耐力を求め，分割型 PC 推進管を曲げ剛性一様なリングと仮定してその目標値を算出した．
実物大推進管の外力に対する強度および剛性の特性値は，管本体を平板にモデル化した供試体を作
製して，その載荷試験や継手の曲げ試験およびせん断試験を実施し，それらの実験結果と机上検討
の結果とを比較して把握した．円周方向の継手には，高度な水密性の確保に重点を置き，製作性や
施工性も加味して，水膨張性シール材とエポキシ樹脂系の防水材を併用する止水構造を採用した．
つぎに，内径3500mmの分割型PC推進管を製作し，実施工を想定した組立試験，実施設計の条件に
よる水密試験と外圧試験を実施した．これらの試験結果から，実施工の適用に向けた超大口径推進
管の組立手順と組立方法，有効プレストレスの導入方法を確認した．また，円周方向の継手構造は，
高い地下水圧に対抗できること，分割型 PC 推進管の主要構造は，十分な強度を有すること確認し
た. 一方，土水圧などの外圧に対しても，プレストレスの導入により，ひび割れを効果的に制御で
き，継手の変形特性により推進管は脆性的な破壊を生じないなどの構造的な特徴を確認した. 以上
の検討の結果，提案した分割型 PC 推進管が，その製作費を，従来の鉄筋コンクリート推進管と比
べて低減でき，精度の高い製品となり得ること，さらに，実際の施工に十分に適用できることを確
認した． 
 第５章では，本研究から得られた結論をまとめた．また，今後の施工の段階で，留意すべき事項，
また，施工実績の増加にともなう改良の可能性などについても言及した． 
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3． 用語の定義 
 
 本論文では，以下のように用語を定義する 3)4)． 
 
アンボンドPC鋼材：アンボンド方式に用いられるPC鋼材． 
アンボンド方式：PC鋼材緊張後にグラウトを行わないポストテンション方式のプレストレストコン
クリート工法．PC鋼材の表面には，あらかじめアスファルト，ポリマー，グリース等の防錆剤兼減
摩剤を塗布することが多い． 
1種：管の外圧強さによる区分の一つ．鉄筋コンクリート管の場合は，1種と2種があり，1種は鉛
直方向の荷重が比較的少ない場合に用いられる． 
受口：管の差し口が挿入できるように管端径をやや広く加工したもの． 
埋め込み鋼製カラー：管材の製作時に埋め込んであり，受口を形成する鋼板のリング． 
円周方向の継手：分割された推進管を一体化する際の円周方向の突き合わせ部分． 
円周方向の継手目開き：継手断面の一端を支点とし，回転することにより生じる目開き． 
鉛直断面：鉛直荷重に抵抗する管材の長手方向の矩形断面． 
滑材：推進管と地山との間の摩擦抵抗を減じ，地山のゆるみを防ぎ，かつ止水も担う材料． 
管厚：推進管の厚さ． 
管材：円形管材料の略称（推進管の総称として使用）． 
管軸方向の継手：推進方向に対して，管と管を接合する部分． 
管目地の開口長：管と管の接合部における継手の抜け出し量． 
緊張材：PC鋼材を単独，または数本束ねてプレストレッシングできる状態にしたもの． 
掘進機：推進工事で使用する地山を掘削するための機械． 
ゴム輪：管軸方向の継手の差し口に用いる止水用シール材． 
差し口：受口に差し込む管端部のこと． 
シース：ポストテンション方式のプレストレストコンクリート部材において，緊張材を収容するた
め，あらかじめコンクリート中にあけておく穴を形成するための筒． 
シールド工法：シールド機を推進させながら前部で掘削し，推進後は，シールド機後部で鋼製また
は鉄筋コンクリート製等のセグメントを組み立てて，トンネルを構築する工法． 
管軸方向の相対変位：半円形管材の一方が推進方向に，他方がその逆方向に変形しようとして生じ
る接合面のずれ． 
遮熱板：管材コンクリートに鋼製カラー継手の溶接熱が伝達されないよう設ける板材． 
周面抵抗力：管と土の摩擦抵抗，せん断抵抗，付着力，管の自重による摩擦抵抗の総称． 
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推進力伝達材：管端の保護，および推進力による管端の応力分散を考慮して使用する部材． 
水性エポキシ樹脂配合複合塗膜防水材：セメント系微粒子粉体に水性エポキシ樹脂，およびアクリ
ル系高分子エマルジョンとを組み合わせた塗布型の防水材． 
接合キー：接合面に設ける鋼製のキーで，分割した管材相互のせん断力の伝達を確実に行うための
部材．管材の接合を確実に行うためのガイドとしての機能も有する． 
接合面：円周方向の継手の端面． 
セットロス：緊張定着時，PC鋼材が定着具に引き込まれて生じるプレストレスの損失． 
接面応力：水膨張性シール材の弾性反発力と膨張圧によって生じる表面応力． 
チェアー：定着具と緊張ジャッキの間に設けるPC鋼材の形状を保持するための鋼管． 
定着具：緊張材端部をコンクリートに定着し，プレストレスを部材に伝達するための装置． 
等価応力ブロック：曲げ破壊時の鉄筋コンクリートはり圧縮部のコンクリートの圧縮応力度分布を，
コンクリートの圧縮合力の大きさと作用点が変わらないように決めた等価換算長方形圧縮応力分
布をいう． 
導入プレストレス：PC鋼材の緊張力の反力としてコンクリートに導入される圧縮応力． 
中押し工法：発進立坑内の元押しジャッキのほかに，管と管の間に中押ジャッキを挿入し，これら
を交互に動かせて管を地山に圧入する工法． 
PCグラウト：ポストテンション方式のプレストレストコンクリートにおいて，緊張材とシースの間
のすき間に注入して充填するセメントを主材料とした注入材料． 
PC鋼材：主に，プレストレスを与えるために用いる高強度の鋼材． 
引張装置：ジャッキ，ポンプおよびその付属品から構成される緊張作業用の機械器具． 
曲げ剛性一様なリング：シールドトンネルを構成するセグメントリングは，継手部分の曲げ剛性の
低下を考慮せずに，セグメント主断面と同一の曲げ剛性をもつとする構造モデル． 
水膨張性シール材：地下水と反応して体積膨張する定型のシール材．吸水性ポリマーを天然ゴム，
あるいはウレタン等と混合したものが一般的に用いられる． 
元押し工法：発進立坑に設置したジャッキのみの推進力により管を地山に圧入する工法． 
元押し推進延長：元押し工法のみで推進できる距離． 
有効長：管の全長から受口の挿入長さを差し引いた値． 
有効引張力：プレストレスを与えたのち，コンクリートのクリープおよび乾燥収縮，PC鋼材のリラ
クセーションが終わったときにPC鋼材に作用している引張力． 
有効プレストレス：PC 鋼材の有効引張力により，コンクリートに与えられているプレストレスで，
設計荷重に対応できるものをいう． 
 
 
第２章 分割型 PC 推進管の基本性能の評価 
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第２章 分割型PC推進管の基本性能の評価 
 
1. はじめに 
 
本研究は，これまで規格化されていない内径 3000mm を超える管渠推進工法に対し，経済性に優
れる同工法の適用拡大を図ることを目的とした．その効果的な方法として，2 等分割半円形の管材
を工場製作して現地へ運搬し，立坑付近で一体化したのち，通常の推進管として使用する新しい工
法を提案した．しかしながら，提案する工法を実現するためには，以下に示す技術を融合させる必
要があった． 
 
① 分割した推進管の製作，運搬方法 
② 分割した推進管の組み立て，接合方法 
③ 円形管と同等の強度，止水性の確保 
④ 分割した推進管を用いた施工方法 
 
プレストレストコンクリート構造は，種々構造物への適用事例 5)から，上記の課題に対し，経済
性，高品質，耐久性，安全性を満足する最適な手段となると考えられた．そこで，内径 3000mm を
超える推進管の主要構造として，プレストレストコンクリートを用いて検討することにした． 
プレストレスを導入するシステムは，著者らが参考文献6)に示すように，プレストレストコンク
リート構造を特徴としたシールド工事用セグメントについて，すでに実用化しており，開発技術を
応用できる．しかし，シールド工事用セグメントとは異なり，推進工法用鉄筋コンクリート管には，
鉛直断面方向の土水圧荷重に加え，管軸方向にも過大な推進力が作用する．とくに，提案する推進
管は，PC鋼材の緊張による組立施工性，円周方向に継手を持つ管の外圧強さ，管軸方向も含めた継
手全体の止水性，過大な推進力に対する円周方向の継手の挙動等に関して未解明な点も多く，実際
の推進管を製作し，基本性能を確認する必要が生じた． 
 そこで，本章では，提案した工法の概要，およびプレストレストコンクリート構造を特徴とする
推進管（以下，分割型 PC 推進管と呼ぶ）の基本構造と仕様を示す．また，試作した小口径推進管
による基本性能を評価する試験を実施して，工法の実現性を確認する． 
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2. 工法の概要 
 
分割型PC推進管を用いる超大口径管推進工法の手順は，以下のとおりとなる． 
 
① あらかじめ定着具，シースを埋め込んだ2等分割半円形の鉄筋コンクリート製管材を工場
で製作する．円周方向の継手の面精度を確保するため，接合面に仕切り版を設け，製品が真
円になるよう設計された鋼製型枠を用い，１回のコンクリート打設で推進管１本分の製作を
行う．十分な養生を行ったのち，低床トレーラー等により，管材を半円形のまま施工現場ま
で運搬する． 
② 発進立坑の周辺で半円形の管材を下ろすとともに，一組分を円形状に組み立てる．アンボ
ンドPC鋼材を推進管の内面または外面に設けた切り欠き部から順番に挿入し，緊張用ジャッ
キ，油圧ポンプなどの引張装置により緊張定着を行い，管材どうしを接合する．そののち，
あらかじめ埋め込まれた鋼製カラー(SS400)の継手を突き合わせ溶接により接合する．併行作
業として，緊張作業に要したPC鋼材の余長を専用のカッターを用いて切断し，定着具先端に
注入用のホースを取り付け，PC鋼材とシースの間隙にPCグラウトを注入する．最後に，緊張
作業用に設けてあった切り欠き部を無収縮モルタルなどで充填し，推進管の表面を平滑に仕
上げる． 
③ 完成した推進管を立坑上から，門型クレーンなどで推進架台上に吊り下ろし，推進設備に
より地中に圧入しながら，管渠を築造する．推進管の組立に関する工程は増えるが，推進工
の工程に与える影響は少なく，在来の施工技術の延長線上による適用が十分可能となる． 
 
 立坑周辺のスペースに制約がある場合は，搬入した管材を推進架台の上に，直接，据え付け，立
坑内部で組み立てる方法も考えられる．この場合は，管材の内面に切り欠き部を設け，アンボンド
PC 鋼材を挿入・緊張定着した直後，推進作業に移行することができる．PC グラウト，切り欠き部
の充填は，目地モルタル工などとともに，推進工程に支障がなくなる時点で一括して行う．なお，
掘進機や施工に必要とされる設備の規模が，これまでになく大きくなるため，掘進機や設備の転用
が容易となるよう推進管自体を管径と管厚の関係により規格化しておくと便利である．ただし，具
体的な施工法，および積算に必要とされる設備や機器の選定は，今後， 実証工事を通じた検証を
必要とする．分割型PC推進管を用いた超大口径管推進工法の概要を図-2.1に，分割型PC推進管の
概要を図-2.2に示す． 
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図-2.1 超大口径管推進工法の概要図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.2 分割型PC推進管の概要図 
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正面図
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3. 基本構造と仕様 
 
(1) 管材の仕様 
 
 分割型 PC 推進管を用いる推進工法は，分割された管の運搬重量を勘案し，内径 3000mm を超え
5000mm までの推進管を対象とするが，推進管の大型化，および分割化に関しては，表-2.1 に示す
具体的な問題点があげられる． 
 
表-2.1 推進管の大型化・分割化に関する問題点 
推進管が規格を超える大きさになることによる 
問題点 
推進管を分割しなければならないことによる 
問題点 
・ 積載高さの制約を受けなくても，運搬方法によ
っては，経済的に不利になる． 
・ 現地で推進管を製作することは，可能である
が，製作用地の取得，設備の維持管理，製品の
品質確保等の課題が多い． 
・ 掘削外径が大きくなると，掘進機，立坑，残土
処分の規模が大きくなる．推進管の部材厚をな
るべく小さくしなければ，工法の経済性が発揮
できない． 
・ 推進管を規格化しなければ，掘進機，推進設備
等の転用が難しくなり，不経済な工法となる．
・ 製作精度が悪いと，推進管の製品精度が，組み
立てたのちに低下する． 
・ 現地での組立に手間がかかると，日進量に悪い
影響をおよぼす． 
・ 外力に対して，円周方向の継手が強度的に弱点
となる可能性がある． 
・ 円周方向の継手があるために，所要の水密性が
確保できない． 
・ 円周方向の継手構造では，締結力を得るための
継手金物を用いると，高価となる． 
・ 円周方向の継手に金物を設けると，推進管の内
面側に不陸が生じる可能性がある． 
 
 
以上の問題点に留意し，分割型PC推進管の仕様を検討する． 
管材は，円周方向に継手を有しているが，円形管と同じ性能を確保できるように，曲げ剛性が一
様なリングとするため，供用時にひび割れを許容しないフルプレストレストコンクリート構造とす
る．従来の鉄筋コンクリート構造の推進管と比較し，プレストレストコンクリート構造を適用した
場合に想定される特徴は，以下のとおりである． 
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y 導入プレストレスにより，本体の曲げ剛性が向上し，ひび割れ発生荷重が増加する． 
y アンボンド方式により，円周方向の継手の曲げ剛性が向上するが，大変形に対する復元性に
も優れる． 
y 円周方向の継手が全断面圧縮となる状態に保てるため，適切な止水材の併用により， 耐水性
が向上する． 
y 同一性能の鉄筋コンクリート構造と比較すれば，管厚を低減でき，経済的な断面が得られる． 
 
一方， 推進工法用鉄筋コンクリート管では，要求すべき品質が明記されているが 2)，分割型 PC
推進管に同様の考え方を適用すると，表-2.2 のようにまとめることができる．表-2.3には，外圧
強さを規定するうえで必要な鉛直断面方向の管の耐荷力を求める方法を示す 7)．ここで，上記の規
定を参考にし，小中大口径管の規定の厚さにもとづいて，内径 3000mm を超える推進管に必要とさ
れる管の厚さを外圧強さから推定する． 
 
表-2.2 推進管に必要な品質 
項目 鉄筋コンクリート管（規格） 分割管PC推進管 
外観および 
形状 
管には有害なきずがなく，内面は実用上支
障のない程度に滑らかでなければならない．
 円周方向の継手の溝，定着具の切り欠き
を充填材で仕上げ，平滑性を確保する． 
寸法 
内径3000mmの場合 
内径D 3000±12(mm) 
厚さT 250＋12/-6(mm) 
有効長L 2430＋10/-5(mm) 
継手最小厚さt 225(mm) 
内径3500mmの場合（想定） 
内径D 3500±10(mm) 
厚さT 250±5(mm) 
有効長L 2430＋10/-5(mm) 
継手最小厚さt 225(mm) 
外圧強さ 
 外圧強さの検査は，ひび割れ強さについて
行う．ひび割れ強さの検査は，1 本の供試管
を台上に水平に置き，管体にほぼ均等に分布
するよう鉛直に荷重（規格値）を加える外圧
試験を行う．管体に幅0.05mmを超えるひび割
れがないことを確認する． 
 外圧強さの検査は，ひび割れ強さについ
て行う．ひび割れ強さの検査は，1 本の供
試管を台上に鉛直に置き，管体にほぼ均等
に分布するよう水平に荷重（安全率を見込
む計算値）を加える外圧試験を行う．表面
積を考慮し，管体に最大幅 0.10mm を超え
るひび割れがないこと，および円周方向の
継手に目開きが生じないことを確認する．
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コンクリート
の圧縮強度 
 圧縮強度確認試験を行い，所定の強度を満
足していることを確認する． 同左 
水密性 
 2 本の供試管を抜け出し長 0mm で接合した
のち，接合部の外部または内部より注水し，
継手性能区分に応じた水圧を加え，3 分間そ
の圧力を保持する水密試験を行う．継手内面
から，漏水がないことを確認する． 
同左 
 
表-2.3 推進管の鉛直方向の耐荷力を求める方法 
① 管の外圧強さ 
管の外圧強さは，外圧強さのひび割れ荷重により求める． 
② 外圧強さより求まる管の抵抗モーメント 
 薄肉弾性リングとして解いた管底部での最大曲げモーメントとなる． 
 
 
Mr：外圧強さより求まる管の抵抗モーメント
(kNm/m) 
P：外圧強さ(kN/m) 
W：管の重量(kN/m) 
r：管厚中心半径(m) 
③ 鉛直等分布荷重により生じるモーメント 
鉛直等分布荷重によって管に生じる最大モーメントは，120度の自由支承を考慮する8)． 
【
 
鉛
 
直
 
方
 
向
 
の
 
管
 
の
 
耐
 
荷
 
力
 
】
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
M：鉛直等分布荷重により管に生じる曲げモ
ーメント(kNm) 
q：等分布荷重(kN/m2) 
r：管厚中心半径(m) 
 
rW.rP.M r ⋅⋅+⋅⋅= 23903180
22750 rq.M ⋅⋅=
q
（鉛直土圧）
q/sinθ
（地盤反力）
120ﾟ
θ
荷重図
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④ 管の耐荷力  
 qr：鉛直方向の管の耐荷力(kN/m2) 
Mr:外圧強さにより求まる管の抵抗モーメン
ト(kNm) 
r：管厚中心半径(m) 
 
外圧強さより求まる管のひび割れ抵抗モーメントは，表-2.3②式から求めることができる．すで
に， 内径800mmから3000mmまでの鉛直断面方向の外圧強さPが規定されているので，ひび割れ荷
重（規格値）とこの荷重が作用した際に生じる管の縁引張応力度を算定し，内径 3000mm を超える
管に必要な厚さを推定して求める．図-2.3中に示した近似式により，内径3000mmから5000mmまで
の管のひび割れ荷重と引張応力度の推定値は表-2.4のとおりとなる．規格値により推定したひび割
れ荷重を用いて表-2.3②式で求めた曲げモーメントを断面係数で除した引張応力度が，推定した縁
引張応力度と一致するよう管厚を求めると表-2.4右欄の値になる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.3 内径とひび割れ荷重および引張応力度との関係 
 
 
 
 
 
 
y = 4E-05x + 9.3959
y = 0.0004x + 4.6742
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y = 0.017x + 23.899
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1
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表-2.4 ひび割れ荷重と引張応力度の推定値 
ひび割れ荷重 
(kN/m) 
引張応力度 
(N/mm2) 
内径 
(mm) 
1種 2種 1種 2種 
管厚 
(mm) 
3500  83.4 167.8 6.1 9.5 295 
4000  91.9 185.0 6.3 9.6 340 
4500 100.4 202.2 6.5 9.6 385 
5000 108.9 219.4 6.7 9.6 435 
 
 
つぎに，プレストレスを導入し，どの程度，管厚が低減できるかを検討する．管厚を低減した場
合，ひび割れ荷重の推定値を用いて求めたコンクリートの縁引張応力度は，断面係数が低減される
分だけ増加する．そこで，引張応力度の増加を打ち消すような軸力を導入するために，必要なプレ
ストレス量を求める．プレストレス量の算定では，PC 鋼材を円形に配置する際に生じる曲げ応力，
PC鋼材とシースの摩擦により生じる応力，PC鋼材を定着する際，PC鋼材が定着具に引き込まれて
生じる応力等による損失，およびコンクリートの乾燥収縮，クリープ，PC鋼材のリラクセーション
等の長期的な損失も考慮したうえで，円周方向の全体で平均化した計算値を適用する． 
中小口径管と同様，管の規格化のため，管厚を 25mm ピッチとした場合に必要なプレストレス量
を表-2.5に示す．プレストレスを導入した管厚は，同一の性能を有する鉄筋コンクリート管の管厚
（表-2.4右欄）より薄くなる．管径が大きくなるほど，自重による曲げの影響が増加するが，プレ
ストレスを導入すれば，内径5000mm の場合で約20%程度，管厚を低減できる（図-2.4）．これは，
管の外圧強さをひび割れ抵抗モーメントで評価する規定に対し，プレストレストコンクリート構造
が，大口径化に伴い有効であることを示唆している．ただし，表-2.3②式の考え方は，曲げ剛性一
様なリングの公式から導かれたものであり，一方向載荷で強度試験を行う際は，推進管が弾性リン
グに近い挙動を示すように，載荷点に対する円周方向の継手位置を定めておく必要がある． 
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表-2.5 管厚とPC鋼材の必要本数 
所要プレストレス(kN/m) 
(応力度増加分N/mm2) 
設定緊張力(kN/m) 
PC鋼材径-本数 
内径 
(mm) 
管厚 
(mm) 
1種 2種 1種 2種 
3500 275 
193 
(0.7) 
330 
(1.3) 
240 
15.2mm-2本 
350 
12.7mm-4本
4000 300 
360 
(1.2) 
660 
(2.2) 
370 
17.8mm-2本 
740 
17.8mm-4本
4500 325 
585 
(1.8) 
975 
(3.1) 
660 
19.3mm-3本 
1080 
21.8mm-4本
5000 350 
805 
(2.3) 
1365 
(4.0) 
940 
28.6mm-2本 
1420 
28.6mm-3本
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.4 内径による管厚の比較 
 
つぎに，アンボンド方式を有する管材の破壊荷重を等価応力ブロックにより近似的に求める9)10)．
鉄筋の降伏ひずみεを 0.015 と仮定した場合，コンクリートの終局圧縮ひずみ ε’cuを 0.0035，有
効高を d とすると， ひずみの適合条件式より，中立軸 x は，次式で与えられる． 
 
(2.1) 
 
 
dx
cu
cu ・
ε＋ε
ε
＝
'
'
250
385
435
275
325
350
340
295
300
200
250
300
350
400
450
500
3000 3500 4000 4500 5000
内径(mm)
管
厚
(m
m
)
鉄筋コンクリート構造(推定値) プレストレストコンクリート構造
20% 
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鉄筋の全引張力 T は，鉄筋の断面積をAs，鉄筋の降伏強度を fyとすると， 
 
            (2.2) 
 
コンクリートの全圧縮力C は，設計基準強度を f’ck，長方形断面の幅を b とすると， 
 
         (2.3) 
 
式(2.1)を式(2.3)に代入し，表-2.5の諸元により，C≧T，ε≧0.015が無条件に成り立つ． 
緊張材の有効プレストレスをPeとすると，アンボンド方式を考慮した水平力のつり合いは， 
 
           (2.4) 
 
となる．式(2.2)と式(2.3)を式(2.4)に代入し整理して，中立軸 x を再度求める． 
 
       (2.5) 
 
曲げ耐力Muは，コンクリートの上縁から緊張材の位置を d’として， 
 
   (2.6) 
 
で求められる． 式(2.5)を式(2.6)に代入し，表-2.3②式から破壊荷重Puが求められる． 
 
  (2.7) 
 
 
従来の鉄筋コンクリート推進管のひび割れ荷重と破壊荷重の関係を表-2.6に示す2)．ひび割れ荷
重は，破壊荷重の50%になっている．そこで，分割型PC推進官でも，式(2.7)で求めた破壊荷重の
50%をひび割れ発生荷重とする．表-2.5 で得られた管厚とプレストレス量をもとに，主鉄筋量は，
コンクリートの充填性を考慮した鉄筋コンクリート推進管製造会社の実績を参考にして，有効断面
積（有効高×管の有効長）の0.8%程度とした場合，提案した式による算定結果を表-2.7に示す． 
 
 
ys fAT ・＝
TCPe －＝
）－（）＋－（＝ xdPxdTM eu 4.0'4.0
r
rWxdPxdTP eu ・
・・）－－（）＋－（
＝
3183.0
239.04.0'4.0
bxfC ck ⋅⋅⋅⋅ 8.0'85.0＝
bf
fAP
x
ck
yse
⋅⋅⋅
⋅+
8.0'85.0
＝
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実際の設計では，鉛直等分布荷重により，管に生じる曲げモーメント M に管のひび割れ安全率
( f=1.2)を乗じて，必要とされる管の抵抗モーメントMrの最小値は得られる．外圧強さより求まる
管の抵抗モーメントに余裕がある場合は，プレストレス量を減じると PC 鋼材量を節約できる．以
上により， 提案可能な設計フローを図-2.5に示す． 
 
表-2.6 ひび割れ荷重と破壊荷重の関係（規格値） 
内径(mm) ひび割れ荷重①(kN/m) 破壊荷重② (kN/m) ①/② 
800 35.4 57.9 0.6 
1000 41.2 71.6 0.6 
2000 58.9 142.0 0.4 
3000 73.6 177.0 0.4 
平均 － － 0.5 
 
表-2.7 分割型PC推進管の仕様と外圧強さ 
項目 単位 呼び径3500 呼び径4000 呼び径4500 呼び径5000 
内径 (mm) 3500 4000 4500  5000 
外径 (mm) 4050 4600 5150  5700 
管厚さ (mm) 275 300 325  350 
単位長さ当りの重量 (kN/m) 78 97 118  141 
単位長さ (m) 1.00 1.00 1.00  1.00
主鉄筋 (cm2/m) 18.4 20.4 22.4  24.4 
有効高さ (mm) 230 255 280  305 
かぶり (mm) 45 45 45  45 
プレストレス (kN/m) 240 370 660  940 
ひび割れ発生荷重（1種） (kN/m) 137.1 155.8 185.5  213.2 
ひび割れ発生荷重（2種） (kN/m) 145.6 182.3 213.2  242.8 
破壊荷重（1種） (kN/m) 274.2 311.7 371.0  426.4 
破壊荷重（2種） (kN/m) 291.3 364.6 426.5  485.6 
 注）ひび割れ発生荷重と破壊荷重では，自重を考慮していない． 
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（等分布荷重により管に生じる曲げモーメント）M=0.275qr2            
（外圧強さより求まる管の抵抗曲げモーメント）Mr=0.318Pr+0.239Wr     
r:管の中心半径  W:管の重量
（等分布荷重による管のひび割れ安全率）      f=Mr/M≧1.2 
（曲げによる縁引張応力度） σm=(Mr-1.2M)/Z   
（プレストレス低減量）     ΔPn=σm×A   
Z:管の断面係数  A:管の断面積
（最適プレストレス量）     Pn=Po-ΔPn              Po:プレストレス量(表-2.5) 
（総推進力）                  F=Fo+foL  
Fo:先端抵抗力  fo:周面抵抗力  L:推進延長 
（推進方向の管の許容耐荷力）  Fa=1000・σma・Ae   
Ae:有効断面積 σma:許容平均圧縮応力度 
（耐荷力の確認）              Fa≧F 
（圧縮領域の確認） e≦d/6                 e:偏心量M /(N+Pn) N:軸力 d:有効高 
（接合キー所要量） n=Sj/(Pt+Pf)            Sj:せん断力 Pt:ピンの耐力 Pf:摩擦力 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.5 推進管の設計フロー 
 
 
推進管の厚さを設定 
管に作用する等分布荷重の計算（鉛直土圧＋活荷重） 
鉛直方向の管の耐荷力計算 
最適プレストレスの計算 
アンボンドPC鋼材の径および本数の決定 
管軸方向の管の耐荷力照査 
円周方向の継手の照査 
おわり 
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つぎに，プレストレスの導入で得られた管厚にもとづいて，推進方向の管の耐荷力を検証する．
従来の推進工法用鉄筋コンクリート管に適用されている推進方向の管の耐荷力を求める方法を表
-2.8に示す7)． 
 
表-2.8 推進管の推進方向の耐荷力を求める方法 
① コンクリートの許容圧縮応力度 
 
 
 
σca：コンクリートの許容圧縮応力度(N/mm2)
σc：コンクリートの圧縮応力度(N/mm2) 
f：安全率(＝2) 
② コンクリートの圧縮応力とひずみの関係 
  
 
σ：コンクリートの圧縮応力度(N/mm2) 
ε：コンクリートの圧縮ひずみ 
③ 管体に生じる応力 
 εmax：管の断面に生じる最大ひずみ 
εmean：管の断面に生じるひずみの平均値 
④ コンクリートの許容平均圧縮応力度 
σc＝50N/mm2 の場合，σca＝25N/mm2 となる．②の圧縮応力と圧縮ひずみの関係にσca を代入して
ひずみを求めると，ε＝649×10-6となる．このひずみ(ε)を③のεmaxに代入してεmeanを求めると，
許容平均圧縮応力度(σma)＝13.0N/mm2が求まる．σc＝70N/mm2の場合，σma＝17.5N/mm2となる． 
⑤ 管の有効断面積 
設計に用いる管の有効断面積(Ae)は，ゴム輪用溝部における管の断面積とする． 
⑥ 管の耐荷力 
【
 
推
 
進
 
方
 
向
 
の
 
管
 
の
 
耐
 
荷
 
力
 
】
 
 Fa：管の許容耐荷力(kN) 
σma：コンクリートの許容平均圧縮応力度
(N/mm2) 
Ae：管の有効断面積(m2) 
 
 
 
 
emaa AF ⋅⋅= σ1000
f
c
ca
σσ =
( ) 2310285 1080665910322610611010723 −×××−×+×= .... εεεσ
6101198721 −×+×= .. meanmax εε
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表-2.9の土質条件により，内径別，工法別の推進力を計算する．なお，適用した式は，泥水式推
進工法・泥土圧推進工法は修正式Ⅰ，泥濃式推進工法は参考式Ⅰとした11)．また，元押し推進延長
を 100m として比較した．最近では， 特殊滑材の使用により， 管の周面抵抗力を低減させ，元押
し推進延長を1km以上に伸ばす技術も進展している．超大口径推進管を扱う場合，設備軽減化のた
め，周面抵抗力に対する配慮も必要となるが，現時点では，汎用的な推進延長を仮定する．図-2.6
に検討結果を示す．土かぶりによる違いは，顕著ではなかった．土質による違いは，硬質土の場合
に推進力が最も大きい．工法別では，泥濃式推進工法の推進力がきわめて小さく，長距離推進への
応用が期待できる． 
図-2.6で算定された推進力を表2-8に示す手順にしたがい，管径別の有効断面積で除し，コンク
リートに作用する平均圧縮応力度を求めた．図-2.7に検討結果を示す．管材コンクリートの許容平
均圧縮応力度は，1 種の場合，σma=13.0N/mm2 である．これにより，プレストレスを導入すること
により定めた管厚によっても，元押し推進延長 100m 以内であれば，推進方向の管の耐荷力をほぼ
満足していると考える． 
 
表-2.9 土質条件 
項目 普通土 硬質土 粘性土 
N値 10 30 4 
土かぶり (m) 2Dおよび3D(D:管の外径) 
地下水 (m) GL-3.0m 
単位体積重量 (kN/m3) 18 19 14 
内部摩擦角 (°) 20 40 15 
粘着力 (kN/m2) 5 0 10 
礫率 (%) 10 30 0 
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図-2.6 径および工法別の総推進力 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.7 径および工法別のコンクリートの平均圧縮応力度 
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推進管の標準長さは，直線施工を行ううえで極力長いほうが有利となるが，運搬の際，管材の重
量により制限を受ける．管材の荷姿を図-2.8に示す．内径5000mm までは重量を勘案して，管の有
効長を2.0mとするのが妥当と考える．表-2.10に管材の質量を示す. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.8 管材の運搬方法 
 
表-2.10 管材の質量（管の有効長2.0mあたり） 
内径(mm) 3500 4000 4500 5000 
重量(ton) 16.0 19.9 24.1 28.8 
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(2) 継手の仕様 
 
a) 円周方向の継手 
 推進管の円周方向の継手構造は，コンクリート面の突き合わせと PC 鋼材の緊張により得られる
プレストレスの組み合わせとする．参考文献 12)によれば，アンボンド方式をコンクリートの継手
に用いる場合，導入プレストレスにより初期剛性は高く，継手は，目開きの進行に伴いヒンジ的な
挙動を示す．また，PC鋼材が降伏しなければ，変形に対する復元性は高い．シールド工事用セグメ
ントでは，1リングあたりの継手数が多いため13)，一定の変位を許容し，継手の存在によるセグメ
ントリングの剛性低下を見込んだ設計法を適用することがある．推進工法は，施工中，鉛直断面方
向に土圧と水圧，管軸方向に推進力が作用し，2軸における複雑な荷重状態となる14)．そこで，推
進管の鉛直断面方向は，曲げ剛性一様なリングと考える方が安全側の評価となる．したがって，外
力による曲げの影響が小さい位置に継手を設け，継手の全断面に十分な圧縮応力が導入されている
ことを確認する．継手の最適な位置は，継手のある位置に対して，載荷点を変える外圧試験を通じ
て確認する．なお，継手の半径方向に生じるせん断力は，外力によって生じる軸圧縮力とプレスト
レスによるコンクリートの摩擦抵抗力で対抗させる． 
 円周方向の継手の止水方法は，図-2.9に示すとおり，接合面となるコンクリート表面にシール溝
を設け，水膨張性シール材を貼付する．このシール材は，あらかじめ埋め込まれた鋼製カラーのア
ンカーとなる補強リブ板の背面を周回している止水用ゴムと重ね合わせる．また，差し口側は，ゴ
ム輪と重ね合わせて，継手背面からの地下水の浸入を遮断する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.9 円周方向の継手（接合面）；内径2000mm供試管 
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水膨張性シール材の適用では，管材を組み立てる際に，シール材をシール溝に確実に封入する必
要がある．そこで，導入プレストレスでシール材を十分圧縮できることを確認しておく．一般的に
用いられる厚さ2.5mm，幅20mm，クロロプレンゴム製シール材を用いて，圧縮ひずみの上限値を40%
とした場合，必要なプレストレス量をゴムの硬度別にまとめた15)．検討結果を図-2.10に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.10 シール材の硬度と緊張力および接面応力との関係 
 
 
シール材硬度50では，接面応力4.5N/mm2となり，実用上4.5MPaの耐水性能が得られるが，この
ときの所要プレストレスは，88.9kN/m である．表-2.5 によれば，内径 3500mm(1 種相当)に必要な
プレストレス量は，最小で193kN/mであるため，シール材の性能を保証する圧縮力が十分得られる． 
一方，施工時には，推進力が管全体に作用するが，曲線あるいは方向制御推進では，推進管に偏
向荷重が作用する．この場合，推進管の管軸方向の継手間には，緩衝材として推進力伝達材を配置
するが，推進力伝達材の変形過程で，偶力の影響により円周方向の継手がずれる可能性がある．そ
こで，この挙動に対抗し，図-2.9に示すように，推進管の組立用ガイドも兼ねる接合キーを円周方
向の接合面に設ける．この接合キーには，当面，引張強度570N/mm2の機械構造用炭素鋼（S45C）の
加工品を用いる．接合キーの所要本数は，推進時に管に作用する荷重によって解析的に求める． 
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b) 管軸方向の継手 
 管軸方向の継手構造は，継手性能JAを適用し2)，埋め込み鋼製カラーとコンクリート差し口の構
成とする．差し口側には，止水材としてゴム輪を設ける．鋼製カラーは，分割されているため，推
進管の組立完了後に溶接して一体化する．溶接時には加熱により，鉄筋のかぶり部分のコンクリー
トが損傷しないように，図-2.9に示すとおり，断熱効果の高い遮熱板（鋼板相当）を埋め込む． 
 
(3) 事前検討 
 
 分割型 PC 推進管の基本性能を確認する試験に用いる特性値を把握するため，想定した土質条件
で内径4000mm の推進管を設計した．また，推進力伝達材を介した推進管を3本接続して半径300m
の曲線中に配置し，偏向力を荷重とする 3 次元 FEM 線形解析（解析コード；MSC.Nastran2001）に
よって，推進管に作用する断面力を求めた． 
a) 設計条件 
 設計条件を表-2.11，推進管の仕様を表-2.12に示す． 
 
表-2.11 設計条件 
項目 内容 備考 
工 法 泥水式推進工法 実施工を想定 
呼 び 径 4000 3000～5000の平均値 
推進延長(m) 150 
中押し1段を想定 
(1 ｽﾊﾟﾝ 100m以下) 
曲線中心付近で 
の総推進力(kN) 
30626 
「日本下水道協会」 
の式16)を参照 
土かぶり(m) 13.8 3D (D:管外径) 
地下水位(m) GL-3.00 実施工を想定 
掘 削 土 質 硬質土 実施工を想定 
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表-2.12 推進管の仕様 
項目 内容 備考 
管の内径(mm) 4000 - 
管の厚さ(mm) 300 表-2.5参照 
管の長さ(mm) 2000 - 
プレストレス量(kN) 496 図-2.5参照 
推進力伝達材の厚さ(mm) 18～50 弾性係数は∞ 
コンクリートの弾性係数(N/mm2) 3.3×104 f’ck＝50N/mm2 
コンクリートのポアソン比 0.17 標準値 
 
 
b) 解析方法 
推進管は，立体的な円筒管として曲面シェル要素でモデル化した．また，管軸方向の継手部分に
設ける推進力伝達材は，塑性変形後の状態を考慮して，引張剛性を持たない剛体でモデル化した．
プレストレスは荷重で載荷し，推進管の曲線外面に一様な地盤ばね 50MN/m3を設けた．推進力は，
方向制御ジャッキを用いた際の偏向荷重を想定して，台形分布0.5:1.5で与え，載荷断面と反対側
となる断面で管軸方向の変位を拘束した． 
なお，推進力伝達材は，許容目開き量を設定する都合上，中心角 120°の範囲に配置するが，結
果的に円周方向の継手を覆う形状となった．図-2.11に解析概要図を示す． 
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断面図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平面図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.11 解析概要図 
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-5796.9Output Set: STEP-3"(STEP-1+STEP-2")
Contour: Plate X Membrane Force
 
c) 解析結果 
 
① 管軸方向の軸力 
図-2.12に管軸方向の軸力の解析結果例を示す．推進方向の軸力は，管軸方向の継手に配置され
た推進力伝達材が，管材のコンクリート面に接している領域で一様に分布する．偏心載荷の影響に
より，曲線内側と曲線外側では，台形分布荷重の割合0.5:1.5に応じた軸力の分布となる．最大圧
縮応力度は，局部的に15.2N/mm2 となる．推進力伝達材のない部分は，管材端部どうしが直接接触
していないため，軸力が伝達されない無応力領域（図淡色部分）がある．推進力伝達材の端部では，
応力集中による引張力が生じ，最大引張応力度は，1.5N/mm2となる． 
 
軸引張 
 
 
 
支点側 
載荷点側                          
 
 
曲線内側 
 
図-2.12 管軸方向の軸力分布 
 
 
② 管軸方向の曲げモーメント 
 図-2.13に管軸方向の曲げモーメントの解析結果例を示す． 管軸方向に対する曲げの影響は，き
わめて小さい．推進力伝達材が管材のコンクリート面に，直接，接している領域（図濃色部分）で
曲げモーメントが最大となっており，荷重方向の変化点で曲げ応力が集中する傾向が見られる．た
だし，最大曲げ応力度は，0.2N/mm2程度である．本解析では，推進力伝達材には，変形後の剛性を
用いており，曲率が一定となった状態で解析している．推進管は偏心荷重を受けているが，管軸方
向の曲げ変形は，きわめて小さい．これは，推進力伝達材の機能により，平面線形や荷重状態にか
かわらず，推進力が管の中心に維持され，効率良く伝達されているものと推察される． 
 
 
最大軸圧縮力 
4574.9kN/m 
(15.2N/mm2) 
無応力領域 
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図-2.13 管軸方向の曲げモーメント分布 
 
 
③ 管軸方向のせん断力 
図-2.14に管軸方向のせん断力の解析結果例を示す．管軸方向のせん断力は，推進力伝達材の端
部で最大となる．この位置は，載荷面との境界で応力交番が生じていると考えられる．円周方向の
継手は，頂点を0°として，1，3本目の管で時計回りに45°225°2本目の管で135°315°の千鳥
配置にある．管軸方向のせん断力分布は，円周方向の継手のある位置にもおよんでおり，継手に作
用する最大せん断力は，総作用力2276.8kN/mの15%程度となった． 
 
                        正せん断 
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図-2.14 管軸方向のせん断力分布 
 
最大曲げモーメント 
625.8kNm/m 
(0.2N/mm2) 
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4. 基本性能の確認試験 
 
推進工法用鉄筋コンクリート管では，表-2.2に示すとおり要求される品質が示されている．そこ
で，本研究では，分割型PC推進管の基本性能を以下のように定義し，実際の試験により確認する． 
 
① 外観（平滑性） 
② コンクリートの圧縮強度 
③ 推進管の組立作業性（プレストレスの導入性） 
④ 継手性能（水密性） 
⑤ 外圧強さ 
 
供試管の形状寸法は，試験装置の規模を勘案し，内径4000mm の 1/2の仕様とし，内径2000mm，
管厚150mm，有効長1000mmとした．本研究では，内径2000mmの推進工法用鉄筋コンクリート管（1
種）2)を標準管として比較するため，管厚を 175mm に設定し，プレストレスの効果に着目する．ま
た，円周方向のPC鋼材は，製作方法を検証するため，φ12.7mmのアンボンドPC鋼より線を，管の
有効長1000mmあたりでは配置上の上限となる4本（有効プレストレス420kN）とし，引張鉄筋比を
標準管に合わせて0.8%とした．円周方向の継手には，締結力を有する金物等は，一切用いない．そ
のため，コーキング溝を除いては，コンクリート表面に凹凸が生じない．推進管の内面側も，型枠
で仕上げるものとし，外観の平滑性を確保するようにした．写真-2.1，写真-2.2に供試管の概要を
示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真-2.1 供試管（組立前）          写真-2.2 供試管（組立後） 
 
 
PC鋼材定着部 
埋め込み鋼製カラー
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(1) 供試管の製作 
 
a) 型枠 
 シールド工事用セグメントの一部では，すでに遠心力法による成形方法が開発されている17). 提
案する分割型PC推進管に遠心力成形法を適用する場合は，継手の面精度の確保や，PC鋼材を挿入
するためのシース，定着具の確実な固定方法などに課題がある．そこで，試験に用いる供試管は，
鋼製型枠を使用し，接合面に仕切り版を設け，1回のコンクリート打設で1本の管材を製作できる
円筒型の鋼製型枠による製法を採用した．この方法によれば，内径 3000mm を超える推進管でも製
作数量や製作工程によっては，型枠材料費を節約できる．写真-2.3に使用した鋼製型枠を示す．型
枠にあらかじめ固定しておく埋め込み鋼製カラーは，その取り付け前，形状の保持が重要になる．
そこで，カラー本体の鋼板に補強リブ板を設け，断面をT型状とした．写真-2.4に埋め込み鋼製カ
ラーを示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真-2.3 鋼製型枠              写真-2.4 埋め込み鋼製カラ  ー
 
b) 鉄筋，シース，および定着具 
 鉄筋は，あらかじめ籠状に組み立て，形状寸法を検査したうえで，型枠にセットした．鉄筋をプ
レハブとすることで，製作面での省力化を図ることができた．PC鋼材を挿入するシースは，波付き
硬質ポリエチレン管を棚鉄筋で固定し，コンクリート打設時に変形が生じないようにした．また，
定着具には，緊張端と固定端が一体となった鋳鉄製定着体（Ｘアンカー）6)を使用した．これによ
り，緊張時のジャッキによる反力がコンクリートに直接作用しないため，定着具背面の補強鉄筋が
不要で，型枠への固定も容易となった．写真-2.5 に鉄筋籠，写真-2.6 に鉄筋，シース，および定
着具の配置状況を示す． 
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写真-2.5 鉄筋籠              写真-2.6 鉄筋，シース，定着具 
 
c) コンクリート 
 内径 3000mm を超える推進管を用いる場合，土かぶりも大きくなり，地下水圧が卓越する条件が
想定される．継手全体の止水性とともに，推進管のコンクリートの水密性もきわめて重要となる．
本研究で用いた供試管では，コンクリートの水密性向上を目的として，通常の配合で求まるセメン
ト量の50%を高炉スラグ微粉末4000で置換する方法を採用した18)．表-2.13に設計条件を， 表-2.14
に配合表を示す． 
 
表-2.13 設計条件 
設計基準強度
f’ck 
(N/mm2) 
粗骨材の 
最大寸法 
(mm) 
スランプの 
範囲 
(cm) 
水セメント比 
W/C 
(%) 
細骨材率 
s/a 
(%) 
50 20 8.0±2.5 36.1 41.2 
 
表-2.14 配合表 
単位量(kg/m3) 
水 
W 
セメント 
C 
細骨材 
S 
粗骨材 
G 
高炉 
スラグ*) 
混和剤 
165 230 707 1061 230 4.60 
*) 水結合材比 165/(230+230)= 35.9%  
 
シース 定着具 
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高炉スラグ微粉末を用いたコンクリートは，初期強度は低いが，潜在水硬性によって長期強度は
高くなる19)．そこで，供試管の製作に先立ち，表-2.14の配合で養生期間とコンクリートの圧縮強
度の関係を調べた．図-2.15 に試験結果を示す．工場製品におけるコンクリート強度は，材令 14
日の強度を基準にすることが多い．図-2.15 では，3 回の試験練りで得られた供試体 3 本の平均値
を比較しているが，材令14日で，設計基準強度50N/mm2にかろうじて達している．製品をまとまっ
た数量で製作する際には，コンクリート強度に変動も予想されるため，材令 14 日の強度にある程
度の余裕も必要である．今後は， 脱型後の養生方法に改善を加えるなど，十分な対策を講じる必
要がある． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.15 コンクリート圧縮強度の確認試験結果 
 
 
供試管のコンクリート打設は，投入口が管厚175mmに相当する狭いものとなった．そこで，コン
クリート打設専用の小型ホッパーを新規製作した．また，締固めは，型枠バイブレーターと棒状バ
イブレーターを併用した．推進管の差し口の端面は，金ごてで丁寧に仕上げた．大量生産を行う場
合には，仕上げ時間が製作工程の遅延につながりかねないため，機械的な加圧成型などの方法が必
要になる．ただし，本研究で用いた製作方法によっても，管厚で±3mm 以下，管の長さで±5mm 以
下となる製品精度が得られた．写真-2.7にコンクリート打設専用の小型ホッパー， 写真-2.8に脱
型直後の分割された管材を示す． 
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写真-2.7 小型ホッパー             写真-2.8 脱型直後の管材 
 
(2) 緊張組立試験 
 
a) 目的・方法 
実施工を想定して，分割型PC推進管の組立作業性の確認を行うことを目的とする．試験方法は，
2等分割された推進管を鋼製架台上で組み立て，PC鋼材の挿入と緊張定着作業を行う．試験ケース
は，縦置き組立(CASE1)， 横置き組立(CASE2)の 2 ケースを行い，それぞれの適否を判断する．縦
置き組立は，分割された管材を縦に置き，ナイロンスリングを巻いてレバーブロックで閉合する．
横置き組立は，下半の管材を架台上に載せ，上半の管材をその上に吊り下ろし，自重を利用して管
材どうしを閉合する．写真-2.9，写真-2.10に管材の組立状況を，写真-2.11，写真-2.12に緊張・
定着状況を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真-2.9 縦置き組立(CASE1)          写真-2.10 横置き組立(CASE2) 
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写真-2.11 緊張定着(CASE1)           写真-2.12 緊張定着(CASE2) 
 
b) 結果 
管材の組立作業性では， CASE1は，管材にナイロンスリングを巻いて，レバーブロックで面を合
わせながら引き寄せるのにかなり手間取った．これは，鋼製架台上面の不陸や管材の製作精度を勘
案し，推進管の鉛直精度を確認しながら，接合キーの雌雄を合わせる作業にかなりの習熟を要した
からである． 
一方，CASE2 は，上半の管材を吊り上げた状態で，微調整が必要となる接合キーのスリーブへの
挿入が容易であった．吊り上げられた管材は，自由度が大きく，かつ労力を要しない接合キーの位
置決め操作を可能とした．これにより，管材どうしを接合する作業が10分程度で済んだ．PC 鋼材
4本の挿入から緊張まで要した時間は，計測時間を除き20分程度であった． 
推進管の組み立てから PC 鋼材の緊張定着作業に要した作業員数は，天井クレーンのオペレータ
ーを含めて，2～3名程度であった．また，推進管の組立精度は，CASE1とCASE2の場合とも，円周
方向の継手の目違い，段差等はほとんど生じなかった．PC鋼材を緊張し，定着したのちは，管の上
下左右方向の真円度は，内空寸法2000mmに対して±1.0mm以内となった．内空2000mmの推進管の
規格は，内空寸法を±10.0mmまで許容しているのに対して，本試験結果では，かなり良好な精度が
得られた． 
 
 
 
 
緊張ジャッキ 
チェアー 
PC鋼材 
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図-2.16に横置き組立(CASE2)時の緊張力と円周方向の継手目開きとの関係を示す．緊張力と継手
目開きを供試管の上方と下方の 2 測線でπ型変位計により計測し， プレストレスの段階的な導入
に伴い，継手が密着していく状況を確認した. 接合面には水膨張性シール材を貼付している．シー
ル溝の深さとシール材厚さの差は2.2mmであったが，管材が閉合した直後も，継手目開きとして残
留した．この残留目開きは，PC鋼材1本目の緊張により，0.5mmまで縮小した．そののち，緊張本
数が増えるにつれて継手目開きは，段階的に縮小し，4本の緊張完了後には，目開きは0mmとなり，
管材どうしは，完全に接合された． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.16 緊張力と円周方向の継手目開きとの関係(CASE2) 
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図-2.17にPC鋼材1本あたりの緊張力分布を示す．緊張端と固定端に配置したロードセルで緊張
力を計測し，緊張力の円周方向の分布を調べた．PC鋼材を円形に配置した場合，片引き緊張によれ
ば，角度変化による摩擦の影響が大きく，緊張端から固定端まで1周するうちに緊張力が減少する．
アンボンドPC鋼材の角度変化による摩擦係数μは，製造会社のカタログ値20)で 0.06であるが，計
測値を逆算すると，0.04 となった．PC鋼材を鋼製のくさびで定着する際，PC鋼材が定着具に引き
込まれて生じる緊張力の損失（セットロス）は，カタログ値と同等の3mmとなった． 
 
 
 
 
 
緊張端側                      固定端側 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.17 PC鋼材の1本あたりの緊張力分布 
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図-2.18に緊張時，管軸方向の中心部，円周方向45°間隔で，ひずみゲージを用いて計測したコ
ンクリート内外表面の平均ひずみ分布の結果を示す．この図では，半径方向軸にひずみをとり，緊
張本数の増加に伴うひずみ分布の変化を表現している．定着位置は，1本目25°，2本目205°，3
本目335°，4本目155°であり，継手位置は0°と180°である．継手付近では，コンクリート面
の密着度によるばらつきは見られるが，緊張本数が少ないうちは，定着付近での圧縮ひずみは周囲
に比べて小さくなる．このばらつきは，緊張本数が増えるにしたがって解消される．なお， 4本目
の緊張では，計算値通りの圧縮ひずみを均一に導入することができた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.18 緊張時のコンクリート表面のひずみ分布 
 
 
c) 考察 
 分割型 PC 推進管の組立作業性では，横置きで組み立てる方法により，実施工への適用性が高い
ことがわかった．本研究では，円周方向の継手には，接合キーを継手1カ所あたり4本設け，ピン
の雄雌口径差も両側0.2mmの設定としたため，精度よく組み立てることができた．また，継手に微
少な目開きが残っても，プレストレスの導入により，管材どうしを確実に接合できる．一方，PC
鋼材を円形に配置した場合，PC鋼材とシースの摩擦やセットロスにより，定着部の緊張力が小さく
なる傾向がある．1本の推進管にPC鋼材を多数配置する場合は，緊張力の減少箇所を1断面に集中
させないよう，定着部を対称に配置する．さらに，緊張力が平均化されるように，緊張方向を順番
に交互とすることが有効と考える． 
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(3) 水密試験 
 
a) 目的・方法 
円周方向の一部および管軸方向の継手全体の止水性を確認する. 試験方法は，推進工法用鉄筋コ
ンクリート管の継手構造にもとづいた方法とする21)．まず，プレストレスにより一体化した推進管
を 2 本接続し，管軸方向の継手の外部より注水して，所定の水圧を加えたまま保持する．つぎに，
一定時間（3 分間）経過後，継手部分の漏水の有無を点検する．供試管は，安定性に配慮して，縦
置きで試験を行う．写真-2.13，写真-2.14に試験状況を示す．試験ケースを表-2.15に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真-2.13 水密試験機             写真-2.14 水密試験(CASE3) 
 
表-2.15 水密試験ケース(JA区分) 
試験ケース 試験水圧(Mpa) 抜け出し長(mm) 
CASE1(水平水密試験) 0.15 30 
CASE2(曲げ水密試験) 0.15 45 
CASE3(複合水密試験) 0.10 67 
 
b) 結果 
 各試験ケースとも漏水は確認されなかった．CASE3（複合水密試験）終了後，試験水圧を水密試
験機の能力の限界となる0.2MPaまで上昇させ，3分間保持したが，漏水は認められなかった． 
 
 
水密試験機 
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c) 考察 
 本研究では，円周方向の接合面にシールド工事用セグメントで実績のある水膨張性シール材(硬
度JIS A38・発泡倍率2.5倍)を適用するため，シール溝を平面的にコの字形状とした．これにより，
受口側と差し口側を周回する止水用ゴムに重ねて接着させることで，管軸および円周方向の止水連
続性を確保することができた．管材を組み立てる際は，継手を慎重に突き合わせることにより，シ
ール材を損傷することなく，シール溝に封入することができる．また，プレストレスの導入により，
継手の断面全体に 2.4N/mm2の圧縮応力度が作用する．これにより，継手目開きが生じることなく，
シール材の設計値による接面応力度1.8N/mm2を十分保持できたと考える．今後は，注入型シール材
を併用するなど，管軸方向の継手の止水性にも改良を加え，超大口径管推進工法に伴う高水圧にも
十分対応できる方法を確立していく必要がある． 
 
(4) 外圧試験 
 
a) 目的・方法 
 外圧に対する管材強度を規定するため，最適な継手位置を確認することを目的とする．試験方法
は，プレストレスにより一体化した推進管を架台上に水平に置き，500kN 油圧ジャッキを用いて一
方向から載荷し， 管材のひび割れ発生荷重，最大荷重を確認する．試験ケースは，載荷点に対し
て継手位置を90°45°0°とする 22)．また，継手位置での載荷となる0°のケースでは，鋼製カラ
ーのない供試管も用いる．写真-2.15， 写真-2.16 に試験状況，表-2.16 に試験ケース，図-2.19
に載荷位置，図2-20に計測装置の位置を示す． 
管材に生じるひび割れは，コンクリート表面のひずみ，および目視により計測する．初期ひび割
れの発生位置は，載荷位置により異なるが，管材本体に初期ひび割れが生じると予想される場合は，
載荷点内面側のコンクリート表面，また，円周方向の継手に初期ひび割れが生じると予想される場
合は，継手部圧縮縁側のコンクリート表面を注視する．初期ひび割れは，まず，コンクリート表面
のひずみが異常値を示した時点で，ひび割れを観測する．目視で確認ができない際には，荷重ステ
ップを1段階（10kN）増加させた直後，再度，ひび割れを観測する．外圧試験におけるひび割れ発
生荷重は，最大幅 0.1mm のひび割れが確認された時点での荷重値と定義する．また，破壊荷重は，
部材が降伏した後，変位を100mmまで許容し，試験機が示す最大の荷重と定義する23)． 
なお，破壊荷重の目標値を検証するため，荷重と変形の関係について，ファイバーモデルによる
二次元弾塑性非線形解析（解析コード；Say_NAP.2003）を実施した24)．本解析では，管材を鉄筋コ 
ンクリート，継手を無筋コンクリートでモデル化し，PC鋼材はダミー部材で支持し，アンボンド方
式を表現した．プレストレスは荷重で入力し，各々の部材は，材料の非線形を考慮した．解析に使 
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用した材料の物性値を表-2.17に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真-2.15 外圧試験(CASE1)            写真-2.16 外圧試験(CASE4) 
 
 
表-2.16 外圧試験ケース 
試験ケース 供試管仕様 載荷点の位置 
CASE1 鋼製カラーあり 継手位置から90° 
CASE2 〃 継手位置から45° 
CASE3 〃 継手位置から0° 
CASE4 鋼製カラーなし 継手位置から0° 
 
 
 
 
 
 
 
油圧ジャッキ 反力壁（支点）
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図-2.19 外圧試験の載荷位置 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.20 計測位置図 
 
表-2.17 材料の物性値 
種類 規格 
断面積 
(m2) 
降伏点強度 
（N/mm2） 
降伏ひずみ 
コンクリート f’ck=50N/mm2 1.75×10-1 
3.20×102 
4.25×102 
0.001 
0.002 
鉄筋 SD345 D10 1.12×10-3 3.45×102 0.002 
PC鋼材 
SWPR7BL 
12.7mm 7本より 
3.95×10-4 
1.56×103 
1.72×103 
0.013 
0.015 
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b) 結果 
図-2.21 に載荷荷重と載荷軸方向の内空変位との関係を，図-2.22 に円周方向の緊張力の増加と
載荷軸方向の内空変位との関係を示す．内空変位は，供試管内面の高さ方向の中心付近に設けた変
位計によって計測し，緊張力は，定着具端部に取り付けたロードセルにより計測した． 
CASE1 は，載荷荷重 150kN 程度まで弾性的な変形を示した．荷重増加に伴い，220kN で鋼製カラ
ーの溶接部分が破断し，265.6kNで継手内面側のコンクリートが圧縮破壊した．この時点の変位は，
17mm であった．PC 鋼材の緊張力は，圧壊直前に 9.0kN 程度増加した．解析値は，載荷荷重 240kN
程度まで，よい近似を得た． 
CASE2は，CASE1と同様の変形を示した．管材にひび割れが均等に分散し，PC鋼材の緊張力が徐々
に増加した．最大荷重300.5kNで載荷点の管本体内面側のコンクリートが大きく剥落し，鋼製カラ
ーが補強リブ板ごと抜け出した．この時点の変位は，44.5mmでCASE1の2倍以上の変形性能となっ
た．解析値は，載荷荷重 200kN まで，よい近似を得た．PC 鋼材の緊張力の増加は，15.6kN 程度で
あった． 
CASE3は，載荷荷重75kN程度まで弾性的な変形を示した．荷重増加に伴い，載荷点直下では継手
目開きが顕著となり，非線形的な変形が進行した．載荷荷重300kNで鋼製カラーの溶接部分が破断
し，さらに変形が増大した．最大荷重385kNのとき，載荷点の外面側のコンクリートが圧壊し，こ
の時点の変位は，78.3mmであった．解析値は，やや計測値より高めであったが，全体的な傾向をよ
く捉えることができた．PC鋼材の緊張力の増加は，39.2kN程度であった． 
CASE4 は，CASE3 と同様の変形過程を示した．荷重増加に伴い，継手目開きの進行が CASE3 より
も早く，変形の進行も早かった．最大荷重296.4kNのとき，載荷点の外面側のコンクリートが圧壊
した．この時点の変位は，91.5mmであり，試験ケース中の最大値を示した．なお，管材本体の損傷
は小さいものであった．PC鋼材の緊張力の増加は，試験ケース中，最も大きく44.8kN であり，導
入直後の緊張力134kNに対して，約33%に達した． 
式(2.7)より，自重成分を除いて求めた管本体の破壊荷重の計算値は 183kN であり，計測値を平
均した値 311.9kN は，計算値の 1.7 倍程度となった．内径 2000mm の推進工法用鉄筋コンクリート
管（1 種）の破壊荷重（規格値）は，自重成分を控除すると 161kN である 2)．アンボンド方式によ
りヒンジ化した継手の剛性低下によって，破壊直前の最大荷重は増加することが確認された． 
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図-2.21 荷重と内空変位との関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.22 緊張力の増加と内空変位との関係 
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図-2.23 に載荷荷重と円周方向の継手目開きとの関係を示す．継手目開き量は，継手位置に設け
たπ型変位計で計測し，最大となる位置での値を抽出している．継手目開きの進行が最も遅く，目
開き量の小さいのは CASE2 であった．CASE1 は，目開きの進行状態が CASE2 と似ているが，CASE2
よりも低い荷重で目開きが増大する結果となった．また，鋼製カラーの有無の違いとなるCASE3と
CASE4では，載荷荷重60kN程度までは，CASE3の目開きの進行が早かった．荷重増加に伴い，この
傾向が逆転し，CASE4 の目開きが増加した．なお，CASE3，CASE4 において，載荷荷重 60kN 付近で
逆転現象が見られるのは，支圧治具として，CASE2 で H 形鋼，CASE4 で 2 本の鋼管を用いた載荷条
件の違いに起因している．CASE4 は，継手を跨ぐように2本の鋼管を配置しなければならず，載荷
初期の段階では，両側の管材に対する荷重の馴染みが悪かったため，継手目開きが妨げられる状態
となった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.23 荷重と円周方向の継手目開きとの関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 80.5kN
0
50
100
150
200
250
300
0.000 0.100 0.200 0.300 0.400 0.500
継手目開き（mm）
載
荷
荷
重
（k
N/
m
）
CASE1（外面開き） CASE2（外面開き）
CASE3（内面開き） CASE4（内面開き）
ひび割れ荷重（規格値）
 50
 
以上の結果にもとづき，載荷荷重と等価換算剛性（継手を管材と等価な剛性とした計算値）との
関係を図-2.24に示す．継手の影響が少ないCASE1と CASE2 では等価換算剛性が一定の割合で低下
した．CASE2は，低荷重時の剛性が最も高い．CASE3とCASE4は，CASE1とCASE2に比べて初期剛性
も低く，荷重増加とともに剛性が急激に低下した． 
つぎに，管材のひび割れ発生荷重とコンクリート表面のひずみとの関係を示す. CASE1 と CASE2
は，最初のひび割れがコンクリート内面の引張縁側に明瞭に現れた．とくに，CASE2 は，ひび割れ
発生時点でのコンクリート表面のひずみの変化が顕著となった．図-2.25 にひび割れ発生位置での
載荷荷重とコンクリート表面のひずみとの関係を示す． 
表-2.18 に外圧試験の結果を，表-2.19 に各ケース毎の供試管のひび割れ発生状況および破壊状
況を写真で整理したものを示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.24 荷重と等価換算剛性との関係 
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図-2.25 荷重とコンクリート表面のひずみとの関係(CASE2) 
 
表-2.18 外圧試験の結果 
 
 
試験 
ケース 
ひび割れ発生 
荷重 
（kN/m） 
継手目開き 
開始時の荷重 
(kN/m/0.05mm) 
最大荷重 
[ｶﾗｰ破断荷重] 
（kN/m) 
最大変位 
（mm） 
CASE1  85.0 103.0 
265.6 
 [220.0] 
17.0 
CASE2 100.0 135.0 
300.5 
［300.5］ 
44.5 
CASE3 115.0  33.0 
385.0  
[300.0] 
78.3 
CASE4  65.0  50.0 
296.4 
［なし］ 
91.5 
平均値 091.3 080.3 311.9 57.8 
標準管 080.5 － 161.0 － 
計算値 右欄①×50% = 91.5  ①: 式(2.8) = 183.0 
0
50
100
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200
0 100 200 300 400 500
コンクリートの表面ひずみの絶対値（μ）
載
荷
荷
重
（ｋ
N/
m
）
載荷点外面（圧縮） 載荷点から90°内面（圧縮）
載荷点内面（引張） 載荷点から90°外面（引張）
ひび割れ
発生荷重
100kN/m
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表-2.19 供試管のひび割れ発生および破壊状況 
CASE1 （載荷点が円周方向の継手から90°の位置） 
 
 
 
 
 
 
 
 
載荷軸方向内面側：本体の曲げひび割れ 
 
 
 
 
 
 
 
 
載荷軸直角方向内面側：継手の曲げ圧縮破壊 
CASE2 （載荷点が円周方向の継手から45°の位置） 
 
 
 
 
 
 
 
 
載荷軸方向内面側：本体の曲げ引張破壊 
 
 
 
 
 
 
 
 
載荷軸直角方向外面側：本体の曲げ圧縮破壊 
CASE3 （載荷点が円周方向の継手の位置） 
 
 
 
 
 
 
 
 
載荷軸方向外面側：継手の曲げ圧縮破壊 
 
 
 
 
 
 
 
 
載荷軸直角方向外面側：本体の曲げひび割れ 
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CASE4 （載荷点が円周方向の継手の位置で鋼製カラーなし） 
 
 
 
 
 
 
 
 
載荷軸方向外面側：継手の曲げ圧縮破壊 
 
 
 
 
 
 
 
 
載荷軸直角方向外面側：本体の曲げひび割れ 
注) 試験時には，供試管のケース番号の表示CASE2，CASE3が逆になっている． 
 
c) 考察 
円周方向の継手を載荷点から 45°または 90°にずらした場合は，プレストレスの導入により，
ひび割れ発生荷重と継手目開きの開始時の荷重が，鉄筋コンクリート管の規格荷重と比較して優位
となる．とくに，円周方向の継手を載荷点から45°ずらした場合は，曲げ変形が継手に与える影響
は小さく，ひび割れ発生荷重を等価応力ブロックによる計算値で求めても安全側の結果が得られる．
また，埋め込み鋼製カラーは，管材の変形に対しては若干の拘束力を与えるが，鋼製カラーがいっ
たん破断すると，推進管としての機能が著しく損なわれることから，管の強度を大幅に増加させる
働きはないと考える．なお，荷重と変位の関係は，非線形領域に移行する初期段階までなら，円周
方向の継手を無筋コンクリートでモデル化した二次元弾塑性非線形解析による推定が可能となる．
実施工の際は，変形性能まで考慮すると，継手を頂点から45°ずらして実施する方法が最も望まし
く，継手を載荷点とした場合は，小さい荷重で継手目開きが生じるため，実用上，利用できないと
考える． 
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(5) 管軸方向の強度試験 
 
a) 目的・方法 
 管軸方向に過大な推進力が作用する状態を想定し，推進力伝達材が不均一に変形する過程で，円
周方向の継手挙動を確認する．試験方法は，プレストレスにより一体化した推進管の上下の載荷面
および管軸方向の継手に厚さ20mmの推進力伝達材を配置し，円周方向の継手を90°ずらして2本
接続した状態で，管軸方向の上部から載荷を行う．ただし，推進力伝達材が円周方向の継手を完全
に覆う中心角 120°範囲の場合は，解析による事前検討で継手に対する安全性を確認している. そ
こで，試験ケースは，推進力伝達材の材端が継手にまったく接触しない中心角 60°の範囲となる
CASE1，推進力伝達材の材端が継手に接する中心角90°の範囲となるCASE2の2ケースを選定する．  
推進力伝達材は，低発砲ポリスチレンで発泡倍率2.0倍のものを使用する．目標とする最大荷重
は，推進力伝達材が塑性域に達する時のコンクリート応力度（概ね許容応力度）をもとに，載荷面
積に応じて，CASE1で 6,000kN，CASE2 で 10,000kN とする．なお，コンクリート表面のひずみは，
円周方向に30°間隔で上下の3測線上，管材の内外面に設けたひずみゲージで計測する．管軸と円
周方向の継手変位は変位計，継手目開きはπ型変位計で計測する． 
実験に先立ち，管軸方向の軸力分布の規定値を得るため，内径 2000mm の推進工法用鉄筋コンク
リート管（1種）をモデル化し，試験と同様の条件で，曲面シェル要素を用いた3次元FEM線形解
析（解析コード；TNO.DIANA7）を実施し，荷重と管軸方向のコンクリートの表面ひずみとの関係を
求めた．解析に用いた材料の物性値を表-2.20，試験装置を図-2.26，計測装置の位置を図-2.27，
試験状況を写真-2.17に示す． 
 
 
表-2.20 材料の物性値 
種類 規格 
厚さ 
(mm) 
弾性係数 
（N/mm2） 
ポアソン比 
μc 
コンクリート f’ck=50N/mm2 175 4.20×104 0.17 
推進力伝達材 － 20 1.0×1010 － 
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図-2.26 試験装置               写真-2.17 試験状況        
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.27 計測位置図 
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b) 結果 
図-2.28 に載荷荷重による圧縮応力度と推進力伝達材のひずみ量で示した管軸方向の継手変位と
の関係を示す．この管軸方向変位は，主に上下の管材の間に設けた推進力伝達材の変位を表してい
る．図-2.28では，CASE1で最大圧縮応力度16.8N/mm2のとき，推進力伝達材のひずみ量は16%，CASE2
で最大圧縮応力度 19.3N/mm2のとき，ひずみ量は 23%となった．荷重増加の段階では，推進力伝達
材のひずみ特性に近い傾向が見られた25)．なお，載荷時，CASE1，CASE2とも，管材のすべりやひね
りが生じるような挙動は認められなかった．ただし，試験装置の安全上，供試管の耐荷力を超える
載荷ができなかったため，部材の降伏から破壊に至る挙動の詳細は確認していない． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.28 載荷荷重による圧縮応力度と管軸方向の継手変位との関係 
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図-2.29 に載荷荷重と円周方向の継手における管軸方向のずれ（相対変位）との関係を示す．図
中には，最大変位を示した管材1本分に相当する継手の挙動を示している．接合キーの雄雌口径の
差（組立余裕量）は，0.20mm（片側 0.1mm）であった．両ケースとも，荷重増加とともに相対変位
がいったん増加するが，次第に緩和される傾向となった．CASE2 は，載荷初期の段階で，双方の継
手が逆向きに変位しており，推進力伝達材の馴染み加減等が要因と思われる不均等な変形が見られ
た．継手の最大相対変位は，CASE1 で 0.05mm，CASE2 で 0.14mm であり，接合キーの組立余裕量の
70%以内でおさまった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.29 荷重と円周方向の継手のずれとの関係 
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つぎに，管軸方向のコンクリート表面のひずみ分布結果を示す．図-2.30 は，CASE1 で最大荷重
6,000kNのときの管軸方向のひずみ分布である．CASE1は，45°225°を中心に60°の範囲の推進力
伝達材を配置した．円周方向の継手位置は，管材1で0°180°，管材2で90°270°とした．この
結果によれば，推進力伝達材を貼らない範囲で無応力域が生じるが，継手位置での応力の乱れは認
められなかった．コンクリートの弾性係数を3.30×107kN/m2としたとき，最大荷重時でのひずみの
計算値は 533μとなる．載荷範囲のひずみを平均すると，計算値に近い値となった．載荷範囲中，
ひずみのピーク値にずれが生じている．これは，計測時間の遅れに起因している．なお，FEM によ
る解析値は，計測値分布を程度よくとらえることができた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.30 荷重と管軸方向のひずみとの関係(CASE1) 
 
項  目 最大ひずみ(μ) 
上段(軸方向ひずみNo.3) 555 
下段(軸方向ひずみNo.1) 602 
管材①
 
解析値 502 
上段(軸方向ひずみNo.3) 544 
下段(軸方向ひずみNo.1) 471 
管材②
 
解析値 484 
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図-2.31は，CASE2で最大荷重10,000kNのときの管軸方向のひずみ分布である．CASE2は，45°
225°を中心に90°の範囲の推進力伝達材を配置した．円周方向の継手位置は，管材1で0°180°，
管材 2 で 90°270°とした．ただし，推進力伝達材の一端が，管材 1 では 0°180°，管材 2 では
90°270°の位置で継手に接する配置とした．載荷範囲180°～270°側では，継手付近の応力伝達
が比較的良好であった．しかし，載荷範囲 0°～90°側では，加圧面直下の圧縮ひずみが相対的に
大きくなった．これは，載荷時に円周方向の継手が管軸方向にずれ出し，ある限界を超えると荷重
分担に偏りが生じる様相を呈している．なお，最大荷重時でのひずみ計算値は 585μとなり，載荷
範囲のひずみ計測値を平均すると，計測値のほうが大きくなった．FEM による解析値は，ひずみの
計測値分布の傾向をよく捉えているが，全体的に計測値より小さい値を示した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.31 荷重と管軸方向のひずみとの関係(CASE2) 
 
項  目 最大ひずみ(μ) 
上段(軸方向ひずみNo.3) 671 
下段(軸方向ひずみNo.1) 744 
管材①
 
解析値 537 
上段(軸方向ひずみNo.3) 668 
下段(軸方向ひずみNo.1) 556 
管材②
 
解析値 526 
 60
 
つぎに，管軸方向の載荷に伴う管材の円周方向における挙動の結果を示す．図-2.32 は，荷重と
円周方向のひずみとの関係を示している．CASE1 と CASE2 の双方とも，載荷範囲内は，円周方向の
ひずみが増加した．CASE1 と CASE2 における載荷範囲の円周方向と管軸方向の最大ひずみの比は，
それぞれ0.19，0.14となっており，コンクリートのポアソン比0.17に近い値を示した．全体の傾
向としては，載荷範囲外では，ひずみに変化が見られなかったが，載荷範囲では，プレストレスに
よる圧縮ひずみを超える引張ひずみが生じた．この最大ひずみによる引張応力度は2.5N/mm2であり，
プレストレストコンクリート構造に対する縁引張応力度の制限値3.0N/mm2以下であった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.32 荷重と円周方向のひずみとの関係 
 
 
図-2.33 に載荷荷重と緊張力の増加率との関係を示す．CASE1 と CASE2 は，ともに同様の傾向を
示した．管材1は，緊張力の変化が小さかった．管材2は，荷重増加に伴い，若干緊張力が増加し
た．これは，PC鋼材の緊張力を計測する位置を緊張定着部としており，管材2の場合，この位置が
鉛直方向の載荷範囲内にあったため，載荷荷重の影響を直接受けたことに起因している．CASE2 で
は，導入直後の緊張力は，PC 鋼材 1 本あたり平均 105kN で，最大 1.1%の増加となった．ただし，
PC 鋼材が 1mm 伸びるために必要な緊張力と，導入直後の緊張力に対する割合は 2.8%であり，緊張
力の増加は，ごく小さいものであった． 
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図-2.33 荷重と緊張力の増加率との関係 
 
 
c) 考察 
 本研究による管軸方向の強度試験では，推進力伝達材の面積をパラメーターとし，載荷面積に応
じた荷重を設定して，管材の挙動を確認した．載荷範囲内に円周方向の継手が存在しない場合は，
荷重が継手におよぼす影響がなく，圧縮応力の伝達状態も良好となる．しかし，推進力伝達材が円
周方向の継手に接する場合には，管軸方向に対して継手がずれ，圧縮ひずみ分布の偏りから判断し
て，推進力伝達材の変形過程で，応力伝達に乱れが生じることが示唆された．試験に用いた荷重レ
ベルでは，接合キーに，直接，せん断力が作用するほどの相対変位は認められなかったが，コンク
リートの支圧強度を超える荷重が作用した場合，継手部分のコンクリートの割裂が生じる危険性が
ある．そこで，プレストレスで一体化した推進管に推進力伝達材を適用する場合は，安全性確保の
ため，円周方向の継手に推進力伝達材の端部が，直接，接するような配置を避けることが望まれる．
また，管軸方向の荷重の影響により，円周方向にコンクリートのポアソン比に近い引張ひずみが生
じることが確認されたが，プレストレストコンクリート構造に対するコンクリートの縁引張応力度
の制限値を20%程度下回った．しかしながら，導入プレストレスが過大となるのを避けるためにも，
推進力の影響をプレストレスで制御しない方がよいものと考える． 
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5. 第２章のまとめ 
 
 本研究では，分割した推進管をプレストレスの導入により一体化し，内径 3000mm を超える推進
工法へ適用する検証を行った結果，以下の知見が得られた． 
 
(1)  プレストレストコンクリート構造を適用することによって，円周方向に機械式継手が不要と
なり，鉄筋コンクリート構造より管の厚さが低減できるため，経済性の向上が実現できる．ま
た，PC鋼材量を増減することにより，管の内径と厚さによる推進管の規格化が容易となる． 
 
(2)  推進管の組立は，ピン形状をした鋼製接合キーを用いて，横置き状態で組み立てると実用的
である．また，接合面に水膨張性シール材を適用した円周方向継手の止水方法に効果がある． 
 
(3)  鉛直断面方向の外圧に対しては，円周方向の継手を載荷点から45°ずらして，曲げの影響が
最小となる位置とすると，継手目開きを最小限に抑えることができる． また，埋め込み鋼製カ
ラーの溶接部分が，過大な曲げ引張力を受けないため，破断しにくく，推進管の強度上では有
利な構造となる． 
 
(4)  等価応力ブロックを用いて計算した破壊荷重の 50%を外圧強さ（ひび割れ発生荷重）とする
算定方法によれば，円周方向の継手を載荷点から45°ずらした位置に設けた場合にのみ，設計
上，安全側の指標が与えられる． 
 
(5)  管軸方向の強度を確保するためには，円周方向の継手に過大なせん断力を集中させないこと
が重要である．そのために，推進力伝達材の端部は，円周方向の継手位置と一致させないなど，
適正な配置に留意することが肝要となる． 
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第３章 分割型PC推進管の曲線推進への対応 
 
1. はじめに 
 
分割型 PC推進管は，2等分割半円形状で製作された鉄筋コンクリート製管材を現地まで運搬し，
プレストレスを導入して一体化する方法により，従来の推進管とまったく同様の使用が可能となる
ことを特徴としている26)． 
前章までの研究で，プレストレストコンクリート構造を適用したことにより得られた推進管の特
徴としては，以下の内容があげられる． 
 
① 鉄筋コンクリート推進管と同一の性能で比較した場合，プレストレスを導入することにより，
推進管の厚さと主鉄筋量が低減できるため，経済性に優れる管種となる． 
② 管の抵抗モーメントを求めるために必要な外圧強さを，ひび割れ発生荷重で算定する場合，
プレストレスのみの増減による断面の規格化が可能となる． 
③ 円周方向の継手に金物や箱抜きが存在しないため，管内面の平滑性に優れる． 
④ 円周方向の継手の全断面にプレストレスが作用するため，水膨張性シール材を用いた止水方
法が効果的となる． 
 
分割型PC推進管を対象にした本研究では，小口径推進管を用いた緊張組立試験，水密試験，外圧
試験，および管軸方向の強度試験等を実施し，基本性能の確認を行ってきた27)．しかしながら，曲
線推進を行う際には，推進管の内径の拡大に伴う規模による条件と推進管が分割される構造的な条
件の双方を勘案し，施工の可能性や安全性を同定する必要がある．そこで，現行の規格を超える内
径の推進管を対象に，標準的な推進工法の指針28)にもとづいた検討を行い，曲線推進に対する可能
性を判断することにした．同時に，模型推進管によるS字曲線推進実験の結果29)を検証し，分割した
構造の推進管による曲線推進時の挙動，および円周方向の継手の安全性等を評価し，実用的な知見
を見出すことにした． 
 本章では，推進管径の拡大に応じた曲線推進に関する設計的考え方を整理し，推進管の円周方向
の継手に作用する荷重を推定する．また，継手に作用する断面力の算定方法を検討し，模型推進管
を用いた曲線推進実験を行うことにより，施工の可能性を検証する． 
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2. 曲線推進の適合性 
 
推進工法による曲線施工では，施工設備，材料等について，曲線特有の現象に対する検討を行い，
曲線推進に適合した設計をする必要がある．ここでは，設計を行うにあたって考慮する必要がある
推進管目地の開口長，および曲線部の許容推進力の算定をもとに，管径が拡大することに応じた分
割型PC推進管の曲線推進に対する適合性を検証する. 
 
(1) 推進管目地の開口長の算定 
 
 推進工法用鉄筋コンクリート管の継手性能によれば，曲線部では，推進管継手部の目地が開くた
め，鋼製カラーに覆われている継手には，許容開口長が定められている30)．図-3.1に開口長の概要
を示す．許容開口長は，JA管で30mm，JB管で40mm，JC管60mmと規格化されている．そこで，内
径 3000mm を超える推進管への適用に際しては，許容開口長が最大となる JC 管 60mm により検討を
行う．開口長と曲線半径との関係は， 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.1 推進管の継手の開口長 
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(3.1) 
 
ここに，  
S1 ：曲線外側の開口長(m) 
L :推進管の有効長(m/本)   
D :推進管の外径(m) 
R0 ：曲線半径(m) 
 
で求められる31)．そこで，内径3500mmから5000mmの推進管を対象とし，推進管の有効長は，汎用
性を考慮して1500mmから2500mmとし，曲線半径を150mから250mと想定した場合の開口長を計算
した．結果を表-3.1に示す．これによれば，許容開口長を60mm とした場合，内径が大きくなるに
つれて，曲線推進が可能な半径が限定されるため，それに応じて推進管を縮小する必要が生じる．  
 
表-3.1 開口長の計算結果 
推進管の有効長(mm) 曲線半径 
(m) 
内径 
(mm) 1500 2000 2500 
3500 46 60 73 
4000 52 67 83 
4500 57 75 92 
150 
5000 63 82 102 
3500 36 46 56 
4000 40 52 63 
4500 44 57 70 
200 
5000 48 63 77 
3500 29 38 46 
4000 33 42 51 
4500 36 47 57 
250 
5000 40 51 63 
注) 網掛け部分は許容開口長を超えたもの 
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以上の結果により，内径 3000mm を超える曲線推進を行う際，許容開口長から求められる許容曲
線半径と管の有効長との関係は，表-3.2のようにまとめられる．推進設備の転用を考えると分割型
PC推進管の長さは，規格化したほうがよい．推進管の有効長を2000mm とすると，対応可能な曲線
半径は，推進管内径の 40～50 倍程度となる．ただし，実際に使用する推進管の有効長は，運搬車
両の構造や積載重量，積載方法等を考慮して定める27)． 
 
表-3.2 許容曲線半径と推進管の有効長 
内径(mm) 曲線半径 
(m) 3500 4000 4500 5000 
150 2000 1500 1500 - 
200 2500 2000 2000 1500 
250 - 2500 2500 2000 
注) 網掛け部分は推進管の長さが2000mmのもの 
 
(2) 曲線部の許容推進力 
 
 曲線部では，推進管列が曲線外側に膨れ出す座屈現象により，推進管は，地盤反力による背面か
らの力を受ける．図-3.2を参照すると，この背面からの抵抗力は，曲線区間で推進力が最も大きく
なる曲線開始点で最大となる．よって， 
 
(3.2) 
 
ここに， 
F：曲線中の推進力(kN) 
α：管1本あたりの折れ角(°) 
La：地盤反力に対する影響範囲長(m) 
r：管厚中心半径(m) 
q：等分布側圧(kN/m2) 
 
が成立する32)．  
 
 
 
qrLF a ⋅⋅⋅⋅⋅=⋅ 2212sinα
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図-3.2 推進力と側方荷重の関係 
 
このとき，曲線推進における推進管の安全率γ(＝1.5)を考慮した許容推進力Faは， 
 
(3.3) 
 
ここに， 
qa：推進管の許容等分布側圧(kN/m2) 
Ma：ひび割れ抵抗モーメント 
 
で求められる．よって，表-3.2で求められた推進管内径ごとの許容曲線半径と推進管の有効長の関
係を用いて，曲線推進における許容推進力を検証する．分割型PC推進管では，管の外圧強さを求め
るためのひび割れ荷重を規格化していない33)．そこで，内径2600mm，2800mm，3000mmの中大口径の
鉄筋コンクリート管を抽出し，ひび割れ荷重（規格値）が作用する際の鉄筋の応力度を求め，内径
3000mmを超える推進管のひび割れ抵抗モーメントを推定する． 
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 図-3.3 に，主鉄筋量を有効断面積（有効高×単位長さ）の 0.8%程度とした推進管の曲げモーメ
ントと鉄筋の応力度との関係を示す．各内径の推進管に適用されるひび割れ荷重（規格値）から計
算される抵抗モーメントを水平線で示すと，交点が内径毎のひび割れ荷重（規格値）が作用する際
の鉄筋の応力度となる．内径2400mmから3000mmでは，ひび割れ荷重（規格値）が作用する際の鉄
筋の応力度が平均で202.5N/mm2となる．そこで，内径3000mm から 5000mm の分割型PC推進管に対
し，鉄筋の許容引張応力度(σsa)を200N/mm2となる場合の曲げモーメントを用いて，曲線部BC点の
許容推進力 Fa値を求める．式(3.3)より求まる計算値を表-3.3 に示す．一方，内径 2000mm の分割
型 PC 推進管の外圧試験の結果では，ひび割れ発生荷重 Pcが等価応力ブロックを用いて計算される
破壊荷重 Puの50%と想定すると安全側の指標が得られた 27)．そこで，内径3000mm を超える分割型
PC推進管に同様の考え方を適用し，曲げ耐力Muから得られる管の抵抗モーメントMcを用いて，曲
線部 BC 点の許容推進力 Fa値を求める．表-3.4 に計算結果を示す．表-3.3 と表-3.4 に示される管
の抵抗モーメントの平均値の比較では， 表-3.3の値が表-3.4の値の約1.2倍となっている．した
がって， 曲線部BC点の許容推進力Fa値の適用では，破壊荷重の50%をひび割れ発生荷重とした管
の抵抗モーメントにより得られる計算結果を用いれば，より安全となる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.3 曲げモーメントと鉄筋の応力度との関係 
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表-3.3 曲線部BC点の許容推進力Fa値（σsa=200N/mm2の場合） 
曲線半径R(m);上段 
折れ角α(°);下段 
150 200 250 
内径 
(mm) 
Ma 
(kNm) 
qa 
(kN/m2) 
0.774 0.579 0.462 
3500 104.8 123.05 29,993 40,128 50,262 
4000 139.6 126.35 - 46,362 58,071 
4500 195.8 140.78 - 57,227 71,680 
5000 257.5 150.55 - - 83,965 
平均値 - - 29,993 47,906 65,995 
（単位；kN） 
 
 
表-3.4 曲線部BC点の許容推進力Fa値（Mc=0.5Muの場合） 
曲線半径R(m);上段 
折れ角α(°);下段 
150 200 250 
内径 
(mm) 
Ma 
(kNm) 
qa 
(kN/m2) 
0.774 0.579 0.462 
3500 090.6 106.37 25,927 34,687 43,448 
4000 116.6 105.54 - 38,726 48,506 
4500 154.2 110.82 - 45,048 56,425 
5000 195.2 114.11 - - 63,640 
平均値 - - 25,927 39,487 53,005 
表-3.4平均値に対する表-3.3平均値の割合 1.15 1.21 1.24 
（単位；kN） 
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3. 曲線推進時に作用する断面力 
 
(1) 管軸方向の荷重によるせん断力 
 
 直線区間を推進する際は，推進力および推進管外周面と地山との摩擦力は，均等に作用し，管軸
方向にせん断力は生じにくい．しかしながら，曲線区間を推進する際には，推進力の半径方向分力
が曲線外側に向かい，推進管の外周面と地山との摩擦による抵抗力が増大する．よって，推進力と
周面抵抗力による分布の差は，管軸方向のせん断力として推進管に作用する．そこで，曲線半径や
推進力伝達材の配置の影響を受けると考えられる直線および曲線区間における推進力の分布を3次
元FEM線形解析（解析コード；TNO.DIANA8）により求める．本研究では，推進力分布の解析的手法
に関する既往研究27)34)を参考とし，解析条件を表-3.5，解析ケースを表-3.6のとおり設定した．図
-3.4に解析概要，図-3.5に解析モデルを示す. 
 
 
表-3.5 解析条件 
項目 諸元 
管の外径(mm) 4600 
管の内径(mm) 4000 
管の厚さ(mm) 0300 
管の長さ(mm) 2000 
コンクリートの設計基準強度(N/mm2) 0050 
コンクリートの弾性係数(kN/m2) 3.3×107 
コンクリートのポアソン比 0.17 
推進力伝達材の弾性係数(kN/m2) 3.1×106 
推進力伝達材のポアソン比 0.34 
曲線外側の半径方向の地盤ばね(kN/m3) 5.0×104 
総推進力［管の耐荷力の50%］(kN) 23540 
使用要素 曲面シェル要素 
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表-3.6 解析ケース 
ケース 
曲線半径 
R(m) 
推進力伝達材の中心角
α(°) 
CASE1 200 60 
CASE2 200 90 
CASE3 400 90 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.4 解析概要図 
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図-3.5 解析モデル 
 
 
図-3.6に，解析結果として，各ケースの推進力分布を示す．これによれば，推進力伝達材を配置
した部分では，推進力が伝達され，配置されない部分では，推進力がほぼ0に等しくなっている．
CASE1とCASE2を比較すると，推進力伝達材を配置した中心角の違いにより，推進力の分布の相違が
顕著となった．一方，CASE2とCASE3を比較すると，推進力伝達材は同じ形状であるが，曲線半径の
違いによる推進力の分布にほとんど差異が認められなかった．また，すべてのケースにおいて，直
線区間と曲線区間では，推進力の分布形状がほぼ等しくなった．推進力伝達材が所定の曲率が得ら
れるよう変形した場合は，推進力の合力は断面の中心付近に位置しており，荷重偏心の影響は小さ
くなる.本研究の解析条件でも，曲線区間中における直線区間推進力の法線方向の作用力がもたら
す曲線外側の推進抵抗力は，小さくなった．表-3.7に推進力の分布による最大値および計算値を整
理したものを示す． 
以上の結果により，曲線区間中の推進力分布を評価する場合は，推進管外周面に作用する管と土
の摩擦力に加え，切羽抵抗に相当する推進力が伝達される有効断面積にも留意する必要がある．さ
らに，周面抵抗力は，推進力の曲線半径方向成分によって生じる地盤反力の影響よりも，推進力の
曲線接線方向成分の直接的影響が大きくなる場合もあるため，過小評価することがないよう注意が
必要である． 
 
 
曲線内側 
曲線外側 
推進力伝達材 
推進管 
推進力 
直線区間 
曲線区間 
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図-3.6 推進力の分布（曲線外側;推進管中央断面） 
 
 
表-3.7 解析結果 
直線区間の最大値 
F1 
法線方向の作用力 
F1sinα 
曲線区間の最大値 
F2 
解析 
ケース 
(kN/m) (kN/m) (kN/m) 
CASE1 6834 69 6053 
CASE2 4744 48 4348 
CASE3 4735 24 4307 
注) α は，管1本あたりの折れ角(°)を示す． 
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つぎに，分割型PC推進管を扱う場合は，円周方向の継手に作用するせん断力を適切に評価したう
えで，継手の仕様を定める必要がある．そこで，この面内せん断力を簡易的に求める手法を検討す
る.計算の仮定は，推進力伝達材を推進管の頂部および底部に中心角90°分布で貼り，直線区間の
単位周長あたりの推進力を+1.0wとする.曲線区間の単位周長あたりの周面抵抗力は，-0.5wと仮定
する.その根拠は，前述の解析結果により，次のように考えられる．曲線区間の最大周面抵抗力
Fl(kN/m)は，Fl=μ’Fcosα，μ’：管と土の摩擦係数，F：直線区間の推進力（kN/m），α：曲線中の
管1本当りの折れ角（°）で与えられる．いま，μ’=tan（φ/2），φ：内部摩擦角（°）が大きめと
なるようφ=40°とした場合は，0.36となる．また，推進管外径を4050mm～5700mm，有効長2000mm
とし，曲線半径R=150mとした場合は，表-3.3，表-3.4の左から4列めに示すとおり，いずれも
α=0.77°程度となり，Fl=μ’Fcosα=0.36×F×1.0=0.36F で得られる係数0.36が最大値となる．そ
こで，安全率(1.5)も考慮し，周面抵抗力の最大値を-0.5wとするのが適切である．なお，(+)は終
点側方向の作用力を示す．曲線内側の管は，曲線推進時，管軸方向の圧縮力が卓越するため，推進
力伝達材の塑性変形量が大きく，推進管どうし前後方向の動きが完全に拘束される35)．一方，曲線
外側の管は，管軸方向の継手に目開きが生じ，上下に配置した推進力伝達材の端部を支承として，
前後方向に自由度を持つ円弧部材となる．そこで，この曲線外側に位置する管の頂点0°から180°
の範囲を単純ばりにモデル化し，合成軸方向力（曲線内の推進力と周面抵抗力の和）を載荷して，
管軸方向に作用するせん断力を計算する．以上の仮定による管軸方向の荷重分布を図-3.7，単純ば
りの計算モデルを図-3.8に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.7 管軸方向の荷重分布（ζ=0.5の場合） 
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0 ≦ x ≦ l/6 
 
l/6 ≦ x ≦ l/4 
 
l/4 ≦ x ≦ l/2 
 
図-3.8 単純ばりモデル 
 
円周方向の継手を管の頂点から45°とした位置でのせん断力の算定式は， 
 
(3.4) 
ここに， 
Qj：継手45°位置の管軸方向のせん断力(kN) 
Qmax：最大せん断力(kN) 
ζ：曲線区間の周面抵抗力と接線方向の推進力との比 
w：単位周長あたりの接線方向の推進力(kN/m) 
l：仮想はりのスパン（半円周長;m） 
 
となる．一般に，曲線区間の接線方向の推進力は，条件によって数式で求められる．そこで，曲線
区間の周面抵抗力と接線方向の推進力との比(ζ)を0.10，0.25，0.50，1.00とし，式(3.4)から求
まる管軸方向のせん断力分布を図-3.9に示す．これによれば，最大せん断力(Qmax)は，頂点から
30°の位置で生じ， 
 
(3.5) 
で示される．  
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図-3.9 管軸方向のせん断力分布 
 
 
(2) 円周方向の荷重による曲げモーメント 
 
 曲線部では推進管が外側に押し付けられる現象により，推進管には地盤反力による背面からの力
が作用する．この地盤反力は，図-3.2に示すように，管外径の90°に分布すると仮定されている32)．
この荷重条件によれば，曲線推進時の推進管は，地盤反力による分布荷重によって，押しつぶされ
るような力を受け，推進管の円周方向に曲げモーメントが作用する． 
円周方向の継手位置での曲げモーメントは，外力による円周方向の曲げモーメントの分布が求ま
れば，その大きさを定量的に評価できる．図-3.2を参照すれば，等分布側圧qを求める式は，式(3.2)
を変形して， 
 
(3.6) 
 
で与えられる．よって，曲線推進中の等分布側圧荷重は，90°の自由支承面に支持されるものとし，
仮想仕事の定理36)による計算法を用いる．推進管に作用する任意断面での曲げモーメントは，図
-3.10の条件を想定すれば，次式で与えられる37)． 
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図-3.10 仮想仕事の定理に関する条件 
 
 
0°≦θ≦45°の場合， 
(3.7) 
 
45°≦θ≦135°の場合， 
(3.8) 
 
135°≦θ≦180°の場合， 
(3.9) 
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4. 模型推進管を用いた曲線推進の確認実験 
 
(1) 実験目的 
 
 模型推進管を製作して曲線推進実験を行い，円周方向の継手の有無，位置の相違による推進管の
挙動を確認するとともに，推進管の本体および継手に生じる断面力を評価する38)．また，実験結果
と前節で試案した継手に作用する断面力の計算値との比較検討を行う． 
 
(2) 実験方法 
 
a) 概要 
 市販の推進用塩化ビニル管と鋼管で鋼製カラー付き模型推進管を作成する．側部および底部を拘
束できる鋼製フレームを製作し，S字曲線となる平面線形で模型推進管を配置する．起点側（発進
側）と終点側（到達側）において，油圧ジャッキにより元押し推進力および先端抵抗力を付加し，
ジャッキストロークを同調させて，推進管全体を推進させる．推進時には，推進管内面のひずみ，
および円周方向の継手変位を計測し，模型推進管の挙動を確認する． 
 
b) 模型推進管 
外径4600mm，長さ2000mmの推進管の縮尺1/10モデルを想定し，外径458.2mm，厚さ18.1mmの推進
用塩化ビニル管を200mmに切断して使用する．厚さ1.6mm，幅55mmの鋼管を鋼製カラーとして用いる．
推進管は，2等分割半円形のものを突き合せ，差し口部分は，全周2mmの深さで切削加工して隙間を
確保する． 
 推進管の組立は，半円形管1組を突き合わせた状態で鋼製カラーをはめ込み，ビスを用いて結合
する．管軸方向の継手は，ポリエチレン樹脂発泡体製の推進力伝達材（t=10mm）39)を管の頂部と底
部に中心角90°で分布するように貼り付け，前後の管を差し込んで接合する．図-3.11および写真
-3.1に模型推進管の概要を示す． 
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                          写真-3.1 模型推進管 
 
 
図-3.11 模型推進管 
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推進管本体 
推進力伝達材 
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c) 実験装置 
 模型推進管が27本接続できる形状寸法の鋼製フレームを製作する．曲線半径は，表-3.2の結果を
参考にして，半径200mの縮尺1/10となる20mとすべきであるが，計測装置の都合により，継手の開
口長が10mmとなるよう半径10mのS字曲線を設定する.また，境界条件は，上下左右4点で推進管を支
持する方法が望ましいが，推進管内部からの計測用配線を取り出す必要があり，直上部からの支持
が難しい.しかし，推進管列の浮き上がりも防止しなければならないため，左右の水平支持材を推
進管の水平直径点から15°上方の位置に取り付ける.これにより，推進管は，左右底部の3点のガイ
ドに沿って推進される.以上の線形条件を保持するため，鋼製フレームの内面から管の表面に向け
て，厚さ4.5mmの鋼板をレーザー加工した支持金物と摩擦低減材を取り付ける．また，起点側と終
点側には，油圧ジャッキが据え付けられる反力受けを設ける．写真-3.2および図-3.12に実験装置
を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真-3.2 実験装置(CASE2) 
 
d) 実験手順 
 起点側と終点側の油圧ジャッキ面の間に模型推進管を30本配置する．計測する推進管の内部照明
およびカメラを準備したのち，推進実験を開始する．管の推進は，元押しジャッキと先端抵抗ジャ
ッキを同調させる．計測は，油圧ジャッキ作動後，初期の推進段階は推進圧力の上昇に伴って行い，
管が動き出した段階からは，ジャッキストローク長により定期的に行う．計測頻度は，推進長40mm
ごとに行なうようにする． 
 
 
 
 
 
鋼製フレーム 模型推進管 
支持金物 摩擦低減材 
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e) 実験ケース 
 実験ケースは，下記4ケースとする．図-3.13に実験ケースを示す． 
・ CASE1 ：円周方向の継手位置を頂点から，0°180°と90°270°で千鳥組． 
・ CASE2 ：円周方向の継手位置を頂点から，45°225°と135°315°で千鳥組． 
・ CASE3 ：円周方向の継手を完全に接着し，継手がない円形管とする． 
・ CASE4 ：CASE3の条件で，推進管の周囲を砂で充填する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.12 実験装置 
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図-3.13 実験ケース 
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注) CASE3，CASE4は継手を完全接着し，一体管とした. 
第３章 分割型 PC 推進管の曲線推進への対応 
 83
 
f) 計測内容 
 推進力，推進長，円周方向の継手目開き，管軸方向の相対変位，推進管内部の表面ひずみ（45°
ピッチ8測線）を計測する．また，推進管の内部にビデオカメラを設置して管内の状況等を確認す
る．計測項目を表-3.8に，計測装置の位置を記した推進管内面の展開図を図-3.14に示す.円周方向
の継手に設ける計測装置は，図-3.15に示すとおりとした. なお，円周方向の角度は，発進側から
到達側を見て，模型推進管の頂点から反時計周りの角度で示す.写真-3.3に実験状況，写真-3.4に
模型推進管の内部状況を示す． 
 
表-3.8 計測項目 
項目 計測機器 計測位置 
元押し推進力 ロードセル 推進始端 
先端抵抗力 ロードセル 推進終端 
推進長 ワイヤー式変位計 推進両端 
管軸方向の変位 変位計 No.25，20，15 
円周方向の継手目開き π型変位計 No.25，20，15 
推進管内部の表面ひずみ ひずみゲージ No.24，19，14 
管内状況 ビデオカメラ No.18，17間 
注) 推進管の番号は，終点側から順番とした． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.14 模型推進管の内部の計測位置（展開図） 
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図-3.15 円周方向の継手位置での計測装置 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真-3.3 実験状況            写真-3.4 模型推進管の内部状況 
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(3) 実験結果 
 
a) 推進延長と周面抵抗力との関係 
 図-3.16に元押し推進力から先端抵抗力を差し引いた荷重と推進延長との関係を示す． 
図-3.16に示した荷重は，推進管の表面と支持金物あるいは充填した砂（乾燥密度1.7：標準的な
川砂）との摩擦抵抗力とみなせる．CASE1からCASE3は，推進管の側部および底部の3点で支持して
おり，支持金物との接触面積が少ない．また，支持金物の先端には，推進管表面に対する摩擦低減
材として，超吸水性樹脂繊維40)を貼ってある. この超吸水性樹脂繊維は，特殊な方法で超吸水加工
した外層とアクリル繊維による内層で構成され，水に接触すると速やかに吸水して膨潤する材料で
ある．飽水状態で用いれば，テフロンシート等と同様に摩擦低減材として使用できる．静止摩擦係
数は，鉄板と繊維との間で0.003程度となるため，鉛直または水平方向からの力を加えない限り，
管表面の摩擦力はきわめて小さい．CASE4は，砂を模型推進管の頂部付近まで充填しているため，
摩擦面が大きく，砂のせん断抵抗による摩擦力も大きくなることが想定される．実験結果では，
CASE1からCASE3までと比較して，CASE4の荷重が4倍近い値となった．CASE1からCASE3は，ややばら
つきはあるが，円周方向の継手の有無や継手位置の違いを特定できる有意差は認められなかった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.16 推進延長と周面抵抗力との関係 
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表-3.9に元押し推進力と先端抵抗力から得られた周面抵抗力の結果を示す．表-3.9の右欄には，
周面抵抗力の平均値を推進延長で除した単位長さあたりの周面抵抗力を示した．これによれば，
CASE1，CASE2の単位長さあたりの周面抵抗力は，CASE3の値と比較して，ほぼ同等，またはそれ以
下であり，円周方向の継手の存在が，周面抵抗力の大きさに与える影響は，小さいものとなった． 
 
表-3.9 周面抵抗力の計測結果 
実験ケース 最大値(N) 平均値(N) 1mmあたり(N) 
CASE1 2,232 1,653 0.331 
CASE2 2,175 1,229 0.246 
CASE3 2,166 1,584 0.317 
CASE4 7,924 6,337 1.267 
 
b) 円周方向の継手目開きおよび管軸方向の相対変位の推移 
図-3.17にCASE1で円周方向の継手が頂点から0°と180°の位置にある模型推進管による円周方
向の継手目開きの推移を，図-3.18に円周方向の継手における管軸方向の相対変位の推移を示す．
以降，実験結果で用いる曲線要素と推進起点（元押し端部）からの位置関係は，表-3.10のとおり
とする．なお，計測値は，平面線形上で起点側から反曲点までの第1曲線を通過する管(No.25)と，
反曲点から終点までの第2曲線を通過する管(No.15)で得られた結果を示した．反曲点で不連続性が
見られるのは，計測した管が異なることによる．また，継手目開きは，模型推進管の内面側が開く
方向を正とし，管軸方向の相対変位は，起点側から終点側に向かい，右側上方のピースが終点側に
向かってずれる方向を正とした． 
CASE1の円周方向の継手目開きの推移は，0°の位置にある継手が第1曲線通過中から内面側に開
く方向に増加し，第2曲線では収束する傾向となった．180°の位置にある継手は，第1曲線通過中
からやや外面側に開く傾向が見られ，反曲点付近で最大に達し，第2曲線中で元に戻る傾向となっ
た．これにより，曲線通過中の模型推進管の形状は，頂部，底部とも，下に凸の形状となることが
示された． 
CASE1の円周方向の継手における管軸方向の相対変位は，0°180°位置にある双方の継手とも，
第1曲線中では，起点から終点に向かって右側のピースが終点方向にずれる傾向が漸増した．この
傾向は，反曲点で最大となり，第2曲線通過中には，逆に起点から終点に向かって左側のピースが 
終点方向にずれる状態となった．これにより，曲線通過中の推進管の挙動として，曲線外側に位置 
するピースは，曲線内側に位置するピースより遅れて進行する様子が示された． 
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表-3.10 平面線形と位置との関係 
曲線要素 起点からの位置(mm) 
曲線始点 0,500 
第1曲線中心 1,500 
反曲点 2,500 
第2曲線中心 3,500 
曲線終点 4,500 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.17 CASE1:推進時における円周方向の継手目開きの推移（管No.25・No.15） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.18 CASE1:推進時における管軸方向の相対変位の推移（管No.25・No.15） 
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つぎに，図-3.19にCASE2で円周方向の継手が終点側に向かって反時計回りの方向45°と225°の
位置にある模型推進管の円周方向の継手目開きの推移を，図-3.20に円周方向の継手における管軸
方向の相対変位の推移を示す． 
CASE2の円周方向の継手目開きの推移では，45°の位置にある継手は，第1曲線および第2曲線の
通過中において，ほとんど目開きが生じなかった．225°の位置にある継手は，第1曲線通過中に外
面側に開く方向の目開きがやや増加したが，第2曲線通過中では，ほとんど目開きが生じなかった． 
CASE2の円周方向の継手における管軸方向の相対変位では，45°の位置にある継手は，全線通過
中において，ほとんどずれが生じなかった．225°の位置にある継手は，第1曲線通過中に，起点か
ら終点に向かって右側上方にあるピースが終点方向にずれる傾向が顕著となった．第2曲線通過中
では，管軸方向のずれは，わずかなものであった．これにより，曲線通過中の模型推進管の挙動と
して，曲線外側に占める割合の大きいピースは，第1曲線通過中に，曲線内側に占める割合の大き
いピースより遅れて進行する様子が示された． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.19 CASE2:推進時における円周方向の継手目開きの推移（管No.25・No.15） 
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図-3.20 CASE2: 推進時における管軸方向の相対変位の推移（管No.25・No.15） 
 
 
 表-3.11にCASE1およびCASE2における推進時の円周方向の継手目開きの集計，表-3.12に円周方向
の継手位置での管軸方向の相対変位の集計を示す．円周方向の継手目開きの最大値には，模型推進
管の円周長に対する比を，管軸方向の相対変位には，模型推進管の長さに対する比も加えて示した．
CASE1とCASE2では，円周方向の継手目開き量は，CASE1のほうが大きな値を示した．また，円周方
向の継手位置における管軸方向の相対変位は，平均値で，CASE2のほうが大きい値を示した．最大
値は，ほぼ同等となった．本研究の実験では，模型推進管に市販の製品を用いたため，加工が難し
く，正確な相似率を適用するに至っていない．ただし，継手部分の挙動は，長さに関するパラメー
ターで概略評価できる．対円周長比の平均値としては，内径4000mmの推進管を想定した場合，1.1mm
程度の継手目開きが生じることになる．対管長さ比の平均値としては，長さが2000mmの推進管を想
定した場合，隣り合う推進管ピースの間に，管軸方向で14.2mm程度のずれが生じることになる． 
 
 
表-3.11 円周方向の継手目開きの集計 
継手位置 平均値(mm) 最大値(mm) 円周長との比 
CASE1-0° +0.07 +0.16 0.00012 
CASE1-180° -0.06 -0.18 0.00013 
CASE2-45° +0.04 +0.11 0.00008 
CASE2-225° -0.05 +0.04 0.00003 
注) 内面側に開く方向を(+) 
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表-3.12 管軸方向の相対変位の集計 
継手位置 平均値(mm) 最大値(mm) 管長さとの比 
CASE1-0° -0.03 -1.60 0.0080 
CASE1-180° +0.29 +1.76 0.0088 
CASE2-45° -0.30 +1.60 0.0080 
CASE2-225° +0.60 +0.72 0.0036 
注) 進行方向右側ピースが終点側にずれる方向を(+) 
 
 
c) 管軸方向のひずみ分布 
 図-3.21～図-3.25に，曲線区間における推進時の管軸方向のひずみ分布を展開図で示す．図中，
ハッチで記した範囲には，推進力伝達材を配置してある．CASE2の場合は，円周方向継手がずれや
すい載荷状態になるが，8測線で計測される管軸方向のひずみと継手位置の関係を評価しやすくす
るため，推進力伝達材が中心角90°の分布となる配置を選定している． 
 図-3.21に曲線始点位置における推進時の管軸方向のひずみ分布を示す．CASE1，CASE2，CASE3の
場合は，圧縮ひずみの分布が，推進力伝達材の範囲で，曲線内側225°～315°を最大，曲線外側45°
～135°を最小とする三角形分布となり，推進力が偏心する状態となった．CASE4は，局所的にばら
つきは見られるが，他のケースと比較して推進力が大きく，圧縮ひずみも卓越する結果となった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.21 曲線始点推進時の管軸方向のひずみ分布（管No.24） 
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図-3.22に第1曲線中心位置における推進時の管軸方向のひずみ分布を示す．全体のひずみ分布は，
曲線始点部とほぼ同様となった．曲線中を定常状態で進行していることもあり，各ケースによるひ
ずみのばらつきが小さい．CASE2は，曲線内側225°位置の圧縮ひずみが小さく，他のケースと異な
り，継手の存在による影響が見られた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.22 第1曲線中心推進時の管軸方向のひずみ分布（管No.19） 
 
 
 図-3.23に反曲点位置における推進時の管軸方向のひずみ分布を示す．圧縮ひずみの分布は，す
べてのケースで，推進力伝達材中心を極大，推進力伝達材のない範囲の中心を極小とする分布とな
った．90°位置の圧縮ひずみは，270°位置の圧縮ひずみよりやや大きいが，ほぼ左右対称の分布
となった．また，CASE1およびCASE2は，継手位置によるひずみの顕著な乱れは生じなかった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.23 反曲点推進時の管軸方向のひずみ分布（管No.19） 
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図-3.24に第2曲線中心位置における推進時の管軸方向のひずみ分布を示す．全体のひずみ分布は，
すべてのケースで，第1曲線のひずみ分布とほぼ対称となった．CASE4は，推進力伝達材範囲135°
～225°で曲線内外ひずみの差が，第1曲線同様，最大となった．また，CASE2は，曲線内側45°位
置において，圧縮ひずみが他のケースと比較して最小となり，継手の存在による影響が見られた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.24 第2曲線中心推進時の管軸方向のひずみ分布（管No.19） 
 
 
図-3.25に曲線終点位置における推進時の管軸方向のひずみ分布を示す．全体にひずみ分布は，
曲線進行中における側部の拘束から解放されることにより，推進力伝達材のある範囲でほぼ均一化
される傾向となった．しかし，反曲点通過時と比較すると，ひずみ分布にかなりのばらつきがあり，
残留応力の影響が見られた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.25 曲線終点推進時の管軸方向のひずみ分布（管No.14） 
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 推進力伝達材端の管軸方向ひずみを表-3.13にまとめて示す．圧縮ひずみが卓越する曲線内側の
ひずみと直線区間の計算値との比は，0.5～1.6とばらついた．曲線外側のひずみは0とならず，圧
縮領域が残った． 
 
 
表-3.13 管軸方向のひずみの集計 
推進管の上面側 
（μ） 
推進管の下面側 
（μ） 
計算値と曲線内側の値
との比 位置 
CA 
SE 
45° 315° 135° 225° 
計算値 
（μ） 
上面側 下面側 
1 -30.0 -82.6 -44.1 -82.6 -103 - - 
2 -26.3 -61.5 -38.5 -60.1 -108 - - 
3 -33.8 -129.1 -39.4 -120.2 -109 - - 
曲線始点
 
4 -56.3 -198.1 -69.5 -167.1 -191 - - 
1 -28.2 -68.5 -74.2 -143.7 -103 0.7  1.4 
2 -8.9 -58.2 -19.7 -63.8 -108 0.5  0.6 
3 -39.4 -81.7 -28.2 -120.2 -109 0.7  1.1 
第１曲線
 
4 -42.7 -164.3 -11.3 -202.8 -191 0.9  1.1 
1 -68.5 -32.9 -98.6 -73.2 -103 - - 
2 -74.6 -31.0 -62.0 -33.8 -108 - - 
3 -123.5 -21.6 -67.6 -22.1 -109 - - 
反曲点
 
4 -129.1 -46.0 -73.2 -46.9 -191 - - 
1 -139.0 -8.5 -145.5 -22.5 -103 1.3  1.4 
2 -121.1 -5.6 -117.4 -13.1 -108 1.1  1.1 
3 -172.3 -37.6 -139.0 -32.4 -109 1.6  1.3 
第２曲線
 
4 -176.5 15.0 -220.7 23.9 -191 0.9  1.2 
1 -87.3 -19.7 -57.3 -56.3 -103 - - 
2 -80.8 -58.2 -59.6 -50.7 -108 - - 
3 -108.0 -101.9 -108.0 -82.6 -109 - - 
曲線終点
 
4 -107.0 7.5 -98.1 -7.5 -191 - - 
注) 網掛け部分は曲線外側 
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つぎに，管軸方向のひずみ計測結果から得られる継手位置でのせん断力を算定する．いま，継手
のあるケース(CASE2)と継手のないケース(CASE3)について，継手位置と同じ位置での管軸方向の圧
縮ひずみの差をせん断力とする．硬質塩化ビニル管の弾性係数を3400N/mm2とし，管軸方向の単位長
さあたりのせん断力を求める．ただし，反曲点では，各継手位置で得られるせん断力を平均した．
また，式(3.4)によるせん断力推定値(3.40N/mm)および単位円周長あたりの元押し推進力
(6.77N/mm)との比を比較する．表-3.14に結果をまとめる.計測結果より求めたせん断力は，式(3.4)
推定値の50%程度，元押し推進力（曲線始点部の推進力）に対しては，平均で24%程度となった．な
お，曲線外側では，推進力が大きく偏心しても，圧縮力の影響が残ることも考えられる．そこで，
種々の施工条件を勘案し，実用上，式（3.4）では，曲線外側の推進力より周面抵抗力が卓越する
ように，算定結果を安全側で評価している． 
 
 
表-3.14 継手位置での単位長さあたりのせん断力 
位置 
45° 
(N/mm) 
225° 
(N/mm) 
元押し推進力 
との比 
第1曲線 1.88 - 0.28 
反曲点 1.86 0.28 
第2曲線 - 1.18 0.17 
平均値 1.87 1.53 0.24 
式(3.4)推定値との比 0.55 0.45 - 
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d) 円周方向のひずみ分布 
 図-3.26に曲線始点を通過する際の各ケースにおける円周方向のひずみ測定結果を示す．  
CASE2では，曲線外側90°の引張ひずみが突出した．CASE4では，底部180°の引張ひずみが突出し
た．全ケースで引張ひずみが生じたのは，底部180°のほか，曲線内側225°315°の位置であった．
全般的に，ケース毎のばらつきは，小さいものとなった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.26 曲線始点推進時の円周方向のひずみ分布 
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図-3.27に第1曲線中心を通過する際の円周方向のひずみ測定結果を示す．CASE1では，曲線外側
45°の圧縮ひずみ，底部135°の引張ひずみが突出した．全ケースで圧縮ひずみが生じたのは，曲
線内側270°であり，全ケースで引張ひずみが生じたのは，頂部0°底部180°曲線内側225°の位置
であった．また，全般的に，曲線始点推進時に近いひずみの分布傾向が見られた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.27 第1曲線中心推進時の円周方向のひずみ分布 
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図-3.28に反曲点を通過する際の円周方向のひずみ測定結果を示す．CASE1では，上部45°の圧縮
ひずみ，下部135°の引張ひずみが突出した．これは，第1曲線中心推進時とほぼ同様の傾向となる．
CASE2では，側部90°の引張ひずみ，CASE3では，下部135°上部315°の圧縮ひずみ，および底部180°
の引張ひずみが突出した．また，CASE4では，側部90°270°の引張ひずみが突出した．全般的に，
ケース毎のばらつきが顕著となった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.28 反曲点推進時の円周方向のひずみ分布 
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図-3.29に第2曲線中心を通過する際の円周方向のひずみ測定結果を示す．CASE2では，底部180°
の引張ひずみが突出した．全ケースで引張ひずみが生じたのは，曲線内側135°の位置であり，特
に，CASE1とCASE4が顕著となった．全般的には，第1曲線中心通過時のひずみ分布とほぼ対称的な
傾向が見られた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.29 第2曲線中心推進時の円周方向のひずみ分布 
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図-3.30に曲線終点を通過する際の円周方向のひずみ測定結果を示す．CASE3では，頂部0°底部
180°曲線外側225°の圧縮ひずみ，曲線内側135°曲線外側270°の引張ひずみが突出した．CASE4
では，頂部0°底部180°の圧縮ひずみ，曲線内側90°曲線外側270°の引張ひずみが突出した．全
ケースで圧縮ひずみが生じたのは，曲線外側315°の位置であり，全ケースで引張ひずみが生じた
のは，曲線内側135°の位置であった．大きさは全く異なるが，全般的には，曲線始点通過時の分
布と，ほぼ対称的な傾向となった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.30 曲線終点推進時の円周方向のひずみ分布 
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表-3.15に円周方向のひずみの計測結果をまとめる．最大引張ひずみと最大圧縮ひずみの差が顕
著となったのはCASE4で，平均値は，CASE3が圧縮ひずみで卓越した．また，平均値で判断すると，
全体では，引張ひずみが高い割合を示す結果となった． 
つぎに，円周方向のひずみ分布(CASE2)から求まる曲げモーメントを計算し，式(3.7)～式(3.9)
により得られる曲げモーメント分布と比較して，継手に対する影響を確認する．円周方向のひずみ
は，模型推進管の内縁を計測しているため，ひずみの計測結果から，直接，曲げモーメントを次式
で求めた．ただし，円周方向の継手位置では，隣接するピースのひずみ測定値の平均を用いた． 
 
表-3.15 円周方向のひずみの集計 
位置 最大引張(μ) 最大圧縮(μ) 平均値(μ) 
曲線始点 085.4 -011.3 023.5 
第1曲線 196.2 -120.2 019.4 
反曲点 181.2 -112.7 011.3 
第2曲線 180.3 -053.5 007.9 
CASE1 
曲線終点 047.9 -022.5 009.2 
曲線始点 152.1 -031.9 028.6 
第1曲線 052.6 -028.2 017.3 
反曲点 149.3 -062.0 017.5 
第2曲線 113.6 -081.7 005.9 
CASE2 
曲線終点 037.6 -088.3 -30.6 
曲線始点 080.8 -083.6 018.3 
第1曲線 054.9 -031.0 007.4 
反曲点 182.2 -147.4 -09.1 
第2曲線 090.1 -074.2 -19.7 
CASE3 
曲線終点 192.5 -266.7 -43.7 
曲線始点 143.7 -044.1 048.3 
第1曲線 074.2 -077.0 020.5 
反曲点 172.8 -054.5 021.1 
第2曲線 200.0 -039.9 043.9 
CASE4 
曲線終点 285.4 -262.0 007.3 
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反曲点
第2曲線
計算値
 
(3.10) 
 
ここに， 
M：曲げモーメント(Nmm) 
Z：断面係数(mm3) 
E：塩化ビニルの弾性係数 3400(N/mm2) 
ε：円周方向のひずみ 
 
図-3.31に曲げモーメントの分布の比較結果を示す．曲げモーメントは，管の内面側に引張が生
じる向きを負とする．計測値を用いて求めた曲げモーメントの分布は，継手が頂点から45°225°
の位置で，曲げモーメントがほぼ0に近く，90°の位置で正の曲げモーメントが顕著となる左右非
対称な分布となった．135°の位置では，第1曲線で生じた負の曲げモーメントが，第2曲線では，
正の曲げモーメントに移行する．0°315°の位置では，第1曲線で生じた正の曲げモーメントが，
第2曲線では，負の曲げモーメントに移行する．また，180°の位置では，正の曲げモーメントが，
270°の位置では，負の曲げモーメントがやや増加する傾向となった．なお，曲げモーメントの最
大値は，式(3.7)～式(3.9)により求められる計算値と近い値となった．また，計算値の分布は，等
分布荷重と支承条件より左右対称な縦長の円形状となった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.31 曲げモーメントの分布 
 
 
ε⋅⋅= EZM
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(4) 考察 
 
a) 推進時における周面抵抗力 
本研究による実験装置は，推進管を左右2点と底部1点で支持し，平面線形を保持する支持金物に
沿って，模型推進管を推進させた．支持金物は，水平面から15°の位置に設け，推進管の浮き上が
りを抑えた．また，推進管表面との間に摩擦が小さくなる材料をはさむことで，かなり順調な推進
挙動が得られた．この装置によれば，滑材浸透等も含めた本格的な施工性の確認実験も可能と考え
る41)．推進時における周面抵抗力の推移で判断する限り，各ケースに有意差は認められないため，
推進管の円周方向の継手の変形等が推進方向の抵抗になる可能性は少ないと考える．一方，鋼製フ
レームの内部に砂を充填したケースにおいても，円滑な推進管の進行に留意し，推進管の挙動を連
続して計測できるよう配慮した．そのため，推進管の内部に設けた計測装置の配線をまとめて推進
管上部から取り出す必要が生じ，埋め戻し土で推進管全部を覆うケースの実験は断念した．ただし，
本研究による実験でも，推進管の頂部を残して埋め戻した状態で，推進管の平面線形を保持したま
ま推進できることが確認できた．しかし，境界条件の実態をより反映させるため，今後は装置に改
良を加え，推進管を完全埋設の状態とした実験の検討が望まれる． 
 
b) 円周方向の継手目開き 
曲線を推進する際は，推進管が曲線外側に膨れだして押しつけられるため，縦長の円形状につぶ
れようとする．したがって，円周方向の継手が頂点から0°180°の位置にある場合は，曲線通過中
に継手目開きが生じやすくなると考える．円周方向の継手が頂点から45°225°の位置にある場合
では，推進管が曲線外側から均等な反力を得ていれば，継手に生じる曲げの影響が小さく，継手目
開きは生じにくくなると考える． 
 
c) 管軸方向の相対変位 
円周方向の継手が頂点から0°180°の位置にある推進管では，曲線外側に位置するピースが，遅
れて進行する挙動が確認された．これは，曲線外側の周面抵抗力が，支持金物によって，模型推進
管の半円形ピースの中心に近い位置に作用したことに起因すると考える．一方，円周方向の継手が
頂点から45°225°の位置にある推進管は，第1曲線通過中に，継手位置45°225°から下方にある
ピースが遅れて進行する傾向が顕著となった．これは，この下方ピースが，第1曲線中では，水平
面から上に15°と底部に位置する支持材2カ所から周面抵抗力を受けたことに起因すると考える． 
第2曲線中では，水平面から上に15°の位置にある支持材からの周面抵抗力は，曲線内側の位置に
変わり，解放されたため，上下2ピースに極度のずれが生じなかったと考える．周面抵抗力による 
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推進管の挙動を精査するうえで，推進管の支持条件は，かなり重要となることが示唆された．実際
に推進管が埋設される位置で地盤が互層となるような条件では，十分注意が必要と言える． 
 
d) 管軸方向のひずみ分布 
曲線通過中は，推進力伝達材の範囲で推進力が偏心するが，曲線外側のひずみは0となるような
三角形分布にならない．さらに，推進力伝達材端の圧縮ひずみでは，曲線内外の比にばらつきが見
られ，推進力の分布を特定するのが容易ではない．しかし，管軸方向の推進管どうしの接触長，管
軸方向の折れ角，周面抵抗力等を考慮し，実際の条件に近いモデルを用いた数値解析により推定し
ていくことは可能と考える．また，円周方向の継手が45°225°の位置にあるケースでは，第1曲線
推進時，曲線内側の継手境界で管軸方向のひずみが低下した．これは，継手が一定の限界を超えて
ずれると，隣接するピースへの推進力の伝達ができなくなることを示唆しており，継手境界に推進
力を直接作用させることに問題がある．さらに，管軸方向のひずみの計測値から求めたせん断力は，
荷重条件から推定したせん断力に対し，約50%となった．推進時には，鉛直方向や管軸方向の複合
的な荷重が作用するため，実際の工事では，2倍程度の安全率を有する推定値を用いても差し支え
ないと考える．しかし，このせん断力の推定方法に関しては，将来的に，現場計測結果等をフィー
ドバックし，推進力の分布を確実に反映した荷重モデルによる解析を用いることにより，推定精度
の向上をめざす必要がある． 
 
e) 円周方向のひずみ分布 
曲線通過中では，曲線内側かつ推進力伝達材の端部となる位置で，引張ひずみが生じる傾向が見
られた．これは，推進力伝達材範囲で最大となる推進力が集中して作用しており，曲線外側に向か
う水平方向の成分が円周方向に影響を及ぼしていると推察される．反曲点では，曲線外側の周面抵
抗力と方向転換に必要な逆向きの力も同時に作用しているため，ひずみ分布にばらつきが生じる傾
向となる．さらに，曲線終点では，継手のないケースで，局所的なひずみの残留が顕著となり，推
進管の変形が増大していると推察される． 
本研究では，模型推進管にプレストレスを導入していないため，円周方向の継手には，締結力が
なく，管に生じる曲げモーメントを過小評価している．しかし，曲線推進時には，内面側に引張ひ
ずみが生じる割合が高くなることから，プレストレスを導入する構造は，有利な条件となる．一方， 
曲線通過中は，曲線内側になるピースに対し，外側に膨れるような曲げが作用する．これは，曲線
外側から推進管に作用する反力の半径方向成分が，半円形状のピースを押しつぶすように作用する
ためと推察される．なお，曲げモーメントの計算値をひずみの計測値から得られた値と比較した場
合，鉛直および水平方向のひずみ値にやや誤差が生じ，曲げモーメントの分布を精度良く表現でき 
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ない．これは，推進管背面からの反力を等分布荷重とし，支承条件も90°分布と仮定したことに起
因している．実際には，曲線外側では，推進力伝達材の端部で反力が最大になり，水平直径点で 0
になる荷重分布を，曲線内側では，土質条件に応じた支承範囲を勘案したうえで，検討条件を整理
し，弾性方程式を導く必要がある．ただし，円周方向の継手を 45°225°に配置し，一定の曲げ剛
性は確保したうえで，十分な変形性能が期待できる継手構造を適用すれば，曲げモーメントに対す
る安全性は向上すると考える． 
 
f) 管軸方向の継手 
 分割型PC推進管の管軸方向の継手は，埋め込み鋼製カラーとコンクリート差し口による標準的な
仕様とする．曲線推進の際には，管軸方向の継手が一定の目開きを確保できるように推進力伝達材
を貼る．一般的に，推進管の頂部，底部から中心角45°60°90°の範囲で用いられる42)．本研究で
は，推進力伝達材の端部と継手位置が等しくなる中心角90°の範囲を適用した結果，推進管と背面
との摩擦増加に伴い，半円形ピースが管軸方向にずれやすくなった．曲線を推進する際，円周方向
の継手と推進力伝達材の端部は，一致させない配置とする必要がある．つまり，実施工で用いる推
進力伝達材は，継手が覆われる中心角95°以上の製品とすることが重要と考える．写真-3.5に実物
大推進管と管軸方向の継手の概要を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真-3.5 実物大推進管 
 
 
 
 
 
鋼製カラー 
差し口 分割型PC推進管 
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g) 円周方向の継手 
 分割型PC推進管の円周方向の継手は，PC鋼材によるプレストレスとコンクリート面の突き合わせ
により構成される．曲線推進時に継手に作用するせん断力を求めた結果，元押し推進力に対する計 
測値が最大で28%となった．よって，曲線始点付近の総推進力の30%程度のせん断力が円周方向の継 
手に作用するものとして，せん断力に抵抗できる接合キーを設ける．接合キーには，経済性を考慮
して，プレキャストセグメント橋の施工で使用実績の豊富な鋼製の接合キ （ーFCD450）を適用する．
これによれば，内径4000mm，管厚300mmの推進管の総推進力を23,540kN（管の耐荷力の50%）とする
と，継手に直接作用する推進力は，総推力を円周長で除すことにより，1,750kN程度となる．した
がって，継手に作用するせん断力は，約525kN(1,750kNの30%)となる．いま，キーの許容せん断応
力度を235N/mm2（FCD450）とすると，必要なキーの本数は，継手1箇所あたり4本で，口径は27mm程
度となり，外径28mmの規格品が適用できる．また，推進時の荷重に対しては，継手に作用する断面
力を低減するため，曲げに対する変形と復元性に優れるアンボンド方式が適当と考える．なお，接
合キーは，継手の自由度を拘束しかねないため，実験結果にもとづく継手目開きと管の円周長との
比を利用し，キーの挿入余裕量（雄雌口径差）を設定する．たとえば，内径4000mmの推進管を用い
る場合，円周長の0.01%は，1.2mm程度となる．よって，キーの挿入余裕量は，片側にスリーブを設
けるものとして，組み立てガイドとしての機能も勘案し，半径方向に0.5mm程度で良いものと考え
る．写真-3.6に分割型PC推進管に適用する円周方向の継手の接合面，写真-3.7に接合キーを示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真-3.7 接合キー 
写真-3.6 円周方向の継手の接合面   
 
接合キー 
水膨張性シール材 
接合キー スリーブ 
接合完了 
シース孔 
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5. 第３章のまとめ 
 
本研究では，分割型PC推進管の曲線推進に対する適合性の検討，および模型推進管を用いた曲線
推進実験の結果を包括的に評価した結果，以下の知見が得られた． 
 
(1)  内径3000mmを超える推進管を扱う場合，標準的な推進工法の指針に準じた曲線施工の適合性
を検討して，適切な曲線半径，推進管の長さ，推進力に配慮すれば，曲線推進への対応が可能
となる． 
 
(2)  円周方向に継手を有する分割した推進管を曲線中で推進しても，継手部分が抵抗力とはなら
ず，推進力に対する影響はほとんどない．従来の推進工法用鉄筋コンクリート管と同様，許容
推進力の照査による設計が適用できる． 
 
(3)  曲線推進では，円周方向の継手が頂点から0°180°の位置にある場合は，継手目開きが進行
し，実用上問題がある．円周方向の継手が頂点から45°225°の位置にある場合は，管軸方向
にずれを生じさせないよう構造的な拘束力を与える必要がある． 
 
(4)  管軸方向の荷重分布を単純ばりで模式化して試算し，実験結果を用いて検証した結果，円周
方向の継手に作用するせん断力は，曲線外側に作用する推進管の周面抵抗力の影響を受けるこ
とがわかった．実際の使用条件を十分反映したモデルにより推進力の分布が推定できれば，せ
ん断力は解析的に精度よく求めることができる． 
 
(5)  推進工法特有の荷重条件による計算値と，実験結果を用いて検証した結果，円周方向の継手
に作用する曲げモーメントは，管軸方向の推進力の作用範囲，推進管背面の支持条件の影響を
受けることがわかった．曲げモーメントの影響に対しては，より複雑な施工条件に伴う局部的
な荷重にも配慮し，変形，および復元性能に優れる継手構造を用いることが望ましい． 
 
 
 
 
 
 
 
第４章 分割型 PC 推進管の実用化 
 107
 
第４章 分割型PC推進管の実用化 
 
1. はじめに 
 
分割型 PC 推進管は，プレストレストコンクリート構造を特徴とした新しいタイプの推進管であ
る．分割した管材を製作，運搬し，現地で組み立てることにより，内径 3000mm を超える推進工法
への対応を可能にしている．推進管の本体は PRC 構造，円周方向の継手は PC 構造とし，円周方向
の継手は，外力による曲げの影響が最小となる位置に設ける．これにより，管にひび割れが生じる
荷重レベルでは，曲げ剛性が一様なリング構造とすることができる．これまでの研究で，プレスト
レストコンクリート構造を適用することにより確認された特徴を要約すると， 
 
① 管厚の低減による経済性の向上 
② 施工時および完成時の真円度の向上 
③ 円周方向の継手の止水性を確保 
 
となる． 
一方，従来の推進工法用鉄筋コンクリート管 2)は，遠心力締固めにより製作されるため，ひび割
れ抵抗性に優れている．これに対し，内径 3000mm を超える推進管の製作は，製造設備の都合上，
鋼製型枠を使用した振動締固めによる製法を原則としている．よって，プレストレスの導入は，コ
ンクリートの締固め度の大小に依存することなく，ひび割れ発生荷重の増加や継手の水密性の向上
が期待できる点で，効果的な手段と考えられる． 
 分割型PC推進管を対象にした研究では，すでに，内径2000mmの推進管を用いた基本性能確認試
験，内径422mmの模型推進管を用いた曲線推進確認実験を行い，適用性の可否を検証してきた27)43)．
そこで，最終段階として，実施工に適用できる内径 3500mm 推進管の構造細目を検討し，実物大モ
デルを用いた性能評価を行うことにした． 
 本章では，実施工への適用を前提とし，分割型 PC 推進管の細部構造と所要性能を評価する方法
を示す．また，平板モデルを用いた強度試験を実施し，単体部材の強度を確認する．さらに，実物
大推進管を製作し，性能確認試験を通じて，実用性に関する評価を行うとともに，具体的な設計お
よび施工技術に対する基本的な考え方を示す． 
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2. 細部構造と性能 
 
(1) 推進管の本体構造 
 
実施工に適用できる分割型PC推進管を検証するために，内径3500mm，管厚250mm，有効長2430mm
とする基本的な仕様を定めた．図-4.1に実物大推進管の構造概要を示す． 
推進管の厚さは，実施設計の条件にもとづき，外力による曲げモーメントに安全率1.2を乗じた
ものを管の抵抗モーメントとし，最適径の PC 鋼材から計算したプレストレスを用いて曲げ応力度
が等しくなる厚さを定める27)． 
プレストレス導入に必要なアンボンドPC鋼材（SWPR7BL 15.2mm 7 本より）は，製作性を考慮し
て，推進管の長さ 1m あたり，円周方向に 2 本設けるものとし，推進管の有効長に対して，合計 5
本の配置とする． 
主鉄筋量は，コンクリートの充填性向上に留意して定める必要がある，本研究では，規格に準じ
た製造会社による実績を参考にして，（有効高）×（管の有効長）で求まる有効断面積の 0.8%程度
とする．これにより，主鉄筋は，D16(SD345)を推進管の長さ方向に 24 本配置する．配力鉄筋は，
主鉄筋より一回り細いD13(SD345)を，所定のあきが得られるよう配置する． 
PC鋼材間のスペースには，組立用ガイドと，円周方向の継手に作用するせん断力に抵抗させるこ
とを目的とした鋼製接合キーを配置する．この接合キーは，経済性を考慮して，既製品(FCD450)を
適用する．この場合，接合キーが受け持つことのできる終局荷重作用時のせん断応力度を235N/mm2
とすることができる44)． 
分割型 PC 推進管は，円周方向に 2 箇所の突合せ継手を有しているが，曲げ剛性一様なリング構
造となるように，供用時にひび割れを許容しないフルプレストレスコンクリート構造とすることを
原則としている. なお，管厚は，今後，推進管の規格化をめざした設定が必要となる．現時点での
管厚は，標準的な推進管の厚さとひび割れ荷重（規格値）との関係にもとづき，内径 3000mm を超
える推進管の厚さを鉄筋コンクリート構造で数理的に求め，これに，プレストレスを導入して，最
適な厚さとする方法を提案している27).図-4.2に，鉄筋コンクリート推進管とプレストレストコン
クリート推進管による管厚とひび割れ抵抗モーメントとの関係を示す.これによれば，同一の性能
(Mc=66.5kNm/m)で，プレストレストコンクリート推進管の厚さは，鉄筋コンクリート推進管の 86%
程度と縮小できることがわかる. 
 
 
 
 
第４章 分割型 PC 推進管の実用化 
 109
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.1 実物大推進管の概要図 
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図-4.2 管厚とひび割れ抵抗モーメントとの関係 
 
 
(2) 推進管の継手構造 
 
 分割型PC推進管の円周方向の継手は，プレストレスによるコンクリートの突合せ構造となる.こ
の継手構造は，アンボンド方式を使用しているため，初期剛性は高いが，継手目開きが進行した場
合でも，ヒンジ状態となり，破壊しにくい特徴を有する.供用時には，推進管本体と同等の曲げ剛
性を保たせるため，外力が作用した状態で継手の全断面は，圧縮状態になるように，継手を推進管
の頂点から 45°ずらした位置に設ける.推進時には，推進力の一部がせん断力として継手に作用す
る可能性があるため，接合キーで対抗させる．円周方向の継手の止水方法は，接合面にシール溝を
設け，水膨張性シール材を貼る．この水膨張性シール材（硬度JIS-A38・水膨張率2.5 倍）は，埋
め込み鋼製カラーの補強リブ板に設ける止水ゴムと接続するため，鋼製カラーの継手背面を切り欠
き，ゴム同士を接着する．そののち，無収縮の急結モルタルを充填して，表面に水性エポキシ樹脂
配合複合塗膜防水材を塗布する．差し口側は，ゴム輪を弾性状エポキシ樹脂系接着剤で接着後，水
膨張性シール材とゴム輪を水膨張ゴム弾性シール材で結合する．止水関連のゴム材をすべて連続さ
せることで，推進管背面からの地下水を遮断することができる． 
 管軸方向の継手構造は，継手性能JBまたはJC（Wジョイント管）45)を適用する．埋め込み鋼製カ
ラーは，推進管を接合したのち，継手を溶接する必要がある.この溶接熱により，推進管コンクリ
ートや止水ゴムが損傷しないように，推進管の内面側にセラミック製の遮熱板を配置する.図-4.3
に円周方向の継手（接合面）の概要を示す. 
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図-4.3 円周方向の継手（接合面）；内径3500mm推進管 
 
 
(3) 推進管の性能評価 
 
 分割型PC推進管を実施工に適用する際，品質を規定する試験（性能試験）を実施する必要がある．
このうち，推進管の強度を確認する目的で実施されるものとして，外圧試験が規定されている46)．
内径3000mmを超える推進管についても，この規定に準じた試験を行い，推進管の品質を確認する必
要がある．そこで，分割型PC推進管の性能に関する本体および継手の評価方法を検討する． 
 
a) 推進管本体の評価方法 
 従来の規格では，推進管の呼び径ごとに管の外圧強さ（試験値）が表示されている47)．このうち，
ひび割れ荷重（規格値）は，管に幅0.05mmのひび割れが生じたときの試験機が示す荷重を有効長で
除した値とされている．分割型PC推進管のひび割れ発生荷重は，これまで，計算で求められる破壊
荷重の50%を目標値として示してきた．しかしながら，ひび割れ発生荷重は，プレストレス量によ
って変わり，破壊荷重は，主にコンクリートの圧縮強度や主鉄筋量に左右される．実際，載荷試験
データーが蓄積されていない中，現時点では，双方の因果関係から性能の指標を見いだす十分な根
拠が得られていない．そこで，本研究では，分割型PC推進管の外圧強さを規定するうえで，ひび割
れ発生荷重に対する評価方法を新たに提案する． 
 「全国ヒューム管協会」は，鉄筋コンクリート管のひび割れ抵抗モーメントを求める式を提案し
ている48）．分割型PC推進管は，アンボンド方式を採用しているため，軸力に関する項にプレストレ
スに相当する応力度を算入すると，次式が得られる． 
 
 
 
接合用ゴム輪
止水ゴム
接合キ－ シ－ス
継手用ゴム輪
補強リブ板
遮熱板 埋込み鋼製カラ－
水膨張ゴム弾性シール材 推進力伝達材
水膨張性シール材
水性エポキシ樹脂配合複合塗膜防水材＋急結モルタル
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(4.1) 
 
 
ここに， 
Mr：ひび割れ抵抗モーメント(kNm) 
I：断面2次モーメント(m4) 
m：コンクリートの引張弾性係数と圧縮弾性係数との比 
h：管厚(m) 
x：圧縮縁から中立軸までの距離(m) 
σbt：コンクリートの曲げ引張応力度(kN/m2) 
⊿σp：有効プレストレスによる応力度(kN/m2) 
 
また，コンクリートの曲げ引張応力度σbtには，2002年制定土木学会コンクリート標準示方書【構
造性能照査編】のコンクリートの曲げひび割れ強度 fbck を適用する49)． 
 
(4.2) 
 
ここに， 
kob：コンクリートの引張軟化特性に起因する引張強度と曲げ強度の低下を表す係数 
k1b：乾燥，水和熱など，その他の原因によるひび割れ強度の低下を表す係数 
f’ck：コンクリートの設計基準強度(kN/m2) 
 
 分割型PC推進管の外圧試験は，管材の安定性に配慮し，水平載荷で行う．そこで，ひび割れ発生
荷重Pcと載荷点に生じるひび割れ抵抗曲げモーメントMrとの関係は，管材自重分を無視できるため，
管厚の中心半径をRとすると，次式で示される50)． 
 
(4.3) 
 
 一方，内径3000mmを超える管渠は，雨水のみを流下あるいは貯留させる用途のものを含む．この
場合，一般のコンクリート構造物としての設計手法を用いることも合理的となる.たとえば，外力 
によって生じる曲げひび割れに対し，鋼材の腐食に対する環境条件の区分に応じた許容ひび割れ幅 
 
( ) ( )pbtr xhm IM σΔσ +⋅−=
( )32230 /cklbobbck 'f.kkf ×⋅⋅=
R.
MP rc ⋅= 3180
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7.0
20'
15 ++= cf
 
を用いて照査する方法がある．2002年制定土木学会コンクリート標準示方書【構造性能照査編】は，
外力によって生じるひび割れ幅wの算定方法および許容ひび割れ幅waを規定している51). 水密性に
対する許容ひび割れ幅waは，高い水密性を確保する場合に0.1mmを目安に照査することができる． 
 
 
(4.4) 
 
 
ここに， 
k1：鋼材の表面形状がひび割れ幅に及ぼす影響を表す係数（異径鉄筋の場合1.0） 
k2：コンクリートの品質がひび割れ幅に及ぼす影響を表す係数         
fc’：コンクリートの圧縮強度(N/mm2) 
k3：引張鋼材の段数の影響を表す係数        
n：引張鋼材の段数 
c：かぶり(mm) 
cs：鋼材の中心間隔(mm) 
φ：鋼材径(mm) 
ε’csd：コンクリート収縮およびクリープ等によるひび割れ幅の増加を考慮するための
数値 
σse: 鋼材位置のコンクリート応力度が0の状態から鉄筋の応力度の増加量(N/mm2) 
σpe：鋼材位置のコンクリート応力度が0の状態からPC鋼材応力度の増加量(N/mm2) 
Es：鉄筋のヤング係数(N/mm2) 
Ep：PC鋼材のヤング係数(N/mm2) 
 
 
許容ひび割れ幅を照査する方法では，外力によって生じる引張鉄筋の応力度を求める必要がある.
分割型PC推進管は，アンボンド方式を採用しているため，外力により生じる軸力にプレストレス力
を足し合わせ，複鉄筋長方形コンクリートはりの計算式で，鉄筋の応力度を求めることができる52). 
式(4.8)で得られたσsを式(4.4)のσseに代入し，ひび割れ幅wを求める．ひび割れ幅wが許容ひび割
れ幅wa 0.1mm以下となるよう断面諸元を定める． 
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(4.5) 
 
 
(4.6) 
 
 
(4.7) 
 
 
 
(4.8) 
 
ここに， 
x：圧縮縁から中立軸までの位置(mm) 
h：管厚(mm) 
e：断面図心から軸力の作用点までの距離(mm) 
n：Es/Ec 
b：推進管の有効長(mm) 
As’：引張鉄筋量(mm2) 
As：圧縮鉄筋量(mm2) 
c’：断面図心から圧縮鉄筋までの距離(mm) 
c：断面図心から引張鉄筋までの距離(mm) 
M：曲げモーメント(Nmm) 
N：軸方向力(N) 
Pe：有効プレストレス(N) 
σc：圧縮縁におけるコンクリートの応力度(N/mm2) 
σs：引張鋼材の応力度(N/mm2) 
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 つぎに，分割型PC推進管では，ひび割れ発生荷重を超えて載荷を続ける際，本体の抵抗力が限界
に近づくと，円周方向に配置した継手の曲げ剛性が低下し，変位が増大する．最大荷重時では，本
体および継手の圧縮領域の破壊が顕著となる.現時点では，この複雑な破壊機構を解明できる手法
を提案するに至っていない.そこで，推進管本体の曲げ耐力を等価応力ブロックの考え方を用いる
方法で算定する9)10)．また，曲げ剛性一様なリングの考えに基づいた式(4.3)と同様に，破壊荷重Pu
は，式(4.11)によって計算できる． 
 
 
(4.9) 
 
 
(4.10) 
 
 
(4.11) 
 
 
ここに， 
Pe：有効プレストレス(kN) 
Pu：破壊荷重 
f’ck：コンクリートの設計基準強度(kN/m2) 
x：中立軸(m) 
b：推進管の有効長(m) 
As：鉄筋の断面積(m2) 
fy：鉄筋の降伏強度(kN/m2) 
Mu：曲げ耐力(kNm) 
d：有効高(m) 
d’：コンクリートの上縁から緊張材の位置(m) 
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 以上の提案式を用いて，計算されるひび割れ発生荷重および破壊荷重の計算結果を表-4.1に示す．
表-4.1には，鉄筋が許容引張応力度σsa=180N/mm2 となる抵抗モーメントから計算される荷重も示し
ている．これによれば，破壊荷重の計算値に対しては，表-4.1①の結果が下限値を与え，ひび割れ
発生荷重の算定には，式(4.3)を用いるのが妥当と考える． 
 
表-4.1 ひび割れ発生荷重計算結果の比較 
項目 単位 呼び径3500 呼び径4000 呼び径4500 呼び径5000
内径 (mm) 3500 4000 4500 5000
外径 (mm) 4050 4600 5150 5700
管厚さ (mm) 275 300 325 350
単位長さ当りの重量 (kN/m) 78 97 118 141
長さ (m) 2.43 2.43 2.43 2.43
全重量 (kN) 190 237 288 343
主鉄筋 (cm2/m) 18.4 20.4 22.4 24.4
有効高さ (mm) 230 255 280 305
かぶり (mm) 45 45 45 45
プレストレス (kN/m) 240 370 660 940
ひび割れ発生荷重　① (kN/m) 110.2 124.9 155.5 184.5
①/④ 40% 40% 42% 43%
ひび割れ発生荷重　② (kN/m) 110.9 134.6 178.5 218.4
②/④ 40% 43% 48% 51%
ひび割れ発生荷重　③ (kN/m) 148.0 175.2 223.6 268.1
③/④ 54% 56% 60% 63%
破壊荷重　④ (kN/m) 274.2 311.7 371.0 426.4
④/④ 100% 100% 100% 100%
備考
　④　等価応力ブロックを用いて計算される終局曲げモーメントから求まる荷重
　②　ひび割れ幅の検討を省略できる鉄筋の引張応力度（σs=120N/mm
2 ）となる曲げモーメントから
　　　求まる荷重　
　①　プレストレスを考慮したひび割れ抵抗モーメントから求まる荷重
　③　鉄筋の許容引張応力度(σsa =180N/mm
2 )となる抵抗モーメントから求まる荷重
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b) 円周方向の継手の評価方法 
 円周方向の継手に要求される強度面での性能としては，表-4.2に示す内容が考えられる．このう
ち，推進管の性能を確認するうえで必要な継手目開き開始荷重，および破壊荷重について，評価方
法を提案する． 
 
 
表-4.2 円周方向の継手の性能 
設計の対象とする荷重 円周方向の継手に対する要求性能 
推進管の自重 
・ 推進管を吊り上げた際，継手に生じる面外
せん断力に対し，継手が滑動しないこと． 
鉛直等分布荷重 
（土圧および水圧） 
・ 継手の全断面に外力とプレストレスによる
圧縮応力度が作用していること． 
・ 継手に生じる面外せん断力に対し，継手が
滑動しないこと． 
施工時荷重 
（推進力，周面抵抗力等）
・ 止水性や管渠の連続性確保の観点から，継
手の目開き，および推進方向の相対変位を
許容値以下とすること． 
・ 推進力の偏心や周面抵抗力が卓越する際に
生じるせん断力が，接合キーの断面耐力以
下であること． 
地震時の影響 
・ 継手に若干の漏水および圧縮縁側コンクリ
ートの局部的損傷を許容するが，PC 鋼材が
降伏かつ破断し，管渠が崩壊しないこと． 
備考 
（適用の限界） 
・ 特別な事情により，継手を曲げの影響が最
も小さくなる頂部から 45°の位置に配置す
ることができない場合． 
・ 内径5000mmを超える推進管において，最適
なPC鋼材の径と本数が得られない場合． 
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円周方向の継手は，外力による曲げモーメントの影響が最も小さくなる位置に設ける．継手位置
を載荷点から45°225°とし，載荷荷重を水平1方向から作用させる外圧試験を行う場合，荷重と継
手位置での曲げモーメントとの関係は，管材自重分を無視できるため，次式で示される． 
 
 
(4.12) 
 
 
ここに， 
Mj：継手位置での曲げモーメント(kNm) 
P：水平1方向からの載荷荷重(kN) 
R：管厚中心半径(m) 
 
 円周方向継手に法線方向から作用する外力と導入プレストレスがつりあうまでは，継手目開きが
生じないものとすると，継手目開きの開始モーメントMjg，および継手目開き開始荷重Pjgは，次式
で示される．外圧試験では，推進管本体のひび割れ発生荷重時に，円周方向の継手の目開きが生じ
ていなければ，つまり，継手の目開き開始荷重Pjgが，ひび割れ発生荷重Pcよりも小さいことがわか
れば，継手全断面に圧縮力が作用しており，この段階で，曲げ剛性一様なリングの構造が成立して
いると考えられる． 
 
(4.13) 
 
 
(4.14) 
 
 
ここに， 
Mjg：継手目開き開始モーメント(kNm) 
σp：導入プレストレスによる圧縮応力度(kN/m2) 
Z：断面係数(m3) 
Pjg：継手目開き開始荷重(kN) 
 
 
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⋅
=
o45
2
13180 sin.R
M
P j
ZM pjg ⋅= σ
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⋅
=
o45
2
13180 sin.R
M
P jg
gj
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 つぎに，円周方向の継手が目開きを開始したのち，さらに載荷を続けると，載荷点側を支点とし
て回転し，ヒンジ状態の変形が進行する．継手の断面は，圧縮領域の抵抗力と導入プレストレスと
のつりあいが保てなくなった状態で，コンクリートの圧縮縁側が破壊する．このとき，PC鋼材が先
行して破断しないよう設計上の配慮が必要となる．継手が圧縮破壊する際の曲げモーメント Mju，
および継手の破壊荷重Pju，は，式(4.9)，式(4.10)から，鉄筋に関する項を除き，PC鋼材を断面の
中心に配置する場合に，次式で算定できる． 
 
 
(4.15) 
 
 
(4.16) 
 
 
(4.17) 
 
 
ここに， 
Pe：有効プレストレス(kN) 
f’ck：コンクリートの設計基準強度(kN/m2) 
x：中立軸(m) 
b：推進管の有効長(m) 
Mju：継手の曲げ耐力(kNm) 
h：管厚(m) 
Pju：継手の破壊荷重(kN) 
 
 
 
 
 
 
 
 
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −= x.hPM eju 402
bxf
P
x
ck
e
⋅⋅⋅⋅= 8.0'85.0
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⋅
=
o45
2
13180 sin.R
M
P ju
uj
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3. 平板モデルを用いた 強度試験 
 
実物大推進管を用いた性能確認試験に先立ち，推進管を平板にモデル化した載荷試験を実施し，
単体および継手の曲げ剛性，継手のせん断剛性と強度を確認した53)54）. 
 
(1)  単体曲げ試験 
 
a) 目的・方法 
推進管本体のひび割れ発生荷重および最大荷重，ひび割れ発生から破壊に至る性状を確認する.
供試体は，幅972mm，厚さ250mm，長さ2000mmの鉄筋コンクリート製平板供試体に，φ15.2mmのア
ンボンドPC鋼より線を2本用いて，有効プレストレス240kNを導入する.コンクリートの設計基準
強度は，実物大推進管の設計条件を考慮してσck＝70N/mm2とし，主鉄筋SD345-D16は，コンクリー
ト有効断面積の 0.8%程度配置する. 図-4.4 に供試体の概要を示す. 試験方法は，供試体を支点間
距離が1800mmとなるよう載荷装置にセットし，中心から200mmの離隔で鉛直上方から載荷する.計
測項目は，載荷荷重，鉛直変位，緊張力，鉄筋，およびコンクリートのひずみ等とする. 写真-4.1
に試験装置を示す. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.4 単体曲げ試験の供試体 
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写真-4.1 単体曲げ試験の装置 
 
b) 結果 
図-4.5に載荷荷重と支間の中央鉛直変位および緊張力との関係を示す.載荷荷重182kN のとき，
載荷点間の中央下縁に最大幅 0.1mm のひび割れを目視で確認した.載荷荷重 520kN で引張鉄筋ひず
みの急増とともに，ひび割れ幅が増加した.最大荷重661kNで鉛直変位が24.5mmとなり，供試体の
上縁側コンクリートが圧縮破壊し，荷重が急激に低下した.緊張力は，載荷荷重 520kN を超えると
増加し，変位と同様の推移を示した.ひび割れ発生荷重は，前節を参考にした計算値 179.8kN とほ
ぼ同等となった．また，最大荷重は，前節を参考にした破壊荷重の計算値486.7kNの約1.4倍とな
った．破壊状況を写真-4.2に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.5 荷重と鉛直変位および緊張力との関係 
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写真-4.2 破壊状況 
 
 
(2)  継手曲げ試験 
 
a) 目的・方法 
円周方向の継手部分のひび割れ発生荷重および最大荷重，継手下面の目開き量，ひび割れ発生か
ら破壊に至る性状を確認する.供試体は，単体曲げ試験で用いた供試体と同様，幅972mm，厚さ250mm，
長さ1000mmの鉄筋コンクリート製の平板供試体2体を突き合わせる.φ15.2mmのアンボンドPC鋼
より線を2本用いて，有効プレストレス240kNを導入して接合する. 図-4.6に供試体の概要を示す.
試験方法は，単体曲げ試験と同様，供試体を支間距離が 1800mm となるよう載荷装置にセットし，
接合面から 200mm の離隔で鉛直上方から載荷する.計測項目は，載荷荷重，鉛直変位，緊張力，継
手目開き量，鉄筋，およびコンクリートのひずみ等とする. 写真-4.3に試験装置，載荷状況を写真
-4.4に示す． 
 
 
 
 
 
 
第４章 分割型 PC 推進管の実用化 
 123
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.6 継手曲げ試験の供試体 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真-4.3 継手曲げ試験の装置             写真-4.4 載荷状況 
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b)  結果 
 図-4.7に載荷荷重と継手部の鉛直変位および緊張力との関係を示す.載荷荷重22kNのとき，継手
目開きが生じ，50kNで変位が微増した.載荷荷重80kNのとき，継手上縁に生じた最大幅0.1mmのひ
び割れを目視で確認した.載荷荷重 90kN を超えた段階で，変位が直線的に急増した.変形の過程で
は，継手上縁を回転中心としてヒンジ状に折れ曲がるような変形となった.最大荷重 129kN で変位
は 29mm となり，継手部での上縁コンクリートの局部的な圧縮破壊により，荷重低下が見られた．
この鉛直変位は，除荷後にほぼ0に戻った．継手曲げ試験時の最大荷重は，単体曲げ試験最大荷重
の 20%程度となった．緊張力は，載荷荷重 70kN を超えて急増し，最終的に 412kＮに達したが，PC
鋼材の降伏荷重444kN 以下であった.鉄筋ひずみと下縁コンクリートひずみは，ともに最大で60μ
程度であった．なお，継手目開きの開始荷重は，前節を参考にした計算値 21.8kN とほぼ等しくな
り，最大荷重は，前節を参考にした破壊荷重の計算値77.5kNの1.7倍程度となった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.7 荷重と鉛直変位および緊張力との関係 
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(3)  継手の面外せん断試験 
 
a) 目的・方法 
推進管の継手部分の面外せん断力によるひび割れ発生荷重，最大荷重，破壊性状を確認する 55).
供試体は，幅 1215mm，厚さ 250mm，長さ 1000mm の鉄筋コンクリート製平板供試体 3 体を突き合わ
せる.φ15.2mmのアンボンドPC鋼より線は，3本使用し，有効プレストレス300kNを導入して接合
する．接合面には，φ28mm接合キー(FCD450)2本を配置する. コンクリートの設計基準強度は，実
物大推進管の設計条件を考慮してσck＝70N/mm2とし，主鉄筋量SD345-D16は，コンクリートの有効
断面積の 0.8%程度とする. 図-4.8 に供試体の概要を示す. 試験方法は，接合した供試体 3 体の両
端部ピースをPC鋼棒と治具で反力床に固定し，継手付近の載荷方向の変位を拘束する.中央ピース
の継手付近2箇所を同時に載荷し，中央ピースを押し抜き，両方の接合面にせん断力を加える. 写
真-4.5に試験装置を示す. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.8 継手の面外せん断試験の供試体 
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b) 結果 
図-4.9に載荷荷重と継手の相対変位および緊張力との関係を示す．載荷荷重300kNまでの変位は
0.2mm以下と微小であった．載荷荷重300kNを超えると，変位が漸増し，載荷荷重903kNで変位が
4mmに達し，荷重値が横ばいとなった．最大荷重916kN，変位7mmの時点で，上面が急激に剥離し，
荷重低下が生じた．緊張力は，載荷荷重900kNまでは，微小増加となった．破壊性状は，接合キー
部分におけるコンクリートのコーン破壊56)57)であった．破壊状況を写真-4.6に示す．破壊荷重の計
算値は810kNであり，最大荷重は，計算値の1.1倍程度で近い値となった．なお，コンクリートの
コーン破壊が生じたのちも，載荷を続けたところ，プレストレスによる拘束と見られる荷重増加が
生じ，終局時は，接合キー2本の破断と同時に，継手下面のコンクリートが抜け落ちた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真-4.5 継手面外せん断試験の装置          写真-4.6 破壊後の供試体 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.9 載荷荷重と相対変位および緊張力との関係 
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(4)  継手の面内せん断試験 
 
a) 目的・方法 
推進管の継手部分の面内せん断力によるひび割れ発生荷重，最大荷重，破壊性状を確認する.供
試体は，継手の面外せん断試験で使用したものと同じ供試体とする. 図-4.10 に供試体の概要を示
す.試験方法は，接合した供試体を載荷装置に対し，鉛直上にセットし，載荷条件は，継手の面外
せん断試験と同様とする. 写真-4.7に試験装置を示す. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.10 継手の面内せん断試験の供試体 
 
b) 結果 
図-4.11に載荷荷重と継手の相対変位および緊張力との関係を示す．載荷荷重400kN までは，変
位も 0.10mm 以下であり，接合キーにひずみが生じなかった．載荷荷重 400kN を超えると，変位が
漸増した．最大荷重999kNで相対変位が5mm程度となり，急激な荷重低下が生じた．緊張力は変化
もなく，鉄筋およびコンクリートのひずみの推移は，微小な範囲であり，供試体にひび割れ等の損
傷は生じなかった．破壊性状は，接合キー2本の破断であった. 写真-4.8に破壊後の供試体を示す.
接合キー4本分の破断荷重の計算値は，580kNであり，最大荷重は計算値の1.7倍程度となった． 
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写真-4.7 継手面内せん断試験の装置            写真-4.8 破壊後の供試体 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.11 載荷荷重と相対変位および緊張力との関係 
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(5)  試験結果のまとめ 
表-4.3に試験結果の一覧を，表-4.4に耐荷力に対する破壊現象を整理したものを示す． 
 
表-4.3 平板モデル試験結果の一覧 
試験項目 試験荷重 
計測値① 
(kN) 
計算値② 
(kN) 
①/②
ひび割れ発生荷重 182.0 179.8 1.0 
単体曲げ試験 
最大荷重 661.0 486.7 1.4 
継手目開き荷重 022.0 021.8 1.0 
継手曲げ試験 
最大荷重 129.0 77.5 1.7 
継手せん断試験（面外） 最大荷重 916.0 810.0 1.1 
継手せん断試験（面内） 最大荷重 999.0 580.0 1.7 
 
表-4.4 部材の耐荷力に対する破壊現象 
項目 破壊現象 
単体の曲げ耐力 
・ 荷重増加とともに，プレストレスが減少し，コンクリート下縁側にひび
割れが生じる． 
・ 主断面の曲げ剛性が低下し，ひび割れが増加する． 
・ 主鉄筋が降伏すると，鉛直方向の変位が急増する． 
・ コンクリート上縁側に剥離が生じ，最終的に圧縮破壊に至る． 
計算値の検証 
・ アンボンド方式の鉄筋コンクリートはりの曲げ耐力から求める． 
・ 計測値は，計算値の1.4倍で，安全側の指標が得られた． 
継手の曲げ耐力 
・ 荷重増加とともに，全断面に作用しているプレストレスによる圧縮力が
低下する． 
・ 断面下縁の圧縮力が0になった時点から，継手が目開きを開始する．PC
鋼材が伸びて，緊張力が増加する． 
・ 断面上縁を中心に，ヒンジ状に折れ曲がる変形が増大する．PC 鋼材の
緊張力の増加が顕著になる． 
・ 断面上縁のコンクリートが局部的に圧縮破壊を生じ，荷重が低下する．
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計算値の検証 
・ 単体の曲げ耐力計算式から，鉄筋の項を除いた計算式で求める． 
・ 計測値は，計算値の1.7倍で安全側の推定ができるが，精度が十分では
ない．継手の回転による剛性低下を考慮する必要がある． 
継手のせん断耐力 
（面外） 
・ 荷重増加とともに，継手に作用しているプレストレスによる摩擦力が低
下する． 
・ プレストレスによる摩擦力が0に近づくとともに，せん断キーの挿入余
裕量分だけ，継手が上下にずれる． 
・ 接合キーの下端部分が，継手部分のコンクリートを局部的に支圧し，荷
重が増加する． 
・ 接合キーが継手の下端コンクリートをコーン形状に押し抜き，荷重が低
下する． 
・ コンクリートが抜け落ちて，破壊に至るまで，PC 鋼材の緊張力は，ほ
とんど変化しない． 
計算値の検証 
・ 接合キーの軸中心からコンクリート下縁側に向けて 45°の範囲の円錐
形の滑り面を想定し，その面積に相当するコンクリートの付着力を計算
する．接合キーの本数を乗じて求める． 
・ 計測値は，計算値の1.1倍で，精度の良い指標が得られた． 
継手のせん断耐力 
（面内） 
・ 荷重増加とともに，継手に作用しているプレストレスによる摩擦力が低
下する． 
・ プレストレスによる摩擦力が0に近づくとともに，せん断キーの挿入余
裕量分だけ，継手が上下にずれる． 
・ 載荷面積が狭いうえ，プレストレスによる拘束力が大きく，せん断キー
に軸部に単純せん断力が作用する． 
・ 荷重増加を続けて，せん断キーの耐荷力を超えた時点で，接合キーの軸
部が破断して，荷重が低下する． 
計算値の検証 
・ 接合キー1本当たりのせん断耐力から，総本数を乗じて求める． 
・ 計測値は，計算値の1.7倍で安全側の推定ができるが，精度が十分では
ない．接合キーの拘束力を別途考慮する必要がある． 
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(6) 考察 
単体および継手曲げ試験の結果により，アンボンド方式を用いた推進管では，単体のひび割れ剛
性が向上し，変位と緊張力の推移は，ほぼ等しく，破壊荷重の計算値を超えた段階で，急増する傾
向にある．PC鋼材の強度を考慮すれば，プレストレスを軸力とした部材の設計が可能となる.また，
本体と比較して，継手単独の曲げ剛性は低いが，復元力に優れる．そこで，継手は，外力による曲
げの影響が大きくなる位置をさけて使用するほうがよいと言える．一方，変位と緊張力の推移は，
継手の目開き量に依存する．PC鋼材が破断しなければ，コンクリートの圧縮縁が徐々に欠損しなが
ら，ヒンジ状の回転を続け，変位だけが増大するため，部材全体の脆性的破壊は生じにくくなるも
のと考える．これにより，分割型 PC 推進管では，供用時の静的荷重に対しては，本体のひび割れ
強度と継手の初期剛性で対抗し，地震力などのような動的かつ過大な荷重に対しては，本体の終局
強度と継手の変形能力で対抗できる合理的な構造となる．推進管の性能を評価するうえで，ひび割
れ発生荷重の計算値は，計測値とほぼ等しく，実物大の推進管に対しても適用できる．また，破壊
荷重の計算値は，終局時に本体が破壊するものとすれば，計測値は，継手剛性の低下を考慮しない
計算値の1.4倍程度となり，実物大推進管に適用する際の目標値とすることができる． 
接合キーを設けた継手のせん断試験結果により，アンボンド方式を用いた推進管では，導入プレ
ストレス相当の荷重段階では，摩擦を伴う拘束力により，継手のせん断剛性が高い.また，せん断
破壊に至るまでの緊張力変化は小さく，PC 鋼材への影響も少ない.せん断力に対する継手の設計で
は，面外方向に対しては，コンクリートの強度に，面内方向に対しては，接合キーの強度に着目す
ればよいことが示された. 
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4. 実物大モデルを用いた性能確認試験 
 
 実施工に適用できる仕様で製作された分割型 PC 推進管を用いて，品質を規定するための試験方
法により，所要性能の確認を行う58)． 
 
(1) 供試管の概要 
 本研究で用いる推進管の仕様を表-4.5に示す. 
 
表-4.5 供試管の仕様 
項目 形状寸法・荷重 
推進管の内径 3500 mm 
推進管の管厚 0250 mm 
推進管の有効長 2430 mm 
コンクリートの設計基準強度 0070 N/mm2 
主鉄筋(SD345 D16) 4766 mm2 
PC鋼より線(1S15.2mm) 0694 mm2 
有効プレストレス 0600 kN 
 
 
供試管は，緊張組立の完了後に，設計上，必要な内空寸法が得られるように加工された円筒型の
鋼製型枠を 1 基使用する.型枠構造は，管材の内面側と差し口側となる底板を一体化し，管材の外
周面となる外側型枠を脱着可能とした.受口側は，上面になり，打設したコンクリートの仕上げを
必要とする.円周方向の継手には，仕切り板を設けて，1回のコンクリート打設で推進管1本分を製
作する.埋め込み鋼製カラーは，型枠頂部にボルトで固定し，浮き上がりを防止する.また，鉄筋は，
あらかじめ籠状に組み立てたものを型枠にセットすることで，組立作業の省力化を図る.コンクリ
ートは，ホッパーで打設し，締固めには，棒状および箱型バイブレーターが使用できる. 本研究で
は，コンクリートの設計基準強度は，設計条件にもとづく推進力の計算より，70N/mm2 とした．ま
た，高炉スラグを混入したコンクリートの初期強度を増加させる対策として，蒸気養生（60°6 時
間），水中養生（3 日間）などを併用し，所定の材令（σ14）に対するコンクリートの圧縮強度を確
保した．写真-4.9に鋼製型枠，写真-4.10に鉄筋およびシースの組立状況を示す. 
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   写真-4.9 円筒型の鋼製型枠          写真-4.10 鉄筋およびシースの組立 
 
(2) 緊張組立試験 
 
a) 目的・方法 
 分割型 PC 推進管は，現場で組み立てることを前提としている．そこで，分割した推進管の接合
から，PC鋼材の挿入と緊張定着，円周方向の継手を安全な位置に移動するための推進管の回転に至
る作業性，および組立に要する作業時間を把握する.試験方法は，あらかじめ用意してある鋼製架
台上に，推進管の下半の管材を水平に吊り下ろし，接合キーをガイドとして，上半の管材を重ねる
ように組み合わせる.そののち，下半の管材の内面側に設けた緊張作業用の切り欠き部から，PC 鋼
材を1本づつ，計5本挿入する.緊張作業は，管材の中央部に配置してあるPC鋼材から始め，前後
交互の順番で行う.プレストレスが導入され，推進管が一体化された状態で，管材の片側外面のイ
ンサートに仮設用フックを取り付け，門型クレーンにより管材を鉛直上方に引き上げることにより，
円周方向の継手を管の頂点から 45°の位置まで回転させる.なお，鋼製架台と推進管の間には，摩
擦低減材として，テフロンシートを敷いておく59). 
 
b) 結果 
 分割した推進管の吊り上げ，吊り下ろしは，管材の内外面に設けたインサートに仮設用フックを
取り付け，4本のワイヤを用いることにより，バランス良く安全に行うことができた.推進管の接合
は，円周方向の継手に配置した接合キーをガイドとすることで，迅速で精度の高い接合が可能とな
った.PC 鋼材の挿入と緊張作業は，機器の操作等を手順どおりに行うことで，滞りなく実施するこ
とができた.推進管の回転作業は，推進管の外周面とテフロンシート間の静的摩擦が切れる際も，
門型クレーンに過大な負荷をかけることなく，容易に行うことができた.写真-4.11に推進管の接合 
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作業，写真-4.12 に PC 鋼材の緊張定着作業，写真-4.13 に推進管の回転作業の状況を示す. また，
推進管の組立に要した時間を表-4.6に，推進管の内径寸法の計測結果を表-4.7に示す. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   写真-4.11 推進管の接合            写真-4.12 PC鋼材の緊張定着 
 
表-4.6 推進管の組立作業時間 
表-4.2 推進管組立作業時間               
 
 
 
 
 
 
 
写真-4.13 推進管の回転 
 
表-4.7 内径寸法の計測結果 
計測位置 
緊張前 
(mm) 
緊張後 
(mm) 
差 
(mm) 
受口 3501 3500 ＋1.0 鉛直 
方向 差し口 3500 3498 ＋2.0 
受口 3500 3500 ±0.0 水平 
方向 差し口 3498 3499 －1.0 
 
作業内容 所要時間 
推進管の水平置きと接合 05分 
PC鋼材の挿入と緊張 25分 
推進管45°回転 05分 
差し口側のゴム輪装着 15分 
鋼製カラーの継手溶接 30分 
吊り具用インサートの穴埋め 10分 
アンボンドPC鋼材 
引張装置による 
PC鋼材の緊張 
テフロンシート
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緊張力を導入する際の管材の挙動は，計測装置の都合上，鋼製架台上に縦置きで組み立てた推進
管を用いて確認した.図-4.12 に円周方向の継手に設けたπ型変位計と緊張ジャッキに設けたロー
ドセルにより測定した緊張力と継手目開きの計測結果を示す.接合面に設けた水膨張性シール材の
突出量は，2.0mmであったが，組み立て時に残った継手目開きは，PC鋼材5本分の緊張により完全
に 0 となった.なお，受口側内面の位置では，鋼製架台表面の不陸により，接合面の一方の鉛直精
度が十分でなく，緊張前に4mm程度の継手目開きが残っていたために，継手の閉じる量は大きくな
った. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.12 緊張力と円周方向の継手目開きとの関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
中央 下2段 上2段 上1段 下1段
-5.0
-4.0
-3.0
-2.0
-1.0
0.0
0 200 400 600 800 1000
導入緊張力の累計(kN)
継
手
目
開
き
(m
m
）
受口側外面 受口側内面
差し口側外面 差し口側内面
1本目 2本目 3本目 4本目 5本目
 136
 
図-4.13には，PC鋼材1本を片引き緊張した際，緊張端，固定端に設けたロードセルで測定した
緊張力の計測結果を示す.緊張時には，PC 鋼材とシースとの摩擦による緊張力の損失は，緊張端と
固定端の割合で，66%程度となった.定着時，PC鋼材が定着具とともに引き込まれて生じる緊張力の
損失（セットロス）は，78％程度となった.また，PC 鋼材の角度変化による摩擦係数(μ)を逆算す
ると，0.058となり，カタログ値0.06と同等となった. 
 
 
 
 
 
 
緊張端側                                  固定端側 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.13 PC鋼材の1本あたりの緊張力分布 
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図-4.14には，推進管の円周方向8箇所，管軸方向の中央断面1側線上に配置したひずみゲージ
による緊張完了後の鉄筋およびコンクリート表面のひずみの計測結果を示す.PC 鋼材の緊張が完了
した時点で，推進管の鉛直方向の断面に均等な圧縮応力度が作用する.これにより，主鉄筋とコン
クリートに，圧縮ひずみ（27μ）が生じる.計測結果によれば，ほぼ計算値に近い分布となった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.14 緊張後のコンクリートと鉄筋のひずみ分布 
 
c) 考察 
 本研究では，推進管を鋼製架台上で水平に置いて組み立てる方法を検証した.実物大の上半の管
材を吊り下ろしながら接合する作業では，雌雄の余裕が0.15mmの接合キーをガイドとすることで，
精度の高い迅速な作業性が得られた.推進管の回転作業は，門型クレーンを利用する方法で可能な
ことが実証でき，摩擦低減材となるテフロン板の効果が認められた.また，推進管の組立時間は，
推進管の接合と緊張定着作業よりも，鋼製カラーの継手の溶接時間や接着剤のオープンタイムを含
むゴム輪の装着時間などがクリティカルになる可能性が大きい.今後は，これら付帯作業時間の短
縮が課題になると考える.円周方向の継手に貼付してある水膨張性シール材は，所要の耐水圧が得
られるよう一定の硬度（弾性反発力）を有しているが，緊張力の導入により継手目開き量を0とす
ることができた.推進管の組立精度の確保については，型枠の精度向上が重要となることがわかっ
た.また，緊張力が最も低減する定着部（固定端）を半円形の管材の中央付近に集めたが，緊張力
全体の分布は，ほぼ計算値通りとなった.これは，緊張方向を交互にし，中心から受口側および差
し口側に向かい，PC鋼材を交互に緊張する方法が有効であったと考える. 
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(3) 水密試験 
 
a) 目的・方法 
分割型PC推進管の円周方向および管軸方向の継手の止水性能を確認するために行う.試験方法は，
プレストレスを導入して組み立てた推進管を2本を接続したのち，接合部分の外部より注水して，
所定の水圧を加えたまま保持する.つぎに，3分間経過後，継手部分の漏水の有無を確認する60). 試
験ケースを表-4.8，試験装置の概要を図-4.15，試験状況を写真-4.14，写真-4.15に示す. 
 
表-4.8 水密試験ケース(JB区分) 
試験ケース 試験水圧(MPa) 抜け出し長(mm) 
CASE1(水平水密試験) 0.25 40 
CASE2(曲げ水密試験) 0.25 60 
CASE3(複合水密試験) 0.20 77 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.15 水密試験装置 
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写真-4.14 水平水密試験(CASE1)          写真-4.15 試験水圧(CASE1) 
 
b) 結果 
 継手部の漏水は，すべての試験ケースで認められなかった.また，各ケースで 3 分間保持できる
最大水圧を確認した．表-4.9に試験結果を示す．水平水密試験では，最大0.4Mpa の水密性が得ら
れた． 
 
表-4.9 最大水圧 
試験ケース 最大水圧(MPa) 
CASE1(水平水密試験) 0.40 
CASE2(曲げ水密試験) 0.35 
CASE3(複合水密試験) 0.30 
 
 
c) 考察 
 継手部分の水密性を確保するためには，埋め込み鋼製カラー，および差し口を周回する止水ゴム
と水膨張性シール材との連続性が重要となる.本研究では，埋め込み鋼製カラー側は，鋼製カラー
継手部分の補強リブ板背面を切り込み，急結モルタルを充填したのち，表面に水性エポキシ樹脂配
合複合塗膜防水材を塗布する方法で，止水ゴムどうしを保護した.差し口側は，シール溝末端をや
や広くし，水膨張ゴム弾性シーリング材を注入し，シール材とゴム輪を接着させた.ペースト状の
止水材を併用する方法では，止水ゴムどうしを，直接，重ね合わせて接着する方法に比べて，やや
作業性が劣る.しかし，本研究の結果によれば，継手部分の高度な止水性を確保する手段として，
十分有効であると考える. 
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 (4) 外圧試験 
 
a) 目的・方法 
 実物大推進管の鉛直断面方向に対するひび割れ発生荷重，および最大荷重を確認する.試験方法
は，推進管を外圧試験用架台に設置し，載荷梁を介して，PC鋼棒をセンターホールジャッキで緊張
し，水平1方向から載荷する．PC鋼棒は，推進管の滑材注入孔を貫通させて上下に2段配置する.
円周方向の継手は，載荷点から 45°の位置となるような配置とする．試験装置の概要を図-4.16，
計測項目を表-4.10， 試験状況を写真-4.16， 写真-4.17，計測装置の配置を図-4.17，図-4.18 に
示す. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.16 外圧試験装置 
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表-4.10 計測項目 
項目 計測機器 
載荷荷重 ロードセル 
継手目開き π型変位計 
内空変位 高感度式変位計(CDP)・回転式変位計併用 
PC鋼より線の軸力 ロードセル 
コンクリートと鉄筋のひずみ ひずみゲージ 
ひび割れ クラックスケール（目視） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真-4.16 外圧試験の状況（側面）       写真-4.17 外圧試験の状況（正面） 
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計測項目 
○ 変位計（内空変位の計測） 
CDP型変位計測 4箇所 
回転式変位計 4箇所 
○ π型変位計（継手目開きの計測） 
内面 4箇所 
      外面 4箇所 
 
平面図 
 
 
 
 
外面側 
 
 
 
 
 
 
 
内面側 
 
 
 
 
 
側面図 
 
図-4.17 変位計およびπ型変位計の位置図 
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計測項目 
○ コンクリート用ひずみゲージ 
1段あたり10箇所×2面（内外）×3段 
○ 鉄筋用ひずみゲージ 
1段あたり10箇所×2面（内外）×3段 
1箇所あたり鉄筋の内外に貼付け，その平均値
で計測結果を示す． 
 
平面図 
 
 
 
 
外面側 
 
 
 
 
 
 
 
内面側 
 
 
 
 
 
側面図 
 
図-4.18 鉄筋およびコンクリートの表面ひずみ計の位置図 
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b) 結果 
図-4.19 に載荷荷重と載荷軸方向の内空変位および固定端で計測した緊張力との関係を示す．載
荷初期の段階では，荷重と変位との関係は，比例線形で推移した．載荷荷重282kNで，載荷軸方向
の内面側コンクリートに最大で幅 0.10mm のひび割れを確認した．ひび割れ発生荷重の計算値は，
271kN であり，計測値は計算値をやや上回った．荷重増加とともに内面側のひび割れが進展し，載
荷荷重600kNで，載荷軸直角方向の外面側のコンクリートにもひび割れが生じた．緊張力は，計算
値（固定端）が120.7kN であり，載荷初期の計測値は，118.0kN であった．一般に許容値は，計算
値の±10%のため，有効プレストレスは満足している．載荷初期の段階に一定であった緊張力は，
載荷荷重900kN付近から急増し，ひび割れ箇所と内空変位が急増した．埋め込み鋼製カラーの端部
がコンクリートから剥離するひび割れが生じて，最大荷重 1226kN（内空変位量 69.6mm）に達した
のち，荷重が低下し始め，載荷荷重 1202kN（内空変位 77.1mm）の時点で，載荷点内外面のコンク
リートが大きく剥離して破壊した．最大荷重は，コンクリートの等価応力ブロックを用いて求めた
破壊荷重の計算値709kNの1.7倍程度となった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.19 載荷荷重と内空変位および緊張力との関係 
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図-4.20 に載荷荷重と円周方向の継手目開きおよび固定端で計測した緊張力との関係を示す．載
荷荷重900kN までの円周方向の継手目開きは，0.25mm 以下であり，比例線形的な推移を示した.載
荷荷重が 1000kN を超えると，緊張力の増加とともに，継手目開き量が急増した.最大荷重 1226kN
に達した時点で，埋め込み鋼製カラーのある圧縮縁側のコンクリートが剥落した. 最大荷重は，載
荷点から継手を45°ずらした場合に，継手位置の圧縮側コンクリートが破壊する際の計算値1127kN
の1.1倍程度であった．継手目開きが開始する時点の目開き量を計測可能な1.0×10-5mmとすると，
曲げモーメントと軸力のつりあいから求めた継手目開きの開始荷重は 382kN であり，計測値は，
0.08mm 程度であった.また，接合面に貼付した水膨張性シール材の設計目開き量は2mm であり，こ
のシール材の設計目開き時での載荷荷重は，1160kNであった. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.20 載荷荷重と継手目開き量および緊張力との関係 
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図-4.21に載荷荷重と載荷点の断面内にある主鉄筋のひずみとの関係を示す.内面側（引張側）主
鉄筋のひずみは，載荷荷重が 800kN を超えた時点で非線形を示した.載荷荷重 900kN の時点で，全
断面のひずみが 2000μを超え，そののちは，ひずみが急増した.外面側（圧縮側）主鉄筋のひずみ
は，載荷荷重 900kN までは，変化が微小であったが，非線形的な急増が見られた.コンクリートの
等価応力ブロックを用いて求めた破壊荷重の計算値(709kN)時点での引張鉄筋ひずみの計測値は，
断面平均で1400μ程度であった. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.21 載荷荷重と鉄筋のひずみとの関係 
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 図-4.22に載荷荷重282kN時のコンクリート表面のひずみ分布を示す.最大幅0.10mmのひび割れ
は，載荷荷重282kNの時点で確認された．図-4.22によれば，載荷点は，0°および180°の位置に
ある.とくに180°位置にある内面側の3側線のうち，上部と中央のひずみ値が200μを超えており，
ひび割れ発生を示唆している.なお，ひび割れが発生していない箇所では，載荷軸方向および載荷
軸直角方向のひずみ分布が，対称となっており，円周方向の継手や緊張定着部等の構造的差異に関
係なく，載荷荷重が均等に作用している． 
外圧試験の結果を表-4.11に，供試管の破壊状況を図-4.23，写真-4.18に示す. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.22 ひび割れ発生時のコンクリート表面のひずみ 
 
表-4.11 外圧試験の結果 
項目 計測値 計算値 
ひび割れ発生荷重(kN/m) 116.0 111.5 
シール材の設計目開き荷重(kN/m) 477.4 － 
本体の破壊荷重(kN/m) 494.7 291.7 
継手の破壊荷重(kN/m) 504.5 463.8 
最大内空変位(mm) 77.1 － 
最大継手目開き(mm) 07.4 － 
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                    外面 
 
 
 
 
                                     内面 
 
 
 
図-4.23 供試管の破壊状況 
 
 
載荷軸方向内面側：本体曲げ引張破壊 
 
円周方向の継手内面側：曲げ圧縮破壊 
 
写真-4.18 供試管の破壊状況 
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d) 考察 
 プレストレスを導入した供試管を用いて，載荷点から継手を45°ずらして配置し，水平一軸方向
から載荷した.載荷初期の段階から荷重増加に伴い，供試管の内面にひび割れが生じたのちも，本
体の主鉄筋が降伏する荷重まで，円周方向の継手目開きは小さい.本体の主鉄筋降伏後は，緊張力
が増加するとともに，円周方向の継手目開きが進行し，内空変位が急増して本体の破壊に至る.コ
ンクリート内面のひび割れが生じる際の荷重値は，プレストレスを考慮した鉄筋コンクリート管に
生じるひび割れ抵抗モーメントの算定式により，比較的精度のよい推定が可能となる. 円周方向に
継手がある場合，継手が変形しながら荷重を負担するため，曲げ剛性一様なリングと比較して，本
体の破壊荷重が増加する．本研究では，最大荷重は，曲げ剛性一様なリングと仮定して求めた計算
値の 1.7 倍程度となる指標が得られた．したがって， 供用時の地震荷重等に対しては，継手に一
定の変形能力が期待できるため，地盤変位に追随しやすく，有利な構造となる．ただし，終局時に
おける実際の設計では，内空断面の機能が損なわれないように，外力に対する変位は，許容変位量
以下に抑える必要がある．これには，円周方向の継手目開きに対して，水膨張系シール材の設計目
開き量などが指標として利用できることを確認できた．一方，円周方向の継手目開きが開始する時
点での荷重は，計算値と計測値に有意差が認められた.これは，円周方向の接合面の平滑性が十分
でなく，継手がヒンジ状に回転しやすかったことに起因すると考える.今後は，円周方向の継手の
製作精度の向上に極力留意する．また，製作方法で克服できない場合は，プレストレスの効率よい
伝達を目的として，接合面に緩衝材を設けるなどの対策を講じる必要がある. 
ここで，これまでの試験結果から，分割型 PC 推進管を設計するうえで最も重要な鉛直断面方向
の外圧強さの考え方を整理する．推進工法用鉄筋コンクリート管の鉛直断面方向の設計手法 2)7)に
よれば，鉄筋コンクリート管のひび割れ抵抗モーメントを求める式を用いて算定したひび割れ発生
荷重の計算値は，ひび割れ荷重（規格値）の1.8倍，等価応力ブロックの考え方を用いて算定した
破壊荷重は，破壊荷重（規格値）の1.9倍となっている．これらの関係を表-4.12に示す． 
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表-4.12 外圧強さの比較  
ひび割れ荷重(kN/m) 破壊荷重（kN/m） 内径   
(mm) 計算値① 規格値② ①/② 計算値③ 規格値④ ③/④ 
1000 68.1 41.2 1.7 157.1 71.6  2.2 
2000 105.2 58.9 1.8 245.6 142.0  1.7 
3000 141.6 73.6 1.9 318.4 177.0  1.8 
平均 － － 1.8 － － 1.9 
 
 
また，これまでの試験結果の実績を勘案して，試験値は計算値より 10%程度高くなるものとする
と，従来の推進工法用鉄筋コンクリート管に適用されてきた外圧強さの関係は，ひび割れ荷重（規
格値）を1.0とすると，図-4.24のとおりに示される． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.24 推進工法用鉄筋コンクリート管（規格）の外圧強さ 
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一方，分割型 PC 推進管の実物大モデルでは，破壊荷重の試験値は，曲げ剛性一様なリング構造
とした場合の計算値の1.7 倍であるので，破壊荷重の規格値として，計算値の90%程度を見込んで
もよいと考える．また，ひび割れ発生荷重は，プレストレスを考慮した鉄筋コンクリート管のひび
割れ抵抗モーメントを求める式を用いて算定すると，試験値が計算値をやや下回ることから，推進
工法用鉄筋コンクリート管のひび割れ荷重（規格値）とひび割れ発生荷重（計算値）の関係にした
がい，規格値を計算値の60%程度と定めてみる．図-4.25に分割型PC推進管の場合の外圧強さの関
係を示す． 
したがって，分割型 PC 推進管を用いた場合であっても，従来とほぼ同様の外圧強さの関係が構
築できるため，安全性を考慮した設計手法を適用することができると考える． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.25 分割型PC推進管の外圧強さ 
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5. 第４章のまとめ 
 
実施工に適用できる仕様で製作した分割型 PC 推進管を用いて，種々の性能を検討した結果，推
進管の実用化に関する以下の知見が得られた. 
 
(1)  実物大推進管にプレストレストコンクリート構造を効果的に適用することで，円周方向の継
手を締結するための金物が不要となり，推進管本体の主鉄筋量が軽減できるため，管材の製作
費を低減することができる. 
 
(2)  分割型PC推進管の製作では，一体型成型の鋼製型枠を効率よく用いることで，精度の高い推
進管を製作することができる.また，鉄筋籠等の利用は，作業の省力化に十分寄与する.なお，
円周方向の継手の面精度が推進管の組立精度や強度を確保するうえで，重要になるため，製作
過程で十分留意する必要がある． 
 
(3)  緊張組立試験の結果によれば，分割した推進管の接合は，適切な治具や機器を使用すること
により，容易かつ安全に行うことができる.また，有効プレストレスの導入では，適切な手順と
方法により，実物大推進管に必要な所要のプレストレスを確実に得ることができる. 
 
(4)  水密試験の結果によれば，実物大モデルの接合面に水膨張性シール材を適用した場合でも，
プレストレスによって，シール溝への封入効果は期待できる．また，水膨張性シール材は，エ
ポキシ樹脂系防水材等の利用により，埋め込み鋼製カラーの補強リブ板と差し口に設ける止水
用ゴムと確実に連続させると，止水性が向上する. 
 
(5)  外圧試験の結果によれば，プレストレスを計画的に導入することにより，推進管コンクリー
ト表面に生じるひび割れを制御できる.また，載荷点から継手を 45°の位置にずらした場合，
終局時には，継手部分の曲げ剛性は低下するが，変形特性に優れるため，推進管は，脆性的破
壊に至らず，安全性が確保される. 
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第５章 結論 
 
1. 本研究の結論 
 
 近年，都市部の地下空間は，地下構造物の輻輳化や深層化が進み，トンネル技術もより高度化が
求められている．非開削都市トンネル工法では，シールド工法と推進工法が経済性に優れ，多用さ
れているが，工法適用の境界は，推進工法が管材運搬の制約から内径 3000mm という決定的尺度が
ある．しかしながら，シールド工法も完成された技術でありながら，トンネル内径が 3000mm を下
回る場合，掘進機の機内空間も狭く，セグメントを組み立てる等の切羽作業で苦渋を強いられるこ
とが多い．一方，推進工法は，内径 3000mm 以下のトンネルのみに対する適用が多く，用途が限定
されており，工法普及の足かせになっている．つまり，法規制から求められる内径 3000mm の工法
境界は，シールド工法と推進工法の双方の発展にとって大きな障壁となっていたと言える．こうし
た中，都市部の浸水対策等により，今後，中口径管渠による下水道工事が増加する見込みがあるこ
と，都市トンネル工法の建設コスト縮減が期待できること，また，推進工法関係者からの強力な支
援などを背景に，内径 3000mm を超える超大口径管推進工法の研究に着手した．そして，本工法に
適用性の高いプレストレストコンクリート構造を応用した推進管【分割型 PC 推進管】を開発し，
実用化した． 
 本研究は，超大口径管推進工法に適用する分割型 PC 推進管の基本構造を提案し，実物大モデル
の性能確認に至る過程を通じて，以下の結論に達することができた． 
 
(1) 分割型PC推進管の基本性能の評価 
 
分割した推進管をプレストレスの導入により一体化し，内径 3000mm を超える推進工法へ適用す
る工法の妥当性，実現性を検証した．分割型 PC 推進管は，プレストレストコンクリート構造を適
用することで，円周方向に機械式継手が不要となること，鉄筋コンクリート構造と比較すると，管
厚が低減できることなどから，推進工法の全般に渡って，経済性の向上が実現できる．また，円周
方向に配置するアンボンドPC鋼材の増減で，管の内径と厚さによる推進管の規格化が容易となる．
推進管の組立は，鋼製の接合キーを用いて横置き状態で組み立てると実用的で効率がよい．継手の
水密性は，水膨張性シール材を適用した接合面での止水方法により，一定の効果が認められた．外
圧に対しては，円周方向の継手を載荷点から45°ずらして，曲げモーメントの影響が最小となる配 
置とすると，継手目開きを最小限に抑えることができる．このとき，埋め込み鋼製カラーの溶接部
分は，過大な曲げ引張力を受けず，破断しにくいため，推進管の構造上では有利となる．さらに， 
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推進管の外圧強さは，等価応力ブロックを用いて算定した破壊荷重の 50%を外圧強さとする算定方
法によれば，円周方向の継手を載荷点から45°ずらした位置に設けた場合に，設計上，安全側の指
標が得られる．ただし，今後は，試験データーを多く収集することにより，精査を必要とする．さ
らに，管軸方向の強度を確保するためには，円周方向の継手に過大なせん断力が集中しないよう，
推進力伝達材の適正な形状，および配置に留意することが肝要となる． 
 
(2) 分割型PC推進管の曲線推進への対応 
 
分割型 PC 推進管の曲線推進に対する適合性の検討，および模型推進管を用いた曲線推進の確認
実験を行い，実施工の可能性を検証した．内径 3000mm を超える分割した推進管は，従来の標準工
法の指針に準じた曲線推進の適合性を検討して，適切な曲線半径，推進管の長さ，推進力に配慮す
れば，曲線推進への対応が可能となる．ただし，推進管の長さを規定する場合は，運搬重量等の要
因も影響するため慎重な配慮が必要となる．円周方向に継手を有する分割した推進管を曲線中で推
進しても，継手部分が抵抗力とはならず，推進力に対する影響はほとんどない．よって，従来の推
進工法用鉄筋コンクリート管と同様，許容推進力の照査による設計が適用できる．また，曲線推進
では，継手が管の頂点から0°180°の位置にある場合は，継手目開きが進行し，実用上問題がある．
継手が管の頂点から 45°225°の位置にある場合は，管軸方向のずれを生じさせないよう構造的に
拘束力を与える必要がある．ただし，応力集中が生じないよう部材の剛性にも留意しなければなら
ない．円周方向の継手の設計手法を提案するため，管軸方向の荷重分布を単純ばりで模式化して試
算し，実験結果を用いて検証した結果，継手に作用するせん断力は，曲線外側に作用する推進管の
周面抵抗力の影響を受けることがわかった．実際の設計条件を十分反映したモデルにより推進力の
分布が推定できれば，せん断力は解析的に精度よく求めることができる．同様に，推進工法特有の
荷重条件による計算値と，実験結果を用いて検証した．その結果，円周方向の継手に作用する曲げ
モーメントは，管軸方向の推進力作用範囲，推進管背面の支持条件の影響を受けることがわかった．
曲げモーメントの影響に対しては，より複雑な施工条件に伴う局部的な荷重にも配慮し，変形およ
ぶ復元性能に優れる継手を用いることが望ましく，アンボンド方式を採用することが効果的である． 
 
(3) 分割型PC推進管の実用化 
 
実施工に適用できる推進管の細部構造と性能を検討したうえで，平板モデルを用いた強度試験と
実物大モデルによる性能確認試験を行い，実用性の検証を行った．実物大推進管にプレストレスト 
コンクリート構造を効果的に適用すれば，円周方向の継手に別の締結金物も不要となり，推進管本 
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体の主鉄筋量も軽減できるため，管材の製作費が低減できる. 分割型 PC 推進管の製作は，一体型
成型の型枠を用いることで，効率よく，精度の高い推進管を製作することができる.また，鉄筋籠
等の利用は，作業の省力化に十分寄与する. 緊張組立試験の結果によれば，分割した推進管の接合
は，適切な治具や機器を使用することにより，容易かつ安全に行うことができる.有効プレストレ
スの導入では，適切な手順と方法により，所要のプレストレスを確実に導入することができる. 緊
張作業に要する時間は，決してクリティカルなものでもなく，歩掛かり的にも工事費に深刻な影響
を与えるものではない．円周方向継手の水密性は，接合面に水膨張性シール材を適用した場合，実
物大の条件でも，プレストレスによるシール溝への封入効果が期待できることが確認された.また，
水膨張性シール材は，埋め込み鋼製カラーの補強リブ板と差し口に設ける止水用ゴムと適当なエポ
キシ樹脂系防水材を併用して連続させると，止水性能が向上する. さらに，外圧試験の結果によれ
ば，実物大推進管に必要なプレストレスの導入により，コンクリート表面に生じるひび割れを効果
的に制御できる.また，載荷点から円周方向の継手を 45°の位置にずらした場合，終局時には，継
手部分の曲げ剛性は低下するが，変形特性に優れるため，推進管は，脆性的破壊に至ることなく安
全性が確保される. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 156
 
2. 今後の課題 
 
 本研究では，分割型 PC 推進管に対して，必要とされる機能および性能面からの検証を主体とし
て実施してきたが，残された技術的課題もあり，施工実績を重ねる段階で克服していかなければな
らない． 
第一に，実施工に適用された際，推進管内部の現場計測を行い，円周方向の継手の実挙動，強度
を確認する必要がある．計測結果は十分な解析を行い，設計手法にフィードバックすることが重要
である． 
第二に，内径 4000mm～5000mm 相当の推進工事が対象となる場合は，外圧試験で推進管の強度を
求めることも，設備の都合上，困難となる可能性が高い．しかしながら，推進管の規格化を進める
うえで，破壊強度は重要な要素となる．そこで，継手剛性の低下を考慮した破壊荷重の算定方法を
提案し，破壊強度の推定精度を向上させる必要がある．曲げ剛性一様なリングモデルを用いて推進
管本体の破壊荷重で評価する方法は，主鉄筋量が強度を左右しかねず，必ずしも最適な設計方法と
は言えない． 
第三に，従来の鉄筋コンクリート推進管に用いられてきた規格などを参考にし，超大口径推進管
に適した継手構造および性能を規格化し，多様な土質，地下水および埋設条件に対応していく必要
がある． 
 以上の課題に関しては，今後も，真摯に取り組んでいくことで，本研究で対象とした技術の醸成
に向けた努力を続けて行きたいと考えている． 
 
 おわりに，内径3000mmを超える推進工法の技術動向については，平成16年度から関係機関によ
り，超大口径管推進工法に関する研究の取り組みが始まったばかりである．現在，技術基準策定に
向けて活発な活動が進められており，本研究が対象とした分割型 PC 推進管も適用管種として検討
されている．また，平成17年8月には，分割型PC推進管を用いた超大口径管推進工法による国内
第1号工事も実施され，良好な結果が得られた．今後の工事についても，本研究の成果が十分活用
されることを願う次第である． 
 
末筆にあたり，本研究が推進工法の普及発展の一助になれば幸いである． 
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きました．ここに深く感謝申し上げる次第です．また，早稲田大学理工学部社会環境工学科の関博
教授，依田照彦教授，清宮理教授には，論文細部に渡り，非常に有益かつ的確なご助言，ご指導を
賜りました．心より感謝申し上げます． 
第２章分割型 PC 推進管の基本性能の評価では，八千代エンジニアリング（株）石橋信利技術顧
問，横浜市河川局石川眞係長，（社）日本下水道管渠推進技術協会石川和秀専務理事に貴重なご助
言を賜りました．また，日本大学理工学部大型構造物試験棟菊池康彦氏に多大な協力を頂きました．
深く感謝致します． 
第３章分割型PC推進管の曲線推進への対応では，（社）日本下水道管渠推進技術協会川相章部長，
機動建設工業（株）中野正明常務執行役員関東支店長に，貴重なご助言を賜りました．深く感謝致
します．  
第４章分割型PC推進管の実用化では，戸田建設（株）浅井康彦部長，（株）奥村組片平啓氏部長，
機動建設工業（株）高津満部長に貴重なご助言を賜りました．また，ＳＭＣコンクリート（株）小
縣達男（元）取締役社長，加納銀三郎常務取締役，浅野幸男取締役，中川雅司工場長にご尽力を賜
りました．深く感謝致します． 
平成16年5月に設立されました「超大口径PC推進工法研究会」技術委員各位には，月例会議の
席上で貴重なご助言を頂きました．誠に有り難うございました． 
 本研究をとりまとめるにあたりましては，三井住友建設（株）新井英雄土木本部長補佐，印南修
三部長，鈴木明彦部長，長井信行部長，竹村恭二所長，金子正士氏，田村直明氏，庄村典生氏，上
原精治小山研究所長，三上博氏，黒川幸彦氏，須川智久氏，浅井洋氏，小林崇氏，ＳＭＣテック（株）
田中正樹部長，江崎敏峰所長，ＳＭＣコンクリート（株）近藤二郎部長，廣瀬裕一氏，植竹克利氏，
松井崇氏に多大なご協力を頂きました．心から感謝致します．また，三井住友建設（株）桑原秀樹
部長，高橋浩氏には，本研究期間中，終始，叱咤激励を頂きました．ここに感謝致します． 
 
 最後に，三井住友建設（株）友保宏特別顧問，熊谷紳一郎執行役員土木本部副本部長には，本研
究を収める機会を与えて下さったことに対し，厚く御礼申し上げます． 
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論文概要 
 
１． 研究の背景と目的 
 
推進工法は，工場で製作された推進管の先端に掘進機を取り付け，発進立坑に設置されるジャッ
キの推進力により管を地中に押し込んで管渠を築造する工法である．本工法には，切羽の安定方法，
掘削方法，推進力の伝達方法，土砂の搬出方法などにより多くの種類がある．近年，曲線半径が15m
以下となる急曲線施工や，その延長が1000mを超える長距離施工が実現し，推進工法の施工技術が
急速に進展している．しかし，工場で製作された推進管は，それを工事現場まで運搬する都合から，
その大きさに制限を受ける．道路交通法施工令によれば，積載物の上端の高さは，路面から 3.8m
に制限されており，積載物自体の高さはこれから自動車の積載をする場所の高さを減じたものにな
る．したがって，内径3000mmを超える管渠を推進工法で築造することは，不可能とされている． 
 最近，異常気象による集中豪雨や季節外れの台風が頻発している．とくに，都市地域で発生する
洪水は，都市機能を麻痺させる甚大な被害をもたらし，深刻な問題となっている．このような事態
に対応するため，雨水貯留施設としての管渠等が整備されることになり，今後，その目的で計画さ
れる管渠が急増することが予想される．過去の実績からみると，雨水貯留管では内径 3000mm を超
えるものが多く，シールド工法によって構築される場合がほとんどである．しかし，施設の規模や
用地の制約などにより，その施工延長が短い場合も多く，シ－ルド工法を用いるとかなり不経済に
なることが指摘されている．シールド工法と推進工法との直接工事費を単純に比較すると，推進工
法のほうが経済的にはかなり優位となる．これは，推進工法では，一般に掘進機や推進設備は転用
されるため，主要機器が損料扱いとなること，推進管は規格化されているため，製作費が平準化さ
れることなどによる．中小口径のシールド工事の実績調査によれば，施工延長が 500m 以下となる
件数は，全体の２割程度となり，同じ規模の工事を，今後もシールド工法で実施するとすれば，経
済性に大きな課題があることがわかった． 
本研究は，以上の問題を解決するため，内径 3000mm を超える管渠の築造工法として，超大口径
管推進工法の実現に向けた技術的課題を整理し，分割して製作し，組み立て可能な推進管（以下，
分割型 PC 推進管と呼ぶ）を開発するとともに，その力学的な特性を把握して実際の工事への適用
性を検討したものである．これによって，推進工法の適用範囲を拡大することができ，結果として，
非開削工法による管渠の築造工事において，経済性の向上が図れるものと考えられる． 
 本研究は，３つの主要テーマで構成される．以下にその概要を示す． 
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２． 分割型PC推進管の基本性能の評価 
 
 主要テーマの１つめでは，分割型 PC 推進管の開発の経緯や背景を述べ，その具備すべき基本性
能について検討を加えた．分割型 PC 推進管は，２等分割した半円形の推進管を工場で製作し，こ
れを運搬して現地でプレストレスを導入して組み立てることを特徴とする推進管である．その基本
構造は，規格化されている推進工法用鉄筋コンクリート管と同等の性能を有することを目標として
開発を進めた．まず，分割型PC推進管の管厚は，鉄筋コンクリート構造から求まる厚さに対して，
所要のプレストレスを導入することによって，経済性が発揮できる最適な厚さを選定した．また，
要求性能を満足する止水性を確保するために，円周方向の継手には水膨張性シール材を貼付し，こ
れを管軸方向の継手用止水ゴム材と接着する方法を採用した．管軸方向の継手には，埋め込み鋼製
カラーを設け，継手は溶接接合するものとした．分割型 PC 推進管の土水圧に対する強度の目標値
は，プレストレスを考慮した曲げ耐力から破壊荷重を求めて，その破壊荷重の 50%をひび割れ発生
荷重とすることで評価した．つぎに，内径2000mmの分割型PC推進管を試作して，その組立試験を
行い，組立方法や有効プレストレスの導入方法を検討した．また，規格に準じた水密試験，外圧試
験および管軸方向の強度試験を実施し，管の断面方向の強度，円周方向および管軸方向の継手の水
密性，および管軸方向の強度を確認した．これらの結果として，実用的な分割型 PC 推進管の組立
方法，プレストレスの導入方法，継手の止水方法などを提示した．円周方向の継手の位置は，土水
圧などの外圧に対して有利となるように，管の頂点から 45 度振った位置とし，これを千鳥に組む
こととした．推進力伝達材は管軸方向の強度を確保する観点から，その形状および配置を定めた．
以上の検討から，推進管をプレストレストコンクリート構造にすることにより，工法全体としての
経済性が向上し，分割型PC推進管の規格化が容易となることを確認した．また，分割型PC推進管
の基本構造ならびに実用化に向けた施工方法を具体的に提案し，工法の妥当性，実現性を立証した． 
 
３． 分割型PC推進管の曲線推進への対応 
 
主要テーマの２つめでは，曲線推進時の分割型PC推進管の挙動を設計上の観点から検討した． 
まず，推進工法用鉄筋コンクリート管に準じた曲線推進に対する設計手法を，内径3000mmを超 
える分割型PC推進管へ適用し，分割型PC推進管の許容曲線半径を決定した．この許容曲線半径は，
管軸方向の許容目開き量から決まるが，運搬可能な重量から定まる推進管の長さも考慮した．また，
曲線部の許容推進力は，推進管の製品検査に必要とされるひび割れ荷重（規格値）を載荷した際の
鉄筋の応力度に着目し，ひび割れ抵抗モーメントから推定して定めた．円周方向の継手に発生する
断面力は，曲線推進時に継手に作用する荷重を推定することにより算出できる．つぎに，内径422mm 
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の塩化ビニル製の模型推進管を製作し，半径10mのS字曲線を推進する模型実験を実施した．円周
方向の継手の有無やその位置を変えて，それぞれに必要な推進力，曲線推進中の円周方向の継手に
生じる目開きや管軸方向のずれ，管本体および継手近傍に生じるひずみなどを計測した．この模型
推進実験から，提示した継手構造であれば，円周方向に継手があっても曲線推進時に問題とはなら
ず，継手の目開きや管軸方向のずれも生じないことを確認した．また，推進力や地盤反力の分布な
どから，円周方向の継手に発生する断面力を解析的に求める方法を提示した．以上の検討の結果，
従来の設計手法に準じて適切な曲線半径を定め，管の長さと推進力の大きさとに適切な配慮を行え
ば，分割型 PC 推進管を用いた場合でも円滑な曲線推進が可能であることが確認された．また，作
用させる推進力や地盤反力の分布などから，円周方向の継手に発生する断面力が評価でき，結果と
して提案した継手構造の妥当性を確認することができた． 
 
４． 分割型PC推進管の実用化 
  
主要テーマの３つめでは，実際の施工条件にもとづき，分割型 PC 推進管の構造，仕様，性能を
定めて実物大の分割型PC推進管を作製し，その性能確認試験を行って実用性を検証した． 
 まず，実施工の条件にもとづき，分割型 PC 推進管の細部構造や円周方向の継手構造を定めて，
その性能を机上で評価した．分割型PC推進管の管厚は実施工の設計条件から決定し，分割型PC推
進管のひび割れ発生荷重は，鉄筋コンクリート管の場合の算定方法に軸力としてプレストレスを加
味して求めた．また，分割型 PC 推進管の破壊荷重は，等価応力ブロックにプレストレスを考慮し
て曲げ耐力を求め，分割型 PC 推進管を曲げ剛性一様なリングと仮定してその目標値を算出した．
実物大の分割型PC推進管の外力に対する強度および剛性の特性値は，分割型PC推進管の本体を平
板にモデル化した供試体を作製して，その載荷試験や継手の曲げ試験およびせん断試験を実施し，
それらの実験結果と机上検討の結果とを比較して把握している．円周方向の継手には，高度な水密
性の確保に重点を置き，それに製作性や施工性を加味して，水膨張性シール材とエポキシ樹脂系の 
防水材を併用する止水構造を採用した．つぎに，内径3500mmの分割型PC推進管を製作し，実施工
を想定した組立試験を実施して，超大口径推進管の効率的な組立方法や組立時間，有効プレストレ
スの導入方法などを確認した．また，推進工法用鉄筋コンクリート管の規格に準じて，水密試験と
外圧試験を実施し，実施工に適用する分割型 PC 推進管が所要の性能を有することを確認した．こ
れらの試験結果から，実施工への適用に向けた組立手順と組立方法，有効プレストレスの導入方法
などを確認し，また，円周方向の継手構造が，高い地下水圧に対抗できる止水性を有することを確
認した．一方，土水圧などの外圧に対しても，プレストレスを導入することにより，ひび割れを効
果的に制御できるほか，継手の変形特性により分割型PC推進管は脆性的な破壊を生じないなどの 
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構造的な特徴を確認した． 以上の検討の結果，提案した分割型PC推進管は，従来の鉄筋コンクリ
ート構造の推進管と比較して，その製作費を低減でき，精度の高い製品として提供できること，さ
らに，実際の施工に十分適用できることを確認した． 
 
５． 結論 
 
 これまでの研究の結果，以下に示す結論が得られた． 
 
(1)  分割型PC推進管は，プレストレストコンクリート構造の適用により，工法全般の経済性が向
上し，推進管の規格化が容易となることを示した．また，実用的な推進管の組立方法，プレス
トレスの導入方法，継手の止水方法を確立した．外圧に対しては，有利な円周方向の継手位置
を検証し，管軸方向の強度確保では，推進力伝達材の適正な形状および配置方法を提案した． 
 
(2)  分割型PC推進管では，従来の設計手法に準じて，適切な曲線半径，推進管の長さ，推進力に
配慮すれば，曲線推進が可能となることを示した．円周方向の継手に作用する断面力では，推
進力や地盤反力の分布等から解析的に求める方法を提案した．また，曲線推進時には，円周方
向の継手が問題とはならず，継手の目開き，管軸方向のずれに対しても，提案する継手構造で
対処できることを確認した． 
 
(3)  実物大の分割型 PC 推進管であっても，製作費が低減でき，精度の高い製品が提供できる.実
施工への適用に向けた推進管の組立手順や組立方法，有効プレストレスの導入方法等を確立し
た.円周方向の継手には，水膨張系シール材とエポキシ樹脂系防水材を併用する止水方法を定め
た. 外圧強さでは，プレストレス導入により,ひび割れを効果的に制御でき,円周方向の継手の
変形特性により脆性的破壊が生じないなどの構造的特徴を確認した. 
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Abstracts 
 
Chapter 1 Introduction 
 
Pipe Jacking is the sewer construction method: “The pipe is pushed into the underground by the 
thrust force of powerful hydraulic jacks which are installed in the launch shaft after that the tunneling 
boring machine has been installed in the jacking pipe’s point”. However, the size of the jacking pipe, 
which is transported from a manufacturer to a construction site, is always restricted. According to 
Road Traffic Control Low, the loading height must be reduced to the height of the loading platform: 
from 3.8m. Under this condition, when a sewer exceeding internal diameter of 3000mm is 
constructed with non-excavation, shield tunneling method is unconditionally adopted. Recently, the 
heavy rain due to unusual weather or the off-season typhoons has frequently occurred. In 
consequence, it is expected that the sewer planning with this use increases rapidly. Concerning the 
rainwater storage pipe that exceeds an internal diameter of 3000mm, which is often the case, the 
shield tunneling method is usually applied from the past result. Nevertheless, if the total pipe length is 
shortened with the scale of the facility and the site’s restrictions, which represent many cases, it is 
pointed out that it becomes considerably uneconomical with the current estimate specifications but 
pipe jacking method becomes economically predominant. The pipe jacking method’s origins come 
from the fact that machinery cost is fully treated as rent depending upon the diversion of the 
tunnelling boring machines and jacking equipments, etc. Depending on the construction with above 
conditions in the future, the possibility of executing a case with the shield tunneling method is high, 
and it feels concern the uneconomical territory expands at a stroke. This study has executed the 
rational application enlargement of the pipe jacking with the development of the halved PC jacking 
pipe as purpose. Summary of this study is shown below. 
 
Chapter 2 Evaluations of basic performance of halved PC jacking pipe 
 
The basic structure of the jacking pipe is designated to make the performances equaled to the 
reinforced concrete jacking pipe standardized as principle. Especially, thickness of the pipe that 
introduced necessary prestressing is determined by the optimum thickness which can give 
economical performances by the presumption thickness of the reinforced concrete jacking pipe with 
the internal diameter from 3000mm to 5000mm. In addition, the water swelling type seals are applied  
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to the radial joint that becomes feature which respects the joint structure, so that the water-tightness 
characteristics, which satisfy the standards by the method of gluing with the water-tightness rubber 
ring for the jacking pipe, is guaranteed. Concerning the axial direction joint, the embedded steel 
collar is applied; it welds to connect the joint part. With external pressure strength of the jacking pipe, 
the failure load is calculated by the ultimate bending moment that considers unbond PC structure, 
and the set point which designates 50% of the failure loads as the cracking load is proposed. Next, the 
internal diameter of 2000mm small jacking pipe is made on an experimental basis after productivity 
of the halved PC jacking pipe is examined. Making use of this specimen, jacking pipe building 
method and prestressing introduction method are verified by building and tensioning test 
implemented. In addition, watertight test, external pressure test and the axial direction strength test 
that correspond to the domestic standard are executed. Because of this, pipe build-ability and design 
prestress introduction, external pressure strength, joint water-tightness, and pipe axial direction 
strength are verified.  
 
Chapter 3 Measurement to curve jacking of halved PC jacking pipe 
 
The halved PC jacking pipe has the joint of two places in circumferential direction. Then, the design 
technique for the curve jacking in compliance with the normal design specification is applied to the 
halved PC jacking pipe that exceeds internal diameter 3000mm. The allowable curve radius that is 
sought from the allowable circumferential joint gaps of pipe axial direction is determined. 
Concerning this allowable curve radius that length of the jacking pipe influences largely, it is also 
considered the length of the jacking pipe that becomes settled from transportable weight. Concerning  
the allowable thrust force of the curve section; it is paid attention to reinforced stress intensity at the 
time of the cracking load of the reinforced concrete jacking pipe that is presumed from cracking 
resistant bending moment and requested. In addition, at the time of curve jacking the load which 
occurs in the radial joint is presumed, the method of computing the section forces which occurs in the 
joint is shown. Next, it is produced the model jacking pipe made of the vinyl chloride with internal 
diameter 422mm. The jacking test that makes the S letter curve by radius 10m is done. Then, the pipe 
on curve is evaluated by the section force which acts in the joint by the jacking pipe surface strain, 
the joint gaps of pipe circumferential direction and the steps of pipe axial direction, and thrust force 
with the presence of the radial joint or the difference of its position. 
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Chapter 4 Utilization of halved PC jacking pipe 
 
The evaluation method of the halved PC jacking pipe capacity is proposed after that the detail 
structure of body and joint for the pipe, based on the condition of actual construction project, are 
examined. Concerning the thickness of the jacking pipe, it is made optimum thickness with the 
design condition of actual construction. Concerning the cracking load of the jacking pipe, the method 
of adding prestressing to the computation method of using the reinforced concrete pipe as an axial 
force, is shown. Concerning the failure load, it is determined as a target with prestressing 
considerations and it is shown that the computation method of supposing equal stiff circular pipe 
structure from the ultimate bending moment which uses equivalent concrete, stresses blocks. With 
radial joint structure, the details of water-tightness method with the resin filler is determined after 
considering with respect to production and pipe buildability for the purpose of the high-level 
water-tightness which corresponds to actual work condition. Next, the actual size jacking pipe of 
internal diameter of 3500mm is produced; the building test that supposes actual work is executed. 
Because of this, building method of the jacking pipe that is necessary for actual work, building time 
and the prestressing method etc., suited for actual work are established. In addition, the 
water-tightness test and the external pressure test that consider the scale of the specimen are executed 
according to the standard.  
 
Chapter 5 Conclusion 
 
(1) With the application of prestressed concrete, economical performance improved through whole 
construction, and the fact that standardization of the jacking pipe becomes easy are shown. In 
addition, building method of the practical jacking pipe, introduction method of prestressing and 
water-tightness method of the joint are verified, profitable radial joint position is determined to 
external pressure, and proper shape and arrangement method of the thrust force transmission 
strip are proposed concerning the strength capacity of pipe axial direction. 
 
(2) It is shown the fact that curve jacking becomes possible according to the normal design 
specification, considering appropriate curve radius, validity length of the jacking pipe, and thrust 
force intensity. The analytic calculation method is proposed by distribution of thrust force and 
earth reaction force concerning the section force that acts the radial joint. In addition, at the time  
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of curve jacking, the radial joint does not become a moving hindrance, the proposed joint 
structure shows to be able to overcome the joint gap of circumferential direction and the step of 
axial direction. 
 
(3) It can offer the jacking pipe with high precision. From the application’s time to actual work, pipe 
building and tensioning methods, design prestressing introduction method are established. The 
water swelling type seals and the resin filler are applied to the radial joint as an appropriate 
water-tightness method. With external pressure strength, prestressing introduction is able to 
control cracking effectively. With the deformation of the joint, it is verified that brittle destruction 
of the pipe does not occur. 
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